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はじめに

いま住宅・建材産業は地域環境保護のために、高気密・高断熱住宅など高耐久・高機能・高齢

化社会に対応したより健康的な居住環境形成を提供できる建材技術の開発に積極的に取り組んで

いくことが要求されております。

省エネルギー、高品質・生産性の高い体制、良質な建物ストック形成の維持保全などを初めと

した社会の多様の要請に応えていくために、総合的な観点から今後より一層の充実・強化の必要

を痛感しているところであります。

そのために平成4年より、トステム建材産業振興財団は『住宅・建材産業の分野における調

査・研究の充実、国内・海外との交流・協力さらには人材育成に寄与するため』に研究助成を続

けて参りました。

本年で7年目を迎え、設立以来6期間における助成先は延べ 141件、助成金額は l億7663万円

に達しております。それにより第 1回(平成4年)11件、第2回(平成5年)14件、第3回(平

成6年)15件そして第 4回(平成6年・平成7年)22件の成果報告ができましたことは誠に喜ば

しい限りでご、ざいます。

この第4回報告書に収録されたものは、平成6年・平成7年の研究助成の終了したものをまと

め、第4号研究助成成果報告書と致しました。

これらの有意義な研究成果がこれからの住宅・建材産業の発展に貢献できれば幸いと存じます。

当財団としても、今後もこのような研究助成・その成果発表会そして自主事業の運営を図って

いきたいと存じますので、よろしくご指導、ご鞭縫の程お願い申し上げます。
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合成繊維裁断屑を成形素材とする

多機能建材に関する試作研究

福井大学工学部機械工学科

助教授木村照夫

1 研究の背景と目的

繊維ほ我々身の回りのありとあらゆる所に種々の形態で使用されている。それにともない発生

する繊維屑も莫大な量におよび、近年の地球環境保護、産業廃棄物処理問題に対する関心の高ま

りとともにその処理問題がクローズアップされている。一方、建築材料の分野においても「人と

地球に優ししリリサイクル可能な、また多機能の建材が求められるようになり、各方面で研究が

進められている。本研究は上記のような世の中の趨勢を考慮して、繊維屑を成形素材とする多機

能な建材の成形を試みた。

2. 研究の方法と得られた結果

2. 1 成形素材と断熱板の試作

2. 1. 1 製織工程で生じる繊維の捨て耳

図1に示す自動織機を用いた合成繊維織布の製織工程において、織布の耳くずれを防止するた

めに織布の端部に特殊機構が施され、図2に示すような「捨て耳」と呼ばれる繊維屑が生じる。

この屑はキャッチャ一糸と呼ばれる経糸に、おさ打ち後に切断された不連続な緯糸が巻き付いた

ものである。合成繊維屑には他にも不織布繊維屑、漁網屑、レース布屑など数多くあるが、本研

究では成形素材としてはこのような織布の製織工程で生じるポリエステルの「捨て耳」を用いた。

2.1. 2 断熱板の試作

プラスチック平板の成形には一般には押出し成形法や圧縮成形法が用いられている。繊維屑を

成形素材として押出し成形により平板を成形しようとすると繊維屑は全て溶融し、成形品は繊維

形態を残さなくなるため断熱平板の成形には不向きである。一方、ホットプレスを用いた圧縮成

形法を用いれば繊維集合体の表面層を溶融・固化し、内部層は繊維形態を保持させる断熱性能に

優れた板材の成形が可能のように思われる。しかし、繊維集合体は本来伝熱特性に劣るため、圧

縮加熱面から繊維屑への熱移動効率が悪く、また、溶融部分を固化させるためには冷却工程が必

要となる。したがって、-_E!加熱したプレス機の圧縮加熱面を冷却する必要があり、熱的な損失

が大きくなる。そこで、本研究では熱的に効率の良い成形方法として、轄射伝熱を利用して繊維

集合体の表面層を溶融した後、冷却圧縮する方法を提案し、その成形性を吟味した。
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図3は加熱のために製作した遠赤外線加熱炉の概略を示している。ヒータには表 1に示す仕様

のセラミックス製の遠赤外線ヒータ(日本ガイシ(柑製、インフラスタイン)を用い、炉内の上下

にそれぞれ9個づっ取り付けた。加熱炉は内部空気を撹枠するエアブロー装置も取り付けられて

いる。

本研究で提案する断熱板の具体的な成形方法は次の通りである。すなわち、図2の繊維屑を適

当量詰め込んだ図4に示すアルミ製の金型を加熱炉の中央部分(加熱炉上部ヒータから繊維表面

まで、の距離が170mmとなる位置)に設置し(工程A)、上部より遠赤外線により適当量を加熱

溶融する(工程B)。その後、金型を炉外に取り出し、溶融面より油圧式加圧装置により圧縮

成形する(工程C)。次に素材の上下を入れ替え、再び遠赤外線により適当量加熱溶融し(工程

D)、その後、炉外で圧縮成形する(工程E)。図 5は各工程における繊維屑集合体の様子と試

作品を写真撮影したものである。

2. 2 成形品の断熱特性の測定とみかけの熱伝導率

空隙率0.9の繊維屑集合体をヒーター温度4000Cで両面をそれぞれ20分間加熱溶融した後、厚さ

30mmlこ成形した試料に対して断熱特性を測定した。この成形品の表面プラスチック層は約 2mmで、

あり、内部未溶融部分の空隙率はおよそO.77である。図6は測定装置の概略であり、成形品の片

面を高温室を模擬した恒温乾燥機内に、また、他の面を低温室を想定した広い空間の実験室に面

するように設置し、熱伝導率が既知のアクリル板を成形品の表面に貼り付け、このアクリル板を

通過する熱量を求めて、成形品のみかけの熱伝導率を算出した。その結果、本試料のみかけの熱

伝導率はえ =0.1W / (m • K)であり、アクリルの熱伝導率え=O. 21 W / (m • K)のおよ

そ0.48倍の値を示した。すなわち大ざっぱな測定手法ではあるが本成形品はアクリル板に比べて

大きな断熱特性を示すことが明らかになった。

2. 3 繊維屑集合体の溶融試験

本成形手法では合成繊維をいかに効率良く、しかも均一に溶融させるかが問題である。そこで、

繊維集合体の遠赤外線加熱下の溶融挙動を考察した。溶融試験は先述の加熱炉内で行ない、繊維

集合体の空隙率と遠赤外線ヒーター温度を種々変化させた。さらに図4に示す位置の容器中央部

に熱電対 (TypeK、素線径0.2mm)を挿入し、繊維集合体内の温度変動と分布も測定した。

2.3. 1 繊維集合体の溶融挙動

図7は空隙率O.89の繊維屑集合体をヒーター温度を4000Cとして加熱した場合の溶融過程の

様子であり、左図は上面から、右図は側面からの観察結果を示している。これらはいずれも所定

時間加熱した後、金型から取り出し、炉外で写真撮影したものである。加熱開始後900秒の状

態では表面には未溶融部分と溶融部分が混在し、不均一な溶融となる。時間経過とともに溶融樹

脂は繊維間に浸透しながら上表面が沈下していく。金型壁面近傍の繊維の溶融状態が悪いが、こ

れは後述するように繊維屑集合体の温度上昇に比べて金型温度の上昇が遅く、この付近の温度が

低くなるためと考えられる。 2400秒後には上表面がおよそ40mm沈下しているが、表面状態はほぼ

水平に保たれている。また、上面からの図をみると加熱経過時間が長くなるに従い、金型近傍に

ある繊維屑も溶融が進むこともわかる。

図8は溶融挙動に及ぼすヒーター温度の影響を、空隙率O.89の繊維屑集合体の結果を例に示し
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ている。図より明らかなようにヒーター温度が低い場合 (3500C)にはとくに中央部の溶融が

顕著であり溶融状態が不均ーとなる。これはヒーター温度が低く、表面温度が融点に近い場合に

は局所的に溶融が進み、さらに溶融樹脂が繊維間に含浸するとともにその部分の熱移動が容易と

なり、ますます局所的な溶融が進むためと考えられる。ヒーター温度が高い場合にはいずれの場

所でも融点よりかなり高い温度となり、全体的に溶融が進むが、金型周囲の溶融は緩慢である。

また、加熱温度が高くなると4500Cの結果に見られるように溶融樹脂に焼けが生じ製品強度や表

面状態には問題が生じる。

このような溶融状態に不均ーが起こる理由を温度場の測定結果から考察する。図 9は上部ヒー

ターを400、4500Cに変化させた場合の繊維屑集合体内部の温度変動の様子を資料中央部の鉛直方

向(初期繊維屑表面からの距離y)について金型温度とともに示している。図にポリエステル繊

維屑の融点 (258
0C)も示してある。図より、加熱時間の経過に伴い、各測温点の温度は上昇し、

その上昇割合はヒーター温度が高い方が大きく、溶融樹脂の温度も高くなっている。なおここで、

繊維屑集合体の内部温度は融点を越えてしばらくすると、温度の上昇が突然小さくなる。この時

間は、溶融した繊維屑の上面が固定した熱電対の位置を通過した時間を表すものと考えられる。

いずれの場合にも、温度上昇が急激に小さくなるときの温度は繊維屑集合体の下方ほど高くなっ

ている。これは、溶融した樹脂が沈下しながら、さらに加熱されるためと考えられ、ヒーター温

度が高い場合には、溶融面に焼けが生じ易くなる要因になるものと思われる。しかし、金型温度

はTH=4500Cの場合においても2500秒付近まで融点には達せず、温度の上昇が遅いことがわかる。

このように、金型温度の上昇が遅いため、先述のように金型周りの繊維屑が溶融しにくかったも

のと考えられる。

そこで、金型温度を早く上昇させる方法の一手段として、炉内の下部のヒーターとエアブ、ロー

装置を用い、雰囲気温度を上げて実験を行った。図10は雰囲気設定温度TAを400
0Cに保ち、上部

ヒーター温度をTH=350、400および450
0Cに変化させ、ほぼ同一量溶融させたときの繊維屑集合

体の溶融状態を示している。図より、温度の低いTH=350
0

Cの場合、先述の図 8とは異なり、繊

維屑上面の溶融状態が均一であり、金型周りの繊維屑も溶融していることがわかる。しかし、TH

= 4500Cの場合は、ヒーター温度が高いにも関わらず金型周りの繊維屑が未溶融となる。この

理由について以下に考察する。

図11は雰囲気設定温度TAを4000C、上部ヒーター温度THを300および450
0Cに変化させた場合

の、繊維屑集合体内および金型の温度変動を示したものである。図より、下部ヒーターを用いな

かった場合と同様に、 TH=450
0

Cの方が繊維屑集合体の温度上昇は早く、また、溶融した繊維屑

の温度はTH=300
0

Cの結果に比べて100
0

C程度高いことがわかる。しかし、金型温度の上昇割合は、

上部ヒーター温度に関わらずほとんど変わらない。従って、一定量の繊維屑を溶かすためには、

ヒーター温度が高い方が短時間ですむが、所定量の溶融終了時の金型周囲温度はヒーター温度の

高い方が小さくなり、このことが金型周囲の繊維屑の未溶融につながるものと考えられる。

以上のように繊維屑集合体を均一に溶融させるためには、繊維屑集合体の温度上昇と金型温度

上昇割合をうまくコントロールする必要があることが明確である。

2.3. 2 加熱条件と繊維屑の溶融量

断熱板を成形する上で生産性を上げるためには、表面層をし、かに早く溶融させるかが重要であ

る。そこで、 ヒーター温度と繊維屑集合体の空隙率を種々変化させた場合の加熱時間と溶融量の
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関係を調べた。ここで溶融量は適当な時間に繊維屑集合体を炉内から取り出し、溶融部分を固化

した後、未溶融部分を取り去り、精密天秤で固化部分の質量を測定した。したがって、一つの

データー毎に測定資料は異なっている。また、同一条件で 3回同じ実験をした。

図12は雰囲気設定温度を2500Cにし、上部ヒーターを350、400および4500Cと種々変化させた場

合について、加熱時間と溶融量の関係を示している。図より明らかなようにいずれのヒーター温

度においても同一加熱時間における溶融量は空隙率に関わらずほぼ一定となる。図には示してい

ないが、下部ヒーターを使わず雰囲気温度を設定しなかった場合においても同様の結果が得られ

ていたが、雰囲気温度を上げた場合には同一量の繊維屑を溶融させる時聞を大きく低減させるこ

とができることが明確である。

2. 4 表面層の複合材料化の試み

板材の断熱特性を向上させるためには表面プラスチック層を出来るだけ薄くし、内部繊維層

(空気層)を多くする必要がある。しかし、成形品の強度のことを考慮すると表面層の厚みには

限界がある。そこで、本研究では薄くて充分な強度を得る一手法として表面層を複合材料化する

ことを考えた。複合材料化の手法には上記合成繊維屑集合体の表面に強化繊維を配置し、溶融樹

脂を強化繊維間に含浸させることもー案であるが、ここでは強化繊維が混入したペレッ卜状の樹

脂素材を用い繊維集合体の表面に配置し、このぺレット樹脂を遠赤外線加熱によって溶融し、合

成繊維間に含浸させる手法を試みた。図13は使用したガラス繊維入りポリプロピレンペレットで

あり、図14は合成繊維屑の表面に未溶融ペレット配置したときの様子である。さらに、図15はぺ

レットを溶融した後、圧縮成形した板材を示している。成形品は溶融樹脂が合成繊維屑間に含浸

し、一体物の板材が得られている。このような成形手法を用いると低融点のぺレッ卜樹脂を用い

れば、心材には熱負荷に弱い天然繊維屑を用いることも可能となる。

3. これから期待される成果

本研究では合成繊維屑を成形素材として断熱性に優れた板材を成形する手法を提案し、板材を

成形するとともに成形品の断熱特性を測定した。その結果、成形品は断熱特性に優れていること

が確認された。また、本研究ではとくに成形品の表面プラスチック層の状態を支配する遠赤外線

加熱下の繊維屑の溶融挙動を明らかにし、均一溶融のための加熱条件の設定に指針を与えた。ま

た、表面層を複合材料化する手法について提案した。ここで得られた結果は断熱板の表面プラス

チック層の厚みや内部未溶融繊維屑層の厚み、空隙率を制御する場合の成形条件の設定に有用で

ある。

現段階では成形品強度の測定を行うことができなかったが、これは成形品の実際の応用面を決

定した後に、その製品に対して成形性とともに考察すべきであろう。本研究では平板のみ成形し

たが、成形金型の形状を工夫することによって表面が波状のものや、あるいは凹型の成形品も成

形可能であり、今後、種々の形状の成形を試みる計画である。

4. 残る問題点、と対策

成形に対する技術的な問題としては成形性の再現性が上げられる。繊維屑集合体は必ずしも均
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質でなく、従って、加熱条件が同一であっても溶融状態は必ずしも同ーとはならない。したがっ

て、どの程度の再現性が要求されるかにもよるが全く同ーの成形品を大量に成形することは難し

し、。

また、樹脂粘度、すなわち溶融樹脂の流動性は温度に大きく依存するため、溶融した繊維屑を

圧縮行程に移動させる際の温度変動(温度低下)を管理するシステムも今後検討すべき問題であ

る。

5. 研究発表の予定と実用化計画

本研究成果は今後プラスチック成形加工分野あるいは繊維工学の分野の学会に発表の予定であ

る。

実用化に関しては種々検討中であるが、経済性の問題、建材として用いる場合の難燃性の問題、

多量生産性の問題などクリアーすべき課題が数多い。とくに、実用化でネックになるのは本研究

で対象とした繊維屑に限らず、すべてのリサイクル品に共通に経済的な問題である。廃棄物再利

用の義務づけを法制化するなどの行政の積極的な行動が必要であり、経済性を度外視してもリサ

イクル品を積極的に使用しようとする世の中のムードづくりが出来れば、本研究対象の成形品の

実用化も加速度的に聞かれるものと期待できる。
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1 -2 高強度アルミニウム/鉄鋼積層型

複合サッシの開発

室蘭工業大学材料物性工学科

助教授桃野 正

1.本研究の目的

特性の異なる材料を複合化することによって、それぞれの特長を活かした新しい高強度および

高機能材料が得られる。本研究ではアルミニウムの耐食性、高比強度、省エネルギー特性に加え

て、鉄鋼材料の高強度特性を付与し、溶接構造が容易な材料を開発することをねらいとしている。

本研究は、固相拡散接合法、および液相拡散接合法によるアルミニウム合金と鉄鋼との積層型複

合プロセスについて検討し、最適接合条件、および接合機構について調査した。以下にその概要

を述べる。

2. 固相拡散接合

2. 1 アルミニウムと鉄鋼の直接接合

市販純アルミニウム (J1 SA1050)と機械構造用鋼 (J1 S S 25 C)とを500--5800Cの接合

温度範囲で真空拡散接合した。その結果、継手の接合強さは極めて低く、その多くは引張試験片

に加工中破断した。図 1に示すように、接合界面にはFeA13および舌状のFe2A15が成形された。

このような化合物相の成長が、接合強度の低下をもたらすことが判明した。とくにFeA13相は

脆弱であり、この相の成長を抑制するか、第3元素の添加によって脆化を防止する必要がある。

近年、金属間化合物相の靭性向上に関する研究が盛んであり、FeA13に関しては水蒸気環境によ

る脆化が報告されており、これを防止するにはCr添加が有効であるとされている 1)。

このような観点から、 Al母材中にCrを添加するか、または鉄鋼中にCrを添加する方法が考えられ

るが、これらについては今後の検討課題である。

2. 2 ニッケル箔インサートによる接合

アルミニウムと鉄鋼の直接接合が困難であることから、厚さ10μmのNi箔をインサート材とし

て接合した。なお、 Ni箔は8000Cにおいて予め S25C鋼と接合した。その結果Ni/S25C接合

材は、接合温度8500C、接合圧力O.65MPa、接合時間1.8ksの条件で、は、 Niと同程度の接合強さ280

MPaを示した。この場合、界面にはオーステナイト相が形成され 2)、強度向上に寄与している

ことが明らかとなった。

次にNiとAlとの接合性を検討した結果、図 2に示すように、接合温度630--6500Cにおいて、

48--50MPaの接合強さを示すことが判明した。また接合界面組織は、図 3に示すように、 Al側
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にA13Ni(β相)が、 Ni側にはA13Ni2(7相)が認められた。

以上のように、 NiとAlの接合強度が低いことから、 AlとNi箔間に厚さ50μmのA2024合金箔を

インサー卜して接合した。その結果、図4に示すように、接合温度5200C、接合圧力O.65MPa、接

合時間1.8ksの条件で、最も高い継手強さが得られ、継手効率はAl母材の85%を示した。このよ

うに、 A2024合金箔の一部が溶融する温度範囲で拡散接合すると、接合界面における化合物層の

形成速度が低下し、比較的低い温度域でも接合が容易となることが判明した。

2. 3 チタン箔インサートによる接合

Ni箔とA2024合金箔をインサートすることによって、接合強度の改善が図られたが、接合温度

が高いことから、 Al母材の劣化が懸念される。よって次に、より低い接合温度でより高い接合強

度を得る目的で、厚さ50μmのTi箔をインサート材として拡散接合した。その結果、図5に示す

ように、接合温度6100Cにおいて62MPa、6300Cにおいて69MPaを示し、 Al母材中で破断した。また

図6に示すように、接合界面にはA13Tiが形成されていたが、その成長速度は他の合金系に比

べ極めて遅いことが認められた。このように、界面に形成されたA13Ti相の厚さが、前述のAI-Fe

系、 AトNi系化合物に比べて小さいことと、単相のみで構成されたことが、接合強度の向上に

寄与したものと考えられる。

3. 液相拡散接合

2章で述べたように、一般に固相拡散接合は接合面の仕上げ精度が厳しく、かっ固相内拡散を

基本原理としていることから、比較的長い接合時間を必要とする。これに対して液相拡散接合で

はこれらの欠点を補う利点がある。よって本章では、アルミニウムどうしの接合に銅箔を用いた

場合の継手性能を調べ、次にアルミニウムと鉄鋼の液相拡散接合について述べる。

3. 1 銅箔インサートによるアルミニウムどうしのTLP接合

T L P (Transient Liquid Phase)接合とは、母材よりも低い融点をもっインサート材、あるい

は母材との聞に低い融点の液相が生ずるインサート材を用い、接合部に一時的に液相を生じさせ

たのち、それを等温凝固し、液相を消失させ接合するプロセスである。

図7は接合部における組織とインサート材の濃度分布を模式的に描いたものである 3)。母材の

融点Tmb，母材とインサート材との反応の結果生ずる共晶温度をTmi、接合温度をTB、およびイ

ンサート材の初期組成をCiとする。

第 1段階では、接合部が温度TBIこ加熱される結果、インサート材が溶融する。第2段階では母

材の一部が溶融し液相幅が拡がる。また、液相組成がCiかi?CIに低下し、等温凝固が開始される。

第3段階では、接合部がさらにじに保持される結果、インサート金属元素は母材中へ拡散し、液

相幅が縮小する。さらに等温保持し続けることによって、第4段階に示すように、等温度凝固が

完了し、液相形成にともなって出現した第2相は消失する。第 5段階は、最終的に接合後熱処理

することによって、接合部の均質化をはかろうとするものである。

以上のように、 TLP接合部には低融点相がないことが特徴であり、このことが耐熱材料への

応用に着目された最大の理由である。

TLP接合部を左右する最も大きな接合因子は、インサート材の選定にあるといえる。イン

サート材に要求される基本的性質は以下のとおりである4)。

A
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(1) 母材よりも低い融点、あるいは母材よりも高い融点であっても、母材と反応して共晶など

の低融点相が生ずる。

(2) 母材に対するぬれ性にすぐれている。

(3) ボイドなどの接合欠陥を生じない。

(4) 接合温度で比較的短時間で等温凝固する。

(5) 接合部と母材の均質化が比較的短時間で行なえる。

(6) 適度に母材表面を溶融し、酸化皮膜等を破壊できる。

(7) 靭性低下の原因となる有害相を形成しない。

なお、インサート材の形状としては箔が最も一般的であり、粉末や物理的蒸着による方法もあ

る。後に述べるように、接合部を等温凝固させ第2相を消失させるには、インサート材の厚さが

薄いことが重要となる。

図8は厚さ 3μmのCu箔をインサート材とし、市販アルミニウム棒 (A1050B)を母材として、

接合温度 (TB) 5600c(a)、および5900C(b)で拡散接合した試料の接合界面部組織である。 (a)では箔

の溶解が認められないのに対し、 (b)では箔が溶解・消失し、TLP接合がなされている。AI-CuA12

共晶温度が5480Cであることから、箔の溶解には120C以上の過熱が必要であることがわかる。

図9は厚さ 3μmのCu箔をインサー卜材とし、市販アルミニウム棒 (AI050B)を母材として

TLP接合した継手の、引張強さに及ぼす接合温度と接合圧力の影響を示す。図より、接合圧力

2 MPaにおいては、560---5800Cの温度範囲において、母材と同程度の接合強度が得られることが判

明した。なお、 20MPaと比較的大きな接合圧力では、むしろ接合強度を低下させることが明ら

かである。

このように、 CuはAl母材よりも融点が高いにもかかわらず、 CuのAl中への拡散によって低融点

の共晶相が生成され、これが等温凝固された結果、共晶相が消失し、良好な継手が得られるもの

と考えられる。

3. 2 銅箔インサートによるアルミニウムと鉄鋼のTLP接合

アルミニウムどうしの接合には、 Cu箔によるTLP接合が有効であることが判明したので、次

にアルミニウムと鉄鋼の間にCu箔をインサートして接合した。

Cuと鉄鋼は、既に銅クラッド鋼として生産され 5)、接合性が良いことが知られている。このこ

とはCu-Fe二元状態図より明らかなように、金属間化合物が生成しないことに起因する。

図10はCu箔をインサート材としてTLP接合したAlとS20C鏑継手の、接合強さに及ぼす接合温

度とCu箔厚さの影響を示す。この場合、接合圧力は 2MPa、接合時間10minで一定とした。 Cu箔の

厚さが 3μmでは、接合強さが40MPa以下を示し、低い結果となった。これに対しCu箔の厚さ

が5μmで、は、接合温度5700Cにおいて接合強さの最大値69MPaを示し、 Al母材中で破断した。こ

のように、わずかな箔厚さの差が接合強さに著しい変化をもらたした原因として、 AI-CuA12共晶

融液が大きく支配したものと推察される。すなわち、共晶融液には次の 2つの役割が考えられる。

(1) アルミニウムおよび鋼に作用し、ぬれ性を向上する。

(2) 鋼とアルミニウムの相互拡散によるAI-Fe系金属間化合物の形成を阻止する。

厚さ 5μmのCu箔は、脆弱なAI-Fe系金属間化合物の形成を抑制するに十分な厚さであり、

かっAlと鋼とのぬれ性を改善するに最適であったと考えられる。なお、 Cu箔の厚さが3μmの場

合、Alと鋼の直接接合の場合のように、接合界面にはFeA13および、舌状のFe2A15がX線回折により



同定された。

4. 結 Eヨ

拡散接合によるアルミニウムと鋼の複合化について検討した結果、以下の結論が得られた。

(1) 固相拡散接合法による複合化プロセスでは、 Niクラッド鋼と、 A1!2024クラッド材を用い、

A1!2024/Ni/Feの積層形態で、接合温度5200Cで複合化した場合、その継手効率は85%を示す。

(2) Tiクラッド鋼を用い、 Al/Ti/Feの積層形態で、接合温度6300Cで複合化した場合、その

継手効率は90%を示す。

(3) Cu箔インサートによる液相拡散接合法 (TLP接合)では、箔厚さ 5μmとし、接合温度

5700C、接合圧力2MPa、接合時間10minの条件において、接合強さはAl母材と同程度の強を示

した。

5. 研究の総括

アルミニウムと鋼の複合化は、異種金属の接合を試行する上で最も困難な組合せである。この

原因は前述のように、 AI-Fe系金属間化合物の成長速度が速いことに起因する。本研究ではこ

のような化合物の成長を阻止するために、各種インサート材を検討し、市販の各種クラッド材が

有効活用できることを示した。またアルミニウムの分野では新しいTLP接合に着目し、 Cu箔の

厚さの制御、および最適接合パラメータの検証を行った。これらの成果は、高強度ビル用サッシ

の製造に繋がるものと確信する。また最近調理器具として注目を浴びているIH(電磁誘導加熱)
調理器の製造にも応用が可能である。その他、耐食性と強度特性を兼ね備えたエクステリア、自

動車部品にも応用が拡大できるものと思われる。
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υ フレームジェットを用いた水酸化

アルミニウムスラッジの再資源化

東京大学工学部地球システム工学科

助教授島田荘平

1.まえがき

産業活動により排出されるスラッジ類は、毎年膨大な数量に達しており、スラッジが有する高

水分のために運搬、処理が容易ではなく、その処理・処分費用は大きなものとなっている。アル

ミサッシ等の製造過程で生産される水酸化アルミスラッジもその例外ではない。

本研究の目的は、フレームジェット処理システムを用いて水酸化アルミスラッジを乾燥・解砕

し、処理物を再利用できるような乾粉で回収する方法の基本的な処理性能を求めることである。

2. 実験装置

2. 1 フレームジェット発生装置

フレームジェットを発生させる燃焼装置をジェットバーナーと呼んでいる。

図1にジェットバーナの構造を示す。燃焼には燃料として灯油(ケロシン)、酸化剤として圧

縮空気を使用する。圧縮空気の圧力は約 6atm (ゲージ圧)である。

ノ〈ーナには燃料のケロシン、酸化剤の圧縮空気、パーナの内壁保護のための冷却水が供給され

る。ケロシンはインジェクタ(噴霧化装置)⑧で霧状に噴射され、燃焼筒②に供給される。圧縮

空気は、スワーラ(旋回流発生装置)③を通って同じく燃焼筒に供給される。燃料・空気の混合

気は点火プラグ⑦によって着火され、燃焼筒内で燃焼する。燃焼ガスはノズル①で加速され、ノ

ズルスロート⑤で音速に達し、超音速となってノズルから外部に噴射される。燃焼筒外側部は冷

却水を循環させるために二重管の構造になっている。バーナには点火と失火の状態を判断するた

め、熱電対④を挿入しである。

2. 2 ジェットパーナ運転システム

図2にジェットバーナの運転システムを示す。

圧縮空気は、コンプレッサ①から流量調整ノ〈ルブ、②、圧力計③、流量計④を経てパーナ⑮に供

給される。一方、燃料のケロシンは、燃料タンク⑤から燃料ポンプ⑥によって、流量調整ノ〈ルブ、

⑦、圧力計⑧、流量計⑨を経て、パーナに供給される。燃料 ・空気混合気は、点火用電源⑩を用

い点火プラグにより着火する。冷却水は貯水タンク⑪から給水ポンプ⑫により、流量調整バルブ

⑬、流量計⑭を経て、バーナに供給する。バーナに供給された水は再び給水タンクに戻り冷却さ

れ、循環する。
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運転中の燃焼筒内の圧力は、次のようにして求めた。まず、燃焼させずにケロシンの供給量と

圧力損失の関係を調べる。ケロシンはインジェクタで噴霧するのに最低数atm程度の圧力が必

要である。次に、実際にパーナを運転したときのケロシン圧力から、前もって調べておいたある

流量時の圧力を差し引けば燃焼内圧力が求める。同様の方法を供給空気について行ってもよい。

圧縮空気の供給での考えられる圧損は、ホース、曲管部、スワーラ等である。これらの圧損は極

めて小さいので、燃焼筒内圧力は圧縮空気の供給圧力と同じとしてある。

2. 3 処理システム

図3に乾燥・解砕システムの構成を示す。

原料(水酸化アルミスラッジ)を原料ホッパーに入れ、スクリューフィーダーで処理タンク内

に供給する。処理タンクでスラッジは乾燥・解砕され、ある程度粒子直径が小さくなると、処理

タンクから排出される気流にのって重力沈降機に運搬される。径の大きな粒子はここで回収され

るが、径の小さな粒子はさらに気流によって運搬され、サイクロンやバク。フィルタで回収される。

フレームジェットだけの動力で粒子の運搬が不可能な場合には、吸引ブロワで吸引し粒子の運搬

を補助する。

3. 実験結果

表 1に実験結果を示す。

圧縮空気圧力はO.61MPa、処理温度は3000C'""3750C、燃料流量O.09'""0. 191/minで、ある。

表1で使用されている主なパラメータの定義を次に述べる。

1)空気過剰係数

=実際に供給した空気流量/理論燃焼混合比での空気流量

(例えば、空気過剰係数1.5は理論燃焼混合比の5割増しの空気量を供給することを意味

する。)

2)伝熱容量係数 (ha: Kcal/m林3/h/K)

ha=Cwキ Gw / V / Td一一一一一一一 (1)

ここで、 Cw:水を常温から処理温度の水蒸気にするのに要する熱量

(Kcal/kg) 

Gw:蒸発水量 (kg/h)

V :処理タンク容積 (m料3)

Td :温度差 (K)

3)熱効率 (η:%) 

り=Cwキ Gw / Hk 一一一一一一一一一(2)

ここで、 Hk:燃料の発熱流量 (Kcal/h)

これらの実験結果の中で、実験条件の似ている実験No.Ol、No.03、No.04のデータにつき図示する

と、図 4、図 5のようになる。図4は処理温度と伝熱容量係数の関係を示している。処理温度が

3000Cの場合、伝熱容量係数は520(Kcal!m料3/h/K)となっている。図5は処理温度と熱効率の

関係を示している。熱効率は50%以下と低い。これは、本処理システムでは、高温の排気流をそ

のまま大気に放出しているためである。今後、本システムの実用化を考える場合には、排気熱を
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原料の予熱に使用する等の熱効率向上のための対策が必要となる。

(注:本実験では処理後の水酸化アルミスラッジの温度を測定していないので、この分の熱量は

計算から除外してある。したがって、実際の熱効率はこの値より大きくなるものと思われる。)

図6には、産物の粒度分布測定例を示す。ふるい通過分50%粒度は250μm、同じく 80%粒

度は600μmである。

表 1 実験結果

実 験 No. 01 02 03 04 05 

空気流量 (N山本3/min) 2. 481 2.481 2.432 1. 168 

空気圧力(MPa) 0.61 0.61 0.61 0.61 

空気過剰係数(一) 1. 603 1. 603 1. 485 1. 426 . 

処理温度 CC) 375 350 337 300 300 

処理速度 (kg/皿in) 1.11 1. 57 1. 35 1. 88 0.90 

燃料流量(i!/min) o. 17 o. 19 0.17 0.18 O. 09 

原料水分 C%) 76. 8 84.5 76. 8 76. 8 78. 5 

産物水分 C%) 20.9 17.4 16.5 22.2 16.0 

伝熱容量係数 263 472 377 525 288 

CKcal/mヰキ3/hr/K)

熱効率 C%) 33.3 49. 8 42. 6 49. 6 54.4 

備考:実験No.2のみブ、ロワ吸引あり

4. 考察

本乾燥システムの特長を検討するため、他の乾燥機での伝熱容量係数と本システムでの伝熱容

量係数とを比較してみる。図7は、回転乾燥装置での凝集粒径と伝熱容量係数および今回の実験

結果をひとつにまとめたものである。回転乾燥装置では粒子の凝集により粒子径を0.5mm以下

にすることは難しい。また、その場合の伝熱容量係数は200(Kcal/m料3/h/K)程度で、ある。これに

対し、フレームジェット乾燥機では凝集粒子径をさらに小さくでき、その結果伝熱容量係数も増

加している。

このことから、フレームジェット乾燥機の特長は、乾燥プロセスと同時に進行する高速噴流に

よる気流粉砕(あるいは気流解砕)にあることが分かる。

今後このようにして乾燥処理された水酸化アルミニウムスラッジの再利用用途開発が望まれる。
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5. まとめ

本研究で求められた知見をまとめると、次のようになる。

1)フレームジェッ卜乾燥・解砕システムで、水分80%の水酸化アルミスラッジを十数%の粉に乾

燥する場合のおおよそ処理能力は次の通りである。

処理温度:3500C、処理速度:1. 5kg/min、

(この場合の所要燃料流量:O. 1812 /min、所要空気流量0.24Nm林3/minC空気供給圧力:0.6 

MPa)) 

2)熱効率を改善するには、排気熱の回収利用が必要である。

3)本乾燥システムの特長は、乾燥と同時に進行する、高速噴流による気流粉砕(解砕)である。
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1 -4 自然エネルギーを利用した吸放湿壁体

システムの通気層の煙突効果と蒸発冷却効果

1.研究目的

早稲田大学理工学部建築学科

教授木村建

近年の建物は急速に高断熱化、高気密化が進んでおり、室内は高湿になりがちである。そこで、

これまで当研究室で開発研究してきた高性能調湿建材を通気層壁体システムとして用いることに

よってその効果を確認し、また数値シミュレーションによってその有効性を検証する。従来、調

湿材は収蔵庫および美術館などの特に調湿を必要とする室内空間に用いられる例が多かったが、

本研究においては居住空間への適用をも目的としている。

このシステムは、通気層のもつ日射熱の排出効果と、調湿建材のもつ蒸発冷却効果を組み合わ

せたものである。通気層内の外壁は日中の日射によって温度が上昇する。この外壁からの熱伝達

によって通気層内の空気は暖められ、浮力の効果により上昇気流となる。一般的な中空層の場合、

この空気は暖められたまま層内に滞留するが、通気層では下部の開口部より外気が流入、上部よ

り流出することでこの熱を排出することができる。蒸発冷却効果の多くは屋上被士、屋根散水な

どに応用されているもので、水分蒸発時に潜熱が奪われることを利用したパッシブクーリング手

法である。屋上被土の例では、土壌に蓄積された雨水が晴天時に蒸発し、被土表面から日射吸収

熱を奪って屋根面の焼け込みを防ぐものとなる。この手法は吸放湿建材についても適用でき、吸

放湿性の高い建材ほど蒸発冷却効果は大きい。

本研究で提案する壁体システムでは、外壁には日射吸収率の高い建材を用い、内壁には吸放湿

建材を用いる。室内から室外への湿気の流れを作るためには吸放湿建材の通気層側の水分ポテン

シャルを室内側よりも低くすることが必要である。つまり通気層側の温度が高く、湿度が低いこ

とが重要である。室内と通気層との湿度比較は単純にはできないが、室内側では人体からの蒸散、

調理など加湿の要因が多い。また通気層内の温度は、前述のように日射により室内側より高い状

態になる。以上の温湿度の大小関係により、室内から通気層への湿気の流れが可能となる。これ

は高温多湿な日本の気候に適した涼房法といえる。また、通気層内の空気の流動は材料表面の湿

気伝達率を増大させ、表面からの水分の蒸発が促される。ここに通気層と吸放湿建材を組み合わ

せる意義がある。一つ留意すべき点は、熱が通気層側から室内側へと流れる傾向にあることで、

このことを考慮し吸放湿建材には熱拡散が低く、湿気拡散の大きい性質のものを選定すべきであ

る。

これまで九州大学の谷本は壁体内通気層の空気流動を煙突効果のアナロジーとして解き、日射

を主とする貫流熱負荷の軽減効果を明らかにしている。また木村は下見板のある土壁の室内・室

外の吸放湿効果を涼房の観点から論じている。本研究では土壁を調湿建材に、下見板を通気層に
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置き換え、夏を旨とした現代的なパッシブクーリング手法を提案する。通気層は煙突効果のため

空気流動が生まれ、ルイスの関係に示されるように調湿建材の表面湿気伝達率が増大し、水分蒸

発が促される。この結果、蒸発冷却が行われ、調湿建材の水分ポテンシャル勾配は室内側が高く

なり、室内の湿気が建材に吸収される。つまり蒸発冷却効果、煙突効果というパッシンブクーリ

ング手法を複合させ、室内側から室外側への湿気ポンプの役割を壁体に付加する。吸放湿建材の

開発および吸放湿建材の収蔵庫への適用はいくつかの報告がなされているが、他の用途への適用

例はまだわずかであり、この研究はその可能性を実験とシミュレーションによって確かめること

を目的としている。

2. 調湿建材の概要

2. 1 はじめに

従来、理想的な熱湿気環境を建築的に調節する上で、建材の果たす役割は大きかった。例えば

伝統的な蔵造り民家には厚みのある土壁が用いられており、夏は涼しく冬暖かい空間となってい

る。このようにマッシブ(重厚)でポーラス(多孔質)な建材には優れた熱的遅れ特性や吸放湿

性があり、年間のあるいは一日の熱湿気変動が和らげる効果を持つ。しかしほとんどの工法が湿

式から乾式へ移行した今日、このような従来建材を用いることは困難となっている。以上のよう

な状況から、現代建築に適用可能な吸放湿建材の開発・研究が必要と考えられてる。現在の吸放

湿建材のニーズは美術館や収蔵庫、図書館の壁面などへの適用にある。調湿建材には年間・日湿

度変動の平準化効果があり、これにより空調機の潜熱負荷が低減される。特に収蔵物の多くは相

対湿度変動を嫌うので、この有用性は大きい。過去の調湿建材の実際の施工例はまだ数少ないが、

美術品を仮保管する収蔵庫に上記のゼオライトパネルを採用した例があり、湿気環境ストレスを

和らげる効果があることが報告されている。

当研究室では 2年間に亘り、塩化物を含浸させた高性能吸放湿建材を研究・開発した。この調

湿建材の特徴として、(1)含浸により強力な吸放湿性能を発揮、 (2)含浸量の増減で吸放湿性能が調

節可能、 (3)ある程度の吸水性と含浸薬剤に対する耐性があれば基盤建材を選ばない、等が挙げら

れる。現在では、薬剤、基盤建材の選定の指標となる物性値の測定まで研究が進んでいる。結果

としてこれらは在来建材に比して非常に高い吸放湿性能を示し、土壁などの代替品というよりは

むしろ発展的な機能性建材と呼ぶべきである。

また筆者の研究室では、従来より太陽エネルギー利用の除湿システムの開発にも携わってきた。

これは化学吸湿剤として塩化リチウムを用い、空気が塩化リチウム水溶液内を通ることで空気中

の水分を除去するものであるが、水分吸着能力の低下した塩化リチウム水溶液を太陽熱を利用し

て高い濃度に再生するところに特徴があり、また省エネルギー型涼房システムとして注目されて

きた。

前述の塩化物を含浸させた建材の開発は、この塩化リチウム除湿システムの流れを汲むもので

ある。吸放湿建材は従来、収蔵庫内の謂湿建材として用いられてきたが、当研究室の開発した建

材はその強力な吸放湿性から他の用途への適用が期待される。本研究では、このシステムを建材

という形に置き換えることでアクティプからパッシブというクーリング手法に移行させ、さらに

現代建築への適用範囲の広いシステムを考案する。
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2. 2 当研究室におけるこれまでの研究

まず建材や薬剤の種類および含浸量を種々変えながら検討した結果について報告する。また建

材に薬剤を混入する含浸以外の方法の検討について報告する。引き続き、各建材の平衡含水率曲

線を示し、また薬剤を含浸させた建材に関する評価法として単位LiCl当たりの吸着水量および飽

水度を提示、検討した。

2. 2. 1 吸放湿特性の測定

2. 2. 1. 1 研究方法

使用材料については含浸の基盤となる建材にはケイ酸カルシウム板系 2種、石材系 3種を取り

挙げた。ケイ酸カルシウム板Aはファイバ繊維を含み、通常品より吸放湿性が高い。ケイ酸カル

シウム板Bは強度を高めるための樹脂を含む。石材には、砂岩として砂粒子の粗いものと細かい

もの、および火成岩系石英粗面岩である抗火石を選定した。これらは主に内装に用いられる。試

験体の表面す法は抗火石を除きすべて30咽 x15cmで、ある。薬剤にはLiCl、MgC12(塩化マグネシウ

ム)、 CaC12(塩化カルシウム)の 3種を用いた。また含浸以外の建材の混入方法として、セメン

トと水を練り混ぜる際にLiClを混和させたモルタル板を検討した。各建材ごとに比較のため薬剤

無含浸の試験体を用意した。各試験体は2表面を残しビニルテープ等で断湿した。試験体は計19

枚である。す法、含湿量水準等をまとめて表 1に示す。

表 1 混入量の水準設定値と実際の値、寸法など

含 浸 薬 ~J LiCI 惚CI， CaCI， 無 絶乾 吸水量 横 縦 厚さ
含 重量

目標とした含浸量 (kg/nf) l∞ 80 75 50 40 100 50 l∞ 50 浸 [Kg/m'] [惚1m'][回目] [田園] [園田]

実 ケイ酸カルシウム板A 98.1 73. 7 50.8 103.2 関.1 104. 4 51. 3 。585.5 735.0 299 149 11. 7 
建

際 ケイ酸カルシウム板B 73.5 。523.0 796.0 301 151 11. 7 
材

の 粗粒砂岩 66.6 。1538. 6 322.0 300 150 30.0 
種

混 石材 細粒砂岩 69.7 。1723.6 237.9 300 150 20.0 
及

入 抗火石 16.7 。1014.5 123.1 150 150 30.0 
び

量 モルタル板 55.8 29.3 。 3∞ 3∞ 14.0 

測定項目については、既報と同様に、試験体に温湿度励振を与えて単位温湿度変化に対する吸

放湿量κ，[g/ nf (g/kg) J、ν，[g/ nfoCJを求めた。

実験手順は，初期状態に制御された恒温恒湿槽内の棚に試験体を置き、恒量に達するのを確認

した後、 「初期状態→加温実験 (STEP1)→加湿実験 (STEP2)→加湿実験 (STEP3)→加温実験

(STEP4)Jの実験スケジュールで温湿度励振を与えた。槽内の温湿度は10分毎に自動計測した。

建材の重量計測は、ほぼ 1日毎に行った。実験終了後、絶乾重量を求めた(上表参照)。実験は

1994年 7/6から12/3まで行った。

2. 2. 1. 2 実験結果及び考察

STEP2(加湿実験)の単位体積当たり重量変化の単位応答特性は、建材を比較すると全般的に含

浸量が等しい場合はケイ酸カルシウム板のほうが石材よりも吸放湿性が大きいことがわかる。薬
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剤種の比較では、 3種の薬剤の中ではLiClが最も吸放湿量が多く、MgC12は他の薬剤と比較して定

常に達する時間が早い。薬剤含浸量が多くなるにつれて吸放湿量も多くなるが、定常に達する時

間は長くなる傾向にある。モルタル板については薬剤混入の試験体と無混入のものとの重量変化

の間に有意な差異は認められず、含浸による方法に比べ吸放湿量が極端に少ない。このことから

モルタルに薬剤を混和させる方法は適当ではないことがわかった。またモルタル板は応答が遅い

ため、指数二項回帰を用いて定常値を予測した。

モルタル板を除く各試験体の温度変化および湿度変化に対する単位体積当たり吸放湿量κ，[g/ 

rrl (g/kg) Jおよび〆 [g/rrloCJを単位体積当たりの薬剤含浸量L[kg/ rrlJと対応させて考察すると、

LiCl以外のMgC12、CaC12についても含浸量とピ、 ν'との間には強い相関がみられる。 LiClが単

位含浸量に対して最も高い吸放湿性を示しており、以下MgC12、CaC12の順となっている。ケイ酸

カルシウム板2種の間でピ、 ν'の差異はなく、石材の吸放湿性はこれらに比べるとかなり低い。

2.2. 2 平衡含水率の測定と薬剤含浸建材の評価

まず相対湿度に対する平衡含水率の変化を考察する。平衡含水率に対する温度の影響は通常の

建材より大きいものの、含水率の値はほぼ相対湿度で決定される。また高湿度になるにつれて相

対湿度に対する含水率の傾きが大きくなる。つまり高湿度域では、 κ'、ν'の値は増大する。以

上のような点では薬剤含浸の建材も一般の建材と同様の含水率挙動を示すことがわかる。薬剤を

含浸させた建材を比較してみると、全般的に高い含水率域にある建材ほど、全相対湿度にわたっ

て含水率の傾きが大きく、従って吸放湿性能が高いといえる。

含浸量が等しくても基盤の建材ごとの吸放湿性能の増加分には差がある。また上述のように中

湿度域 (STEPl、STEP2)では吸放湿性能〆、 κ'と含浸量との聞には強い相関が認められたが、

高湿度域 (STEP3)ではこの相関が若干弱まる傾向が見られる。そこでLiCl含浸で向上した吸放湿

性能を評価する手法として、 LiCl水溶液そのものを基準の性能にとり、建材内部のLiClの吸放湿

性能を比較してみた。 LiCl水溶液はある温湿度の空気に対して平衡な濃度となるが、このことを

単位LiCl重量に対する水分量で表現してみる。建材内のLiCl含浸によって増加した水分量は

〔含浸建材内のLiClの吸着水量)= (含浸建材内の水分量〕一〔無含浸建材内の水分量〕とし

て求め、単位LiCl重量に当たりに換算する。これらを単位LiCl重量当たりの吸着水量とし、絶対

湿度との関係を考える。石材系建材についてみると、絶対湿度が高くなるにつれて建材内のLiCl

の吸放湿性能が劣化する傾向が認められ、また全湿度域にわたって劣化の程度が大き~'0.またケ

イ酸カルシウム板Aでは高湿度域において、含浸量が多いほど吸放湿性能の劣化が見られるもの

の、LiCl水溶液とはほぼ等しい吸放湿性能を発揮している。含浸によって向上する温湿度に対す

る吸放湿性の挙動は、 LiClの本来の性質に帰するところが大きく、またケイ酸カルシウム板系建

材はLiCl本来の性能が低下しないという点で含浸に適した基盤建材といえる。

また建材にはそれ以上水分を材内に保持することができない飽水の状態がある。本手法により

建材は薬剤の含浸量を増やすことで吸放湿性能を向上させることができるが、水滴落下などの危

険性を考えると建材としては飽水状態を越えることは望ましくない。そこで、薬剤含浸量の上限

の目安として、建材の飽水の度合いを取り上げ、以下の式で飽水度を定義した。飽水度とは建材

の含む水分量と吸水量との比較であり、

〔建材重量〕一〔薬剤含浸量〕一〔含浸前重量〕
〔飽水度) = 

(吸水量〕
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〔吸水量J= (飽水建材重量〕一〔含浸前重量〕

ただし、飽水建材重量とは本実験に先だって求めた24時間吸水させた各試験体の重量であり、含

浸前重量とは25[OCJ、50[%Jに対する建材重量である。本実験で最も高湿度だったSTEP3(加湿実

験)終了時、相対湿度87[%J (温度25[OCJ、絶対湿度17[g/kgJ)での各建材の飽水度と単位体積当

たりの薬剤含浸量の関係を考える。石材系建材はケイ酸カルシウム板系建材に比べて飽水度が高

い。 LiCl含浸のケイ酸カルシウム板Aには飽水度と薬剤含浸量に強い相関が見られる。薬剤含浸

量が多いほど高い吸放湿性能が得られるが、反面、これに伴って飽水の危険性も高まる。した

がって薬剤含浸量に対して飽水度の低いケイ酸カルシウム板系の建材が石材系に比べて基盤とし

て適当と考えられる。さらに建材内LiCl吸放湿性能と飽水度の聞には関連性が見られる。建材種

を比較すると、吸着水量の上昇順と飽水度の下降順がほぼ一致することから、飽水性の低い建材

つまり吸水量の高い建材のほうが建材内のLiClの吸放湿性能がよく発揮されるといえる。また同

一建材でも飽水度の高い温湿度域ではLiClの吸放湿性能が低減している。飽水度の低い状態の方

が建材内のLiClの吸放湿性能が劣化しない傾向にあるといえる。

3. 本壁体システムの実験的考察

3. 1 実測概要

実験装置は、高さ1800[mmJ、幅900[mmJ、奥行き900[mmJの箱状のもので、壁の 1面を外壁

にサイディングを、内壁に調湿建材を用いた壁外システムを施工した。その他の壁、床、天井の

5面はスタイロフォーム、ビニルシートで完全に断熱・断湿した。熱除去効果を定量化するため

に、通気層と調湿建材とを組み合わせた壁体、これと同様な形状で、中空層のある壁体、また通

気層で調湿建材の室内側にグラスウールのある壁体、以上3種それぞれに塩化カルシウムを含浸

させた調湿建材と無含浸の建材を使用した。この 6つの異なる形状の壁体を持つ実験装置を屋上

に設置し、室内側の環境を比較検討した。期間は 7月21日から 9月17日までの58日間である。

測定項目は外乱側の日射、湿度、放射、気温、風速、室内側の湿度、放射、温度、風速、通気

層の外壁外気側表面温度、外壁通気層側表面温度、内壁通気層側表面温度、内壁室内側表面温度、

湿度、放射、温度、風速である。以上のデータはパソコンで自動制御されたロガーを介し、全て

フロッピーディスクに記録される。

3. 2 実験結果及び考察

通気層壁体(グラスウールあり・なし)の室内温度、室内絶対湿度をそれぞれ塩化物含浸の有

無、天候の差異で比較すると、晴天日におけるグラスウールのない壁体の室内温度は昼間、含浸

壁体が無含浸壁体より低く、夜間は 0'""-'1 [OCJ高い。しかし曇天日においては含浸壁体と無含浸

壁体との室内温度変動の差は小さい。 1日の室内温度変動はグラスウールのない含浸壁体が最も

安定している。一方、室内絶対湿度は含浸壁体が通気層無含浸壁体を下回っている。また無含浸

の室内絶対湿度は 1昼夜で約25[%Jの変動があるのに対し、含浸壁体は変動幅が約15[%Jで1日

中安定している。次に、グラスウールのある壁体は日射による貫流熱が室内にこもり、通気層よ

り室内温度の方が高くなった。従って、湿気は通気層から室内へ向けて移動すると考えられるが、

調湿建材の両側表面温度を比較すると室内側 (グラスウールとの接面)の方が低く、調湿建材内

では室内から通気層の向きに湿気が移動していると考えられる。グラスウールのある壁体は湿気
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排出効果は認められるものの全体的に温湿度が非常に高い。

次に1995年 8/20---30の11日間の室内温度について、含浸壁体、無含浸壁体それぞれ昼間と夜

間に分けて分布を考察した。グラスウールのない壁体は、蒸発冷却効果による温度低下が確認さ

れる。グラスウールのある壁体は室内の熱が外気に伝わるのを遮断するため室内温度は通気層壁

体より全体的に約5[OCJ高い。

同様に、室内絶対湿度について分布を考察すると、グラスウールのない壁体は、含浸による調

湿効果が現れている。グラスウールの有無による分布状況は似てるが、室内絶対湿度はグラス

ウールのある壁体の方が全体的に 2[g/kgJ程度高く、グラスウールのない壁体の方が室内の除湿

を効果的に行っていることを示している。

また1995年 8/20---30の11日間の室内相対湿度と室内温度を 1時間ごとに平均し、各装置につ

いて考察した。全体的に室内相対湿度が高いとき室内温度は低く、逆に室内温度が高いとき室内

室内相対湿度が低い傾向にある。グラスウールのある壁体に比べてグラスウールのない壁体の方

が室内相対湿度・温度の分布幅が狭い。従ってグラスウールのない壁体(特に含浸壁体)はより

安定した温湿度環境を室内に与えている。グラスウールのある壁体は分布幅が広く、含浸・無含

浸壁体で室内温度が同じでも室内相対湿度は無含浸壁体の方が高い。

4. 本壁体システムの数値シミュレーション

4. 1 計算概要

内壁・室内についての熱湿気収支式と屋根・外壁・床についての熱収支式をたて、それを行

列演算し、後退差分法で解いた。建材は一次元で扱い、実験の測定値から、通気層内の上部・

中部・下部空気温度、サイディング(外壁)の通気層側表面温度、外気温度、コンクリート(地

面)表面温度、通気層内絶対湿度、水平面日射量を 6分ごとに入力値として与えた。

吸放湿建材(調湿建材)は上部、中部、下部に分け、断面をそれぞれを20分割に、非吸放湿建

材(屋根・外壁・床)は 5分割して温湿度変動を離散化した。外表面熱伝達率は、ユルゲスの式

により風速を考慮した値を用いた。それに伴って湿気伝達率は、ルイスの関係より求めた。サイ

テeイングと内壁、スタイロフォーム(外壁)と内壁、外気と屋根及び外壁、においてふく射によ

る熱交換を考えた。また屋根面に関しては、日射による熱収支も考慮に入れた。

4. 2 計算バリエーション

代表的な 3つの物性値を取り上げ変化させた。表2に示すように実際に行った実験の含浸壁体

の物性値を標準ケースとした(*標準ケース)。ただし調湿建材の湿気伝導率は中尾の動的測定

法に基づき実験より求めた。

表2 計算バリエーション

調湿建材のCaC12含湿量 [kg/m'J I 0 56.9* 100 

調湿建材の厚さ [mmJ I 8 12* 24 

調湿建材の湿気伝導率 [kg/rrfh(g/kg)J 17.65x10-6 7. 65 x 10-5 * 7. 65 x 10-4 
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4. 3 計算結果

4.3. 1 実測と計算値の比較

室内空気温度と室内絶対湿度に関して実験値を見ると含湿壁体の方が無含湿壁体に比べ昼間の

室内空気温度、室内絶対温度の上昇を抑えていたが、シミュレーションの結果もこれと定性的に

一致した。これは晴天日も曇天日も同じことが言える。

これまでの研究と合わせた物性値の決定や、実験時の状態の変化などによって確実な物性値を

求めることは困難であった。よって比較照合においての誤差はこれらの理由によると思われる。

実際に計算で用いた物性値などの値を表3に示した。

最も問題となる調湿建材の吸放湿係数に関しては、実験の調湿建材の通気層側表面温度と室内

側表面温度の平均温度と、通気層内絶対湿度と室内絶対温度の平均湿度を求め、それらよりそれ

ぞれ含湿・無含湿の平衡含水率曲線によって求めた。

表3 計算に用いた値

単 位 無含浸壁体 含浸壁体

調湿建材の吸湿係数 kg/rrf(g/kg) 1. 6734 8. 0658 

調湿建材の放湿係数 kg/ rrfoC 1. 6248 7. 8661 

調湿建材の空隙率 rrf/rrf O. 73633 O. 73633 

比熱 kcal/kgOC 0.23228 0.23228 

室内側表面熱伝達率 kcal/ rrfhoC 4.0 4.0 

室外側表面熱伝達率 kcal/ rrfhoC 7.4 7.4 

室内側表面湿気伝達率 kcal/ rrfh(g/kg) 16. 3 e-3 1o.3 e-3 

室外側表面湿気伝達率 kcal/ rrfh(g/kg) 29. 6 e-3 29. 6 e-3 

熱伝導率 kcal • m/ rrfhoc O. 13 0.20 

湿気伝導率 kcal • m/ rrfh(g/kg) 5. 21 e-6 3. 54 e-6 

蒸発潜熱 kg/rrf 585. 5 585.5 

4.3. 2 含浸壁体と無含浸壁体の湿気移動

実験では見られない調湿建材内部の含水率分布および表面の湿気移動について計算により検討

した。含水率分布は、含浸壁体の方がかなり高い値を示し、またその時間的変化が大きいことが

分かった。また含浸壁体の方が通気層側の吸放湿が明らかに激しく、壁体内の湿気移動も活発に

行われている。
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4.3. 3 含浸壁体と無含浸壁体の総括熱伝達量

含浸壁体と無含浸壁体における通気層側からの吸収熱と室内側への貫流熱について検討した。

空気と塗れた表面との接触面において、熱移動と物質移動が生じているため、対流による熱伝達

量、物質移動による熱伝達量、そしてこれらの和で表される総括熱伝達量に分けて考えた。無含

浸壁体に比べ含浸壁体は、吸収熱を見ると日中は対流による熱伝達量および物質移動による熱伝

達量が大きい。一方貫流熱を見ると、含浸壁体と無含浸壁体とでその変動レンジはほとんど同じ

だが、昼間の積算貫流熱は含浸壁体の方が小さい。このことより含浸壁体の方が昼間の室内空気

温度の上昇を抑えることが分かる。

4.3. 4 調湿建材の厚さによる温湿度変化

調湿建材の厚さによる温湿度変化についてみてみると、室内空気温度はどの場合もほとんど同

じ変化だが、室内絶対湿度は厚さによる遅れが見られた。

4.3. 5 湿気伝導率を変化させた場合

湿気伝導率を変化させた場合の室内温湿度変化は、湿気伝導率を標準ケースの10倍にすると、

昼間の温湿度の上昇をより抑えることが分かった。また湿気伝導率を標準の10倍にした場合の含

水率分布および湿流を見てみると、通気層側表面の吸放湿がより活発に行われていることが確認

できた。

5. 結論および今後の展望

以上、高性能調湿建材の開発にあたり、まず薬剤や建材、物性的な検討を行い、次に実測、計

算による検討を行ったが、以下にその結論を示す。

(1) LiCl以外の他の薬剤、 MgC12、CaC12についても含浸により吸放湿性能が飛躍的に向上する

ことを確認し、また向上する吸放湿性能は薬剤の含浸量により調整可能であることを示した。

(2) 基盤となる建材としては石材系材料よりもケイ酸カルシウム板系の方が単位体積当たりの

薬剤含浸量に対して高い吸放湿性能を示すことがわかった。

(3) 高性能調湿建材の実際の使用に際して基礎的資料となる周囲空気に対する平衡含水率曲線

と建材単位体積中の薬剤含浸量に対する飽水度との関係を明らかにした。

(4) 基盤となる建材としては、含浸量に対する性能向上性と飽水の危険性の両面から見て、吸

水量の大きいケイ酸カルシウム板系の建材が石材系より優れていることがわかった。また今

後の課題として、本高性能調湿建材を実際の調湿設計に用いる際に必要となる吸放湿性能の

最適値予測計算手法の確立が重要となる。

(5) 実測において、グラスウールのない壁体に塩化カルシウムを含浸させた場合、無含浸の壁

体より室内温度、室内絶対湿度に有意な差を生じた。

(6) またグラスウールのある壁体においては、室内温度・室内絶対湿度とも含浸、無含浸にか

かわらずグラスウールのない壁体より良好な結果は得られなかった。

(7) 計算シミュレーションの結果、含浸壁体は無含浸壁体に比べ以下の特性を有することが確

認され、内壁に調湿建材を用いることによって蒸発冷却効果が促進され、室内における温度

および絶対湿度の上昇を抑えられることが明らかとなった。
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0通気層と壁体の間での熱と湿気の伝導量が大きく、日中において総括熱伝達は内壁から通

気層へ向かつて行われる。

0 日中の室内への積算貫流熱量は小さく、室内の温湿度を緩和する。

0壁体内の湿気移動が円滑であり、室内絶対湿度の上昇を和らげる。

0内壁の湿気伝導率が大きいほどこれらの効果も大きくなる。昼間には一時的に室内の熱が

内壁に吸収される現象も見られる。

以上、高性能調湿建材の開発にあたって、物性的な研究から、実際に通気層との併用による壁

体システムにまで発展させ研究を行ったが、このシステムの有効性が確認できた。

今回の研究では、主に夏期における実測検討を行ったが、実用化に向けて冬期の断熱特性、蓄

熱特性の検討も必要である。したがって、通気層と中空層の併用による年間を通しての適用、さ

らにはより実際の建築に近い条件での実測検討を行うことによって、今後さらにこの壁体システ

ムを発展させることができ、パッシブな適用範囲の広いシステムとなると考えられる。またコス

ト面や耐久性、快適性の吟味も必要である。つまり材料・施工費用や短・長期間の吸放湿性能お

よび耐久性、室内における快適性の検証が不可欠である。このような観点から実用化に向けては

まだ検討の余地があるが、現代建築への適用の第一歩と考えられる。
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1 -5 住宅用空調パネルの性能評価

長岡技術科学大学機械系

教授梅村晃由

1.本研究の背景と目的

日本海沿岸の都市にあって、屋根雪の処理は大きな問題であるが、柳雄一氏(新潟県川西町在

住)は、折版の陸屋根の裏面に暖房後の空気を流し、表面の積雪を融解するとともに、裏面に生

じた結露を排出する方式、いわゆる柳式屋根を完成、十数年間に700棟を越える施工で好評を

得た。この方式を傾斜屋根にも使いたいと言う要望に応えて、同氏は、多数の六角形の突起とそ

の閣の溝からなる樹脂フォーム上に、金属板を張ったパネルを考案し、これを用いた屋根をスー

パールーフと呼んだ1)2)。我々は、この構造に注目し、簡単な伝熱計算をおこなったところ、こ

のパネルには、熱交換器および除湿器としての、幅広い性能を与えることが可能、と考えるよう

になった 2)。そこで、これを空調ノfネルと呼ぶことにした。一方、このことに気づいていた柳氏

は、このパネルを屋根だけでなく、床にも、内壁にも、外壁にも用いることを考えた。

この研究の目的は、この新しいパネルが、屋根や床や壁として用いられる条件下で、どれだけ

の熱交換および除湿の性能を有するかを評価し、実用化への道を開く事である。

2. 研究の方法と実施経過

1) まず、このパネルによって行われる交換熱量と除湿量を計算するための、熱と物質移動の

理論式を誘導した 410

2) つぎに、 108x 94咽(1.01rrf)のパネルを用いて模擬屋根をっくり、これを恒温室に入れ、

屋根上には雪を載せ、パネル内には所定量の暖房空気を流して、出入り口の空気の温度と湿

度を測定した。また、そのときの融雪量を測定した。この実験値を理論値と比較して、理論

式の妥当性を見た 4)。 また、このパネルの屋根融雪装置としての性能を評価した。

3) つぎに、この理論式を用い、六角形の突起の溝の寸法を変えた種々のパネルの融雪性能を、

数値計算によって調べ、最適条件を求めた 6)。その結果、ある一つのす法のパネル(一辺30

mmの正六角形の突起を90mmの間隔で配置し、溝す法を 9mmしたもの)が、広い範囲で良好な

性能を示すことが分かったので、計画時に予定した新しいパネルの製作をとりやめ、この一

種類に限定して研究を進めた。

4、5) このパネルを床および外壁に用いた場合の性能は、簡単な伝熱計算で、およその値が知

られる。計画では、詳しい性能を、実験室規模で、数値計算と実験によって評価する予定で

あったが、次に述べる実際家屋での実験に予想外の資金と労力が必要としたため、実験室規

模での研究は取り止めた。
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6) 既存木造家屋(一階屋根面積35nf、2階屋根面積65nf)の屋根をこのパネルで葺き、春と

秋の日射の有るときに、外気を流し室内に取り入れることによって、暖房として用いる場合

の太陽熱吸収の集熱効率を調べた 5)。 また、冬季に屋根雪が積もった段階で、室内で石油ス

トープを炊き、室内空気をパネルに送って、融雪をおこなった時の、融雪性能を調べた 1)。

また、この家屋の一つの部屋の床と壁の一部にパネルを貼って、ここに、石油ストープの

排気を送って、床や壁としての暖房の効果を調べた。

3. 得られた成果

1) パネルの上に雪が載って、パネル表面の金属板の温度がoOCと見なされる状態で、パネル
の一端x=Oから他端x=Lに向かつて暖房空気を流すとき、入り口の温度Tinとxの位置

で、の・温度Txとの比は、

Tx/Tin = Exp [一 (x/dcρ)(0.5hl/Ul +1. 33h2/U2) (1) 

と表される。ここで、 dは溝の深さ、 cは空気の比熱、 ρは空気の密度、 hは金属板と空気

との間の熱伝達係数、 uは溝内における空気の流速である。そして、添え字 1および2は、

それぞれ、 x方向の溝と60度傾いた溝の値であることを表す。 uは六角形と溝のす法と流す

空気の流量から決められ、 hは乱流熱伝達の実験式を用いて決められる。

同様に、 xの位置での絶対湿度Wxと入り口での湿度Winとの関係は、

(Wx-Wo)/(Win-Wo) =Exp[ -x/d) (0. 5h' l/Ul +1. 33h' 2/U2) ] (2) 

と表される。ここで、 WoはoOCの空気の飽和湿度であり、 h'は乱流の物質伝達率で熱伝達
との相似則を用いて決められる4)。

2) 上記の関係式は、空気流量をO.1--0. 3 rrf /min/ m、入り口温度を10--180C、湿度を37--84%

の範囲を変えて、パネル内の10咽毎の温度と出口の湿度を測定してチェックした。その結果、

測定値は上式による計算値とよく一致した 410

住宅屋根を想定して、換気空気流量、パネル寸法等の数値を上記の式に代入すると、パネ

ルの入り口と出口の温度差および湿度差は、容易に達成できる値であり、この温度及び湿度

の変化に伴って、パネルから放出される熱量は、豪雪地域の屋根融雪に有効な値となること

が分かった。

3) 軒先での結露の凍結を避けるため、パネル出口温度を30Cに固定し、入り口温度を20--50

℃、入り口湿度を40--80%に変化させ、十日町市の豪雪に堪える融雪能力 1kg/(nfh)を

与えるものとすると、必要とする空気流量は、パネル長さにほぼ比例して増大し、その比例

係数が入り口温度および湿度の増大にともなって減少する様子が分かつた 6)0 6角形寸法、

6角形ピッチおよび溝す法をかえると、上記の関係が変化するが、パネル長さ 1--3 mlこ適

用するには、正六角形の一辺30mm、正六角形ピッチ90mmのパネルが、ほぼ満足すべき値と見

られた。

6) まず、春と秋の日射のある日において、南側屋根に用いた21nfの空調パネルに、 135rrf/ h 

の空気をとりいれたとき、空調パネルの集熱量は、日射量の約10%であった。この集熱効率

は空気流量とともに増すが、熱収支式を用いて推測すると、約30%が限度とみられた 5) 1)。

つぎに、積雪のある南側または北側屋根に、 70rrf/hの流量で石油ストーブで暖められ

た室内空気を流す。 1日目は、 6.5hで、空気の温度と湿度から換算した供給熱量は、 3080
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kcalで38.5kgの雪が解け、 2日目は7.5h、3930kcalで49.1kgの雪が解けたことになる。

これらの値は、この時間に測定した融雪水量の約40%に相当した。上記の値を屋根面積と供

給時間で割ると、融雪能力は、それぞれ、 O.28kg! (rrf h )およびO.31kg! (rrf h)となり、十日

町市で必要とみられる 1kg!(rrfh)の3分 1程度を賄う事ができる7)。なお、 1kg!(rrfh)の

熱で実験した住宅の総ての屋根融雪を行うとすると、 8000kca1/hの熱量を必要とするこ

とになるが、これはやや大きめの石油ストーブで賄える値である。

床と壁に貼った空調パネルについては、今回は、十分な空気流量が与えられず、その効果

を定量的に把握することができなかった。

4. 残る問題点と対策

パネルを室内の床暖房や壁に用いる場合、室内の温度と湿度がどのように変わるかを知るため、

パネルの表面に適当な温度分布のパターンを仮定し、パネルの性能と室内環境の関係を知る試み

をしたがうまくいかなかった、また、既存の軸組み住宅に床と壁の暖房部屋を作り試験を試みた

が、これもうまく行かなかった。

今後は、高気密、高断熱住宅について、適切な住宅を設計してフィージビリスタディを行うと

ともに、実際に建設して、熱収支やコストの実測を行うことが重要と思われる。

5. 研究発表の実績及び予定

(1) 江藤泰雄、柳雄一、梅村晃由:柳式屋根の融雪除雪効果、雪氷北信越 1 (ISSN 0198-1474、

日本氷学会北信越支部発行)、 11号(1993)74頁

(2) 柳雄一、江藤泰雄、梅村晃由:スーパールーフの構造と機能、向上、 11号(1993)75頁

(3) 梅村晃由、小沢芳成、柳雄一:空熱式滞融雪屋根(スーパールーフ)の滑雪性、第11回日

本雪工学大学論文報告集(ISSN0913-2295、日本雪工学会発行)、 (1994)73 -76頁

(4) 梅村晃由、小沢芳成、柳雄一:空熱式滞融雪屋根(スーパールーフ)の伝熱解析、向上

(1994) 77 -80頁

(5) 梅村晃由、小川隆史、柳雄一:空熱パネルの実用化試験、雪氷北信越(ISSN0198-1474、

日本氷学会北信越支部発行)、 16号 (1996)96頁

(6) 梅村晃由、小川隆史、柳雄一:空熱パネルの融雪能力に及ぼすす法効果、 1996年度日本氷

学会全国大会講演予稿集(ISSN0919-7346、日本雪氷学会発行)(1996)、15頁

(7) 梅村晃由、小川隆史、柳雄一:建築用熱交換パネルの性能、日本雪工学会または日本建築

学会論文集、投稿予定

6. 実用化計画

1997年 1月より、本パネルの発明者の経営する(柑柳建築設計事務所で、本パネルを用いた実験

住宅の建設が進められている。 4月より、この成績を見ながら、同事務所において、市販品の設

計を進める予定である。
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1 -6 雪国のエコロハウス

(雪国の多重効用家屋)

山形大学工学部

教授梅宮弘道

1.緒 自

著者らの研究室では豪雪地域にありながら四季を通じて快適性、経済性に優れ、かっ環境との

調和という目的に適う総合的な住空間システムを提案し、エコロハウス(写真 1)と名付け研究

を行ってきた。一昨年までの井戸水及び、貯湯槽と産業廃材を用いた薪ボイラの組み合わせによ

る水循環式床冷暖房システムに関する研究では、 i)夏冬通して快適な住環境を実現できること、

u)極めて高い経済性を発揮することを報告した。

本研究室の所在する米沢のような地方都市では、大都市型の下水道の普及は、その建設・維持

にかかる多額の費用のため非常に困難なものとなっている。そのため大半の家庭では、その代替

手段として合併浄化槽を導入している。合併浄化槽で浄化処理された下水処理水は、側溝等の表

流水に直接排出されているのが現状であり、これに起因する河川及びその周囲の環境汚染問題は

見過ごすことの出来ないものになっている。

このような背景から本研究室ではエコロハウスの建設された米沢市を含む置賜地域のほぼ全体

が、その地層の構成要素として泥炭層を含むことに注目した。泥炭層は湿原植物などが枯死・堆

積し、部分的に分解・炭化作用が行われたものであり、非常に目が細かく漉過器としての効果が

期待できるほか、内部に生息する細菌の嫌気性呼吸による脱窒効果から硝酸汚れの浄化も期待で

きる。なお、この泥炭層は東北地方に限ったものではなく、極地から熱帯地方に至るまで、世界

中に広く分布している地層である。本研究のエコロハウスは、北日本の至る所で見られる泥炭層

上に舟形基礎を採用して建築された一般家屋であり、快適性、経済性と環境との調和を目指した

住空間システムである。

これらを実現するための一端として、以下のことを提案し研究を行った。

1. 1階高床部分を利用し、煉瓦と発泡ウレタンを用いた外断熱工法を提案し、施工法の開発及

び実験を行った。

2.家庭規模の人工酒養の一つの手段として、合併浄化槽で微生物により浄化処理された下水処

理水を、泥炭自体の目の細かさによる櫨過器としての働き、泥炭内部に生息する細菌の脱窒効

果による浄化作用などを利用して再び地下水として戻してやる水資源リサイクルシステムを提

案し、モデル及び実規模実験を行った。

以上の結果、

1. 1煉瓦と発泡ウレタンによる外断熱工法は、施工方法が簡単であり素人でも施工可能である。

1. 2 1階高床のコンクリー卜壁と煉瓦との閣の発泡ウレタンの接着力は、煉瓦 1個当たり300
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kgにもおよび、鉄筋を入れなくとも耐震に優れている。

1.3水に浸け含水状態にした煉瓦を凍結と融解とを交互に繰り返したが、凍結破壊は起こらな

かった。これより、雪国でも外断熱工法による外壁材として、煉瓦は使用可能である。

1.4高床式コンクリート壁の熱通過率は1.45 [W/ rrfKJであったが、外断熱施工後はo.66 [W/ rrfKJと
半分以下となった。

1.5外断熱工法により、高床コンクリート壁からの放熱量は約60%削減された。

2. 1本研究における水資源リサイクルシステムで、生活排水のCODがおよそ15[ppmJであっ

たが、平均0.15[ppmJ程度まで減少した。また、多数存在していた一般細菌及び大腸菌も検

出されなくなった。下水処理水は飲料水源として再利用可能である。

2.2泥炭内の脱窒作用を持つ細菌群によって人体に有害な硝酸イオン及び亜硝酸イオンが除去可

能である。

2.3モデル実験において漉過作用のみで考えた場合の泥炭の浄化能力は、その体積の9倍までの

下水処理水が限界であることがわかった。本研究で提案した水資源リサイクルシステムの諸

過能力の限界は、浄化能力の回復等を考慮に入れない、櫨過の進行状況がモデル実験と同様

であるという前提の元で105年程度である。

2.4下水処理水は酸性土壌で、ある泥炭を通過する事によって僅かながらpHの値が酸性に傾くが、

飲料水としての基準値を超える程度の影響はない。

2.5泥炭自体に大腸菌を殺菌する能力はないが、大腸菌は泥炭内で描過され泥炭層を通過するこ

とはできない。

2. 水資源リサイクルシステムの概要

エコロハウスの基礎には舟形基礎を採用している。すなわち軟弱な泥炭上に建設するために、

-s_表土を泥炭層上面まで掘り下げ、厚さO.3[m]程度に粒径の大きい玉石を敷き詰め(写真

2 )その全面に舟形の土台を設けた後に家屋を建設している。そのため地下O.5--0. 7 [m]、敷地

面積480[rrf]全体にわたって、水平方向に非常に水はけのよい層が広がっていることになる。

図1にエコロハウス下の地層断面構造と下水処理水浄化システムの流路線図を示す。エコロハ

ウスから排出された生活排水は合併浄化槽内で処理される。本システムでは、排水用の配管を排

出口の直前で分岐させ(写真3)、そこから図2に示す農業用の穴あきパイプ(穴部す法:10x 

1 [mm]、開孔率:3 [%J、開孔面積 :48 [cnf/m]、吸水率:85--90[%Jを敷地の北半周に設置、下

水処理水が、 一般家庭ではそのまま側溝・河川等に直接放流される所を、ここを経由して敷地全

体に散布されるようにした。また、従来の排出口にはヘッド、調節用のパルプ、を設けてある。穴あ

きパイプから散布された下水処理水は図 1の(2)に示す分散領域(玉石層:面積480[rrf]、厚さ0.2

[m])で敷地内に分散された後、図 1の(3)の浄化領域(泥炭層:平均厚さ4.0[m])に浸透・浄

化され帯水領域に至り、再び飲料水として汲み上げられる。

3. 泥炭層と微生物

3. 1 泥炭層の透水係数

内

L
anτ 



図3のような実験装置を用い、変水位透水試験法によって泥炭層の透水係数を測定した。これ

は、ボーリングコアチューブをそのまま活用したものである。ある時間 t[sJの時の水位管の

水位が下降した量を測定して透水係数を求める。試料(泥炭)の長さをL[mJ、その断面積をAm

[ rrfJ、水位管の断面積をAp[rrfJ、時間 t= t 2の時の水位管の読みをh2 [mJとすれば、水位下降

速度は-dh/dtとなる。負号は時間が経過するにつれて水位が減少することを意味している。

水位管を降下した水量は透水量に等しいので、

Darcyの法則から、

dh y ， h 
-An -~.- =K~Am 
P dt H L 川

時間t1の水頭をh1、t2の水頭をh2として上式を積分すると、

h2 dh y. A 
-Am f~; U~. = K ~P f日t

従って、

K=~pL 7_ h1 -…一
Am{ら-t1)… h2

となる。これより透水係数を算出する。

(1) 

(2) 

(3) 

図4が日毎の測定結果である。縦軸が透水係数の値、横軸が日付である。日が経つにつれ透水

係数が小さくなり徐々に目詰まりが進行している様子がわかる。 2/12以降を安定したと見なす

と、安定後の平均値は9.6x 10-8 [皿/sJで、緩速漉過砂の4.5--7 X 10-5 [m/sJ (2) と比較してもき

わめて小さな数値である。このことから泥炭の議過器としての効果が期待できる。

3. 2 泥炭層の微生物

泥炭の浄化作用の原因のーっとして考えられるのが、泥炭層内に生息する脱窒菌と呼ばれる細

菌群である。脱窒菌は、好気性環境下では好気性呼吸を行い、嫌気性環境下では硝酸塩がある限

り嫌気性呼吸の一つである硝酸呼吸を行う。

合併浄化槽による浄化処理によって、下水排水内の尿素・アンモニア (NH3) 等の硝酸汚れはそ

の酸化物としてもっとも単純な形である亜硝酸イオン (N02)や硝酸イオン (N03) の形まで分解

される。これが泥炭層内の脱窒菌の硝酸呼吸によって、亜硫酸ガス (N20)を経て窒素 (N2)まで

還元される。以上のような過程で下水処理水の硝酸汚れは除去されると考えられる。 (3) 

写真4は地下および1.5 [mJ地点より採取した泥炭を純水で希釈し、透過型微分干渉顕微鏡で観

察したものである。丸印の囲みがしてあるところに細菌類の動きを確認することができた。ビル

ケルチェルク氏二重計算盤を用いてその個体数を確認したところ、 3.0X108[個体/ml]が生息

していることがわかった。光学顕微鏡の限界のため今回は形・種類等を特定するまでには至らな

かったが、今後は培養実験等でその種類分けを行い次回の研究論文でその結果を報告する予定で

ある。

3. 3 泥炭層の浄化装置としての処理能力

泥炭層の浄化装置としての処理能力は図5から以下の手順で求められる。

穴あきパイプ③から泥炭層上面⑥までの水頭差をムH[mJ、泥炭層平均厚さをLp e a t [mJ、泥炭
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層の透水係数をK[cm/s]とするとDarcy流速 f[m/s]は、

ムH
f=Kτ一-

LJ:叫 (4)

ここで、下水が散布される敷地面積をAnite[rrf]とすると、 Dracy浸透量Qd[rrf/S]は、

Qd=Anile・f (5) 

となる。よって浄化処理量Qd' [rrf/day]は、

Q d' = Q d X 60 X 60 X 24 (6) 

本システムではこの値は5.0 [rrf / day ]である(図5参照)

Waterhead :ムH =5.0[m] 

Pea t Layer : Lpea t = 4. 0 [m] 

DarcyFlux :f =1.2XI0-7[m/s] 

Permeability:K =9.6xI0-8[m/s] 

Area of Si te : A =480[rrf] 

Daily Amount of Infil tration : Qd' =5. o [rrf/day] 

4. 水質検査

4. 1 水質サンプル

下水処理水の泥炭層内での浄化過程を調査するために、深さ方向の水質検査を行った。図 6に

水質サンプルの採取装置を示す。ボーリングマシン(カノ試錐機KR100型)で直径80[mm]、深さ2500

[mm]の測定用の井戸を掘り、 1000[mm]、1270[mm]、2360[mm]の測定点の各深さごとにクルミ炭で

厚さ100[mm]の水受けを作り、その上下にベントナイトで目止めを行った後、水受け内にスト

レーナー付きのゴムチューブを埋設した。真空ポンプを用いてガスタンク(1)を-H真空状態にし

、真空ポンプを切り離した後にガスタンク(1)内の真空のみの吸引力を用いて試料水の汲み上げを

行う。また、ガスタンク(2)の上部に設けたニ一ドルバルブを用いて吸引力の微調整を行い周囲の

泥炭層を崩さぬよう非常にゆっくりとした速度で汲み上げが行えるようにした。

4. 2 水質検査内容

水質検査は生活用井戸水、 4.1の装置で汲み上げた試料水、及び下水処理水に関し、以下の項

目に沿って行った。

4. 2. 1 飲料水省略試験

水道法に基づく「水質基準に関する省令(厚生省令第56号)Jによる①硝酸性窒素及び亜硝酸

性窒素、②塩素イオン、③COD、④一般細菌、⑤大腸菌群、⑥pH値、⑦臭気、⑧味、⑨色度の

9つの水質検査項目に関し、飲料水のみ米沢保健所に委託した。

4. 2. 2 C 0 D (4) 

飲料水の水質基準では10[ppm]以下であることが定められている。本研究室では、過マンガ

ン酸カリウム酸性法によって、その値を測定した。
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4.2. 3 硝酸イオン (N03-)及び亜硝酸イオン (N02-)川

生活排水においては人体より排出された蛋白質やアンモニアなどの窒素化合物の汚れが酸化さ

れ、最終的に硝酸イオン、 E硝酸イオンの状態になる。硝酸イオン亜硝酸イオンあわせて10[ppm] 

以下であることが飲料水の水質基準となっている。本研究室ではイオンクロマトグラフ法によっ

てその値を測定している。

4. 3 水質検査結果

4.3. 1 飲料水省略試験

表1に4.2.1で述べた飲料水省略試験の結果を示す。塩素イオン・ CODに関しては基準値を

遥かに下回っているのがわかる。そのほかの値においても、いずれも水質基準を満たしている。

特に大腸菌・一般細菌が検出されていないことは、良好な結果だといえる。

4.3. 2 浄化槽処理能力 (C0 D) 

図7に日毎の合併浄化槽の下水処理量を示す。縦軸に下水処理量[nf]で横軸に日付をとってあ

る。下水処理量の平均値は0.3[nf]で横線で示しである。それに対応した日毎の処理能力をCOD

を用いて図8に示す。縦軸にはCOD濃度[ppm]、横軸には日付をとっており、三角形でプロット

されているのが下水処理水の値、丸形でプロットされているのが飲料水の値である。この二つの

グラフから次のことがわかる。

i )合併浄化槽の平均下水処理量は、 0.3[nf/day]である。これは3.3で述べた泥炭層の浄化処

理能力を下回っている。

u)合併浄化槽の処理量の応答が、例えば10/30(図7で左から 3本目)の応答が10/31(図8

で左から 5個目の点)にでているように、 1--2日後に処理能力の低下または上昇という形で

現れる。

温)下水処理水のCODの値はおよそ9--17 [ppm] (平均12.4[ppm])であるが、飲料水のそれはい

ずれも0.6[ppm]以下(平均0.15[ppm])である。

4.3.3 C 0 D深さの方向変化

CODの深さ方向の変化のグラフを図9に示す、縦軸にCOD濃度[ppm]、横軸に深さ [mm]を示

す。なお、便宜上横軸の一部(3000[mm]--14000[mm])を省略してある。また10[ppm]の所の太い横

線は飲料水の水質基準値を表している。ここで、深さo[mm]は浄化槽内の下水処理水のCODを、
15000 [mm]は飲料用の井戸水のそれを測定した。このグラフの傾向として、各深さ地点でいく

らかのばらつきがあるものの全体的に下降傾向を見せているのが判る。下水処理水のCODが

14--20 [ppm]であるのに対し、深さ2000[mm]を越えた時点で水質基準値である10[ppm]をほ

ぼ下回っていることで泥炭の浄化能力の高さが伺える。

4.3. 4 硝酸イオン及び亜硝酸イオン深さ方向変化

硝酸イオン及び亜硝酸イオンの深さ方向変化を図10に示す。縦軸がNOx-濃度[ppm]、横軸が深さ

[m]であり、測定点及び軸の条件は図 9と同様である。また、菱形の点が亜硝酸イオン濃度、三

角形の点が硝酸イオン濃度にそれぞれ対応している。亜硝酸イオンは、浄化槽から排出された時

点で既にo.5 [ppm]と非常に少なく泥炭層内及び飲料水からもほとんど検出できなかった。硝酸は、
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合併浄化槽内ではおよそ15[ppmJと、水質基準値を上回って測定されたが、泥炭層内では 1[ppmJ 

以下、飲料水では 4[ppmJ以下であった。

5. 結日

自然界のいたる所に所在する泥炭層地域を対象とした水質源リサイクルシステムを提案し、実

規模実験を行った結果、以下の結論が得られた。

1) 本研究における水資源リサイクルシステムで生活排水のCODは15[ppm]から0.15[ppm]まで

減少した。又、多数存在していた一般細菌及び大腸菌も検出されなくなった。下水処理水は、

飲料水源として、再利用が可能である。

2) 泥炭層内の細菌群によって人体に有害な硝酸イオン及び亜硝酸イオンは除去可能である。こ

のことから泥炭層には浄化能力があるといえる。
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住宅用換気システムの評価・検証

技術の開発

財団法人住宅・建築省エネルギ一機構

住宅用換気システム評価技術研究会

代表坊垣和明

1.研究の背景・目的

居住環境の快適性向上や地球規模での環境問題を背景として、快適で省エネルギーに配慮した

住まい作りが強く求められ、住宅の高断熱・高気密化が進行している。しかしながら、このよう

な技術は寒冷地で発達したものを基本としているため、わが国の東北以南のように温暖湿潤な地

域への適用にはいくつかの間題が懸念される。例えば、湿気による耐久性低下や空気質の悪化で

ある。これらの課題に対処するためには、適切な換気システムの導入が不可欠である。

本研究は、寒冷地で発達した閉鎖型住宅の技術を基本として、温暖湿潤地に適した住宅システ

ムの確立に資するため、既に建設・居住されている高断熱高気密住宅における室内環境の実態調

査を行ってその効果や弊害を明確にすること、及び、最適な換気システム導入の指針と評価手法

を整備することを目的とする。

2. 研究の方法

課題毎に調査・研究の方法を示す。

(1) 高断熱・高気密住宅における換気設備と室内環境及びエネルギー消費に関する調査

a. 北海道における冬期調査

札幌市郊外(戸建て住宅 8戸)ならびに帯広市(集合住宅2戸)の合計10戸の高性能住宅

を対象に、室内環境の実測とエネルギー消費量・住宅設備・住い方等に関するアンケートを

行った。室内環境性能は、室温・湿度・ C02濃度等を主要室で、平成7年1月から 2月にかけ

て約4週間にわたって測定したものであり、エネルギー消費は電力・ガス・灯油の月毎の消

費量を 1年間にわたって調べたものである。

b. 北関東地域における夏期調査・冬期調査

群馬県前橋市・高崎市の戸建て住宅6戸を対象とした。 6戸とも、この地域の標準からす

ると断熱性のかなり高い住宅である。ちなみに、これらの住戸の熱損失係数は1.7"-'2. 4Kcal/ 

d・h・℃であった。気密性は住戸差が大きく、相当開口面積で、o.9"-' 12cnf / rrfであった。調
査・測定方法は北海道の場合とほぼ同様であり、室温・湿度・表面温度・ CO2濃度等の約2週

間の連続測定と、住まい方・エネルギー消費・住宅設備等に関するヒアリング・アンケート

調査である。夏期実測は平成8年8月下旬"-'9月中旬、冬期実測は平成8年12月中旬~下旬
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に実施された。ヒアリングは、実測の初日に行われている。

なお、当初予定した調査で得られたデータの精度が低い項目があったため、平成8年度に

再度調査を実施した。本報告では再調査の結果を報告する。

(2) 高気密住宅の換気システム選定の指針と評価法の整備

a. 建物の気密性と漏気換気量の関係

実験は、人工気候室内に建設された 2階建ての外皮および内壁の気密性が可変の住宅を用

いて行った。実験は、①内部ドアを開放した状況で、内外温度差3条件、外皮の気密性3条

件、②内部ドアが閉鎖されてドアアンダーカットが室聞の通気経路となる場合で、温度差3

条件、外皮の気密性 5条件、の各々において換気量の測定を行い、建物の気密性と自然、換気

量の関係を求めた。

b. 換気システムの換気効率に関する実験

上記の実験住宅において、 「①排気セントラルシステム」および「②給排気型換気システ

ム」の換気効果に関する実験を行った。①排気セントラルの実験は、 1階DKに設置され

た排気扇により換気量0.5回/hになるように排気量を制御して、外皮の気密性・ドアアン

ダーカット・内外温度差をパラメーターとして合計60条件の実験、②給排気型では、実験住

宅を 6室に分割し各々に個別に給排気量設定の可能な換気システムを装備し、①と同様の実

験を行い、気密性能に見合った換気システム選定の基礎資料の蓄積を図った。

C. 換気システム評価法

住宅の換気システムの評価法として、 SR F (Supply Rate Fulfillment)とOVRF

(Oveall Ventilation Rate Fulfillment)を提案し、上記実験住宅において、種々の換気シ

ステムにおける換気効果の実験を通じてその検証を行った。 SRFは、ある室の必要新鮮空

気量に対する換気による有効新鮮空気量の比で表される。 OVRFは各室のSRFの積で表

され、住宅全体の換気効果を示す指標である。

3. 研究の計画と進捗状況

次の 2課題を主要な研究テーマとした。おおむね予定通りに進捗したが、一部、予定より遅延

した課題がある。

① 高断熱・高気密住宅における換気設備と室内環境及びエネルギー消費に関する調査

a. 北海道における冬期調査

進捗状況:調査を計画通り終了。

b. 北関東地域における夏期調査

進捗状況:調査を計画通り終了。

C. 冬期追加調査

進捗状況:北関東での調査を計画通り終了。

② 高気密住宅の換気システム選定の指針と評価法の整備

a. 建物の気密性と漏気換気量の関係

進捗状況:計画通り実験等を終了。

b. 換気システムの換気効率に関する実験

進捗状況:計画通り「排気セントラルの実験」を終了した。 I給排気型換気システム」に
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ついては14条件の実験を終了しその特徴や問題を把握したが、当初予定の適切な換気シス

テム提案にまでは至らなかった。

C. 換気システム評価法

進捗状況:評価法を提案し、実験を通じて検証を行い有効性を確認した。

4 これまでに得られた成果

課題毎に成果の概要を示す。

(1) 高断熱・高気密住宅における換気設備と室内環境及びエネルギー消費に関する調査

a. 北海道における冬期調査

10分インターパルで、収集されたデータは時間平均に換算し、経時変化や室閣の相関を作図

して検討した。主な結果を次に示す。

1.住戸によって室温の状況は多様である。そして、それは生活習慣や生活行動の違いに帰す

る部分が大きいと推察される。

2.居間における日平均室温は20--230Cであり、若干の住戸差はあるものの最低室温が170Cを

下回ることは稀で、おおむね良好で居住者にも不満のない環境であった。

3.非居室特にトイレや洗面脱衣所では住戸差が大きく、積極的な保温・暖房を行わない住戸

では10
0

Cを下回る場合もあり、適切な対応が必要と考えられる。

4.湿度は30--45%であって、やや低めであるが居住者の不満はない。

5.連続暖房住戸が6戸 (60%)あったが、暖房時間の平均は21時間とかなり長い。換気設備

は6戸で常時運転されていたが、セントラル換気は2戸のみであとは局所排気ファンの運転

であった。局所排気の場合には連続運転しても有効な換気が行われない室が見られ、連続換

気を行わない住戸も含めて、空気性状や結露防止の観点から、有効な換気の必要性が指摘で

きる。

b. 北関東地域における夏期調査・冬期調査

群馬県前橋市・高崎市の戸建て住宅6戸を対象とした。 6戸とも、この地域の標準からす

ると断熱性・気密性の高い住宅である。

1.高断熱・高気密住宅は、夏期冬期とも総じて居住者の満足度が高く、室温の変動が小さく

安定し快適な環境が形成されている。

2. しかしながら、夏期の日射遮蔽には留意しなければならないケースが見られた。

3.断熱性の悪い住宅では、夏期の 2階部分の高温や冬期の夜間室温低下・上下温度差が大き

く、快適性とエネルギーの面で問題が多いことがわかった。ドラフトによる不快も見られた。

したがって、より高性能の断熱厚の設定が必要である。

4.エネルギー消費は、 6戸中 5戸が10Gcal/年・戸を超えており、全体としてこの地域の標準

より多めであった。用途別の消費量で見ると、明らかに高断熱住宅では暖冷房費が少なく

なっている。全体に共通して、暖冷房以外のエネルギーが多く、なかでも、給湯用が多くを

占めていることが推測され、今後は給湯対策にも重点が置かれるべきである。

5.住宅の気密化に伴う空気汚染に対しては、機械換気の連続運転で対処が可能であることが

わかった。

6. しかしながら、換気設備のない住宅では、人体負荷のみで5000ppmを超える濃度が観測
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されており、換気の重要性が指摘できる。

7.また、高気密住宅で開放型暖房器が使用されていた例もあり、居住者に対して、換気の徹

底や暖房機器の選択等の留意事項を十分に認識させることも大切である。

c. 高気密住宅における実態調査のまとめ

室内環境の快適性(室温の安定性、温度差の解消、ドラフトの防止など)と省エネルギー

の面で、高気密・高断熱住宅は有効である。夏期の日射遮蔽に留意する必要があるが、関東

地域においても、断熱化・気密化は極めて有効であると言える。同時に、気密化された住宅

では、空気汚染対策上、適切な換気システムの設置と運転も必須となる。このことは、住宅

建設に携わる者と居住者の双方によく理解される必要がある。

(2) 高気密住宅の換気システム選定の指針と評価法の整備

a. 建物の気密性と漏気換気量の関係

実験は、人工気候室内に建設された 2階建ての住宅で外皮の気密性等を変えて、①内部ド

アを開放した場合、②内部ドアが閉鎖されてドアアンダーカットが室閣の通気経路となる場

合、について行った。

1.①②のいずれの場合も、浮力によって、下階から外気が流入し上階から流出する現象が認

められた。

2.気密性が良いほど、間仕切りドア閉すなわち②の条件の方が漏気量が小さい傾向が明瞭に

なった。

3.計算結果と実測結果を照合した結果、換気量が100rrf以下の場合には両者はよく一致す

ることが明らかになった。このことより、実測値に計算による補正を加えて、気密性と内外

温度差に基づく温度差換気量の算出グラフを作成した。

b. 換気システムの換気効率に関する実験

実験住宅において「①排気セントラルシステム」および「②給排気型換気システム」の換

気効果に関する実験を行った。

b-1①排気セントラルシステムの実験

排気セントラルシステムが良好に換気性能を発揮できる条件を明らかにすることを目的に、

2階建て住戸における 1階での 1ヶ所排気セントラルの実験を行った。

1. 1階では外気同入量が過大となり、逆に2階では 1階の影響を受けて外気導入量が過小と

なる傾向が確認された。この傾向は、気密性が悪いほど顕著である。

2. 2階建ての住宅において、 1・2階ともにほぼ良好な外気同入量が期待できるのは、内外

温度差が30
0

Cの場合(寒冷地を想定)で気密性が 1cnf / rrf以下、 200Cの場合(比較的温暖

な地域)で 2cnf / rrf以下であり、排気セントラルが有効に機能するためには、寒冷地では

気密性が2cnf / rrfをかなり下回る高気密が要求される。比較的温暖な地域でも、 2cnf/ rrf前後

の気密性が必要である。

3.上記を満たすことができない場合には、 2階居室での補助ファンの導入や 1・2階の両方

で排気ファンを常時運転する、などの対応が考えられる。

4.実験の結果より、平屋や集合住宅の場合には、排気セントラルが有効に機能するために必

要な気密性はかなり緩和され、 5cnf / rrf程度で可能となることが推測される。したがって、

集合住宅等ではトイレや脱衣室における排気ファンの連続運転で効果的な換気が行える可能

性が高い。最近の集合住宅の気密性は極めて高くなっているが、このような住宅にも、簡易

54 -



な排気セントラルの導入が効果的で現実的である。

b-2②給排気型システムの実験

実験住宅の 6つの空間に個別に給排気量が設定可能な換気システムを装備し、実験を行っ

た。実験条件が限定されていたため、気密性能に見合った換気システム選定の目安を得ると

ころにまでは到達しなかったが、次のような結果を得た。

1.気密住宅で機械換気を行う場合、建物各部に外気との差圧が生じ自然給気が誘発されるこ

と、室閣の間仕切りは空気循環の抵抗を大きくし、自然給気を増加させること、などがわ

かった。

2.建物の気密性が高い場合、内外温度差は自然換気量にほとんど影響しない。

3.建物の気密性能が3crrf/ rrf程度の場合が最も効果的に換気できることがわかった。気密性

が高いと、換気不足気味となる。

4.機械換気の場合でも自然換気を必ず誘発するので、必要給気量の設定は自然換気を考慮し

て行う必要がある。機械換気のみの設定は、給気過剰となる。

c. 換気システム評価法

住宅の換気システムの評価法として、 SRFとOVRFを提案し、実験住宅において種々

の換気システムにおける換気効果の実験を通じてその検証を行った。

1. S R FおよびOVRFは、実験に用いた実験住宅やシミュレーションの結果のように換気

性状が特定された場合の換気効率をわかりやすく表現するために作成されたものである。各

室の換気効率と住宅全体の換気効果がわかりやすく表される。

2.換気システムの性能検証などのためには、現場での測定によるSRF・OVRFの算出が

求められる。その方法を検証するために、トレーサーガスによるこれらの指標の実測可能性

を実験し、有効であることを検証した。

d. 高気密住宅の換気システム選定・評価に関する研究のまとめ

「排気セントラエル」および「給排気型」の換気システムの実験を行い、それぞれが有効

に機能するために必要な建物性能(気密性)の水準を明らかにし、建物に見合った換気シス

テム選定の目安を得た。また、換気システムの換気効果を評価するための指標を提案しその

有効性を検証した。

5. これから期待される成果

給排気型換気システムの特徴・効果と課題。

建物の性能に見合った適切な換気システム選定方法。

6. 残る問題点と対策

本研究で達成できなかった給排気型換気システムに関する基礎データの蓄積が残された問題点

の一つで‘ある。さらに、住宅の換気を考える場合、機械換気に頼らない計画された自然換気シス

テム(パッシブ換気ともいう)も重要な選択肢になることが想定され、これらの研究も重要であ

る。

本研究で行った調査からも、気密化された住宅では換気が極めて重要で不可欠であることが明
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らかになっている。したがって、当該研究の成果に加えて、前述の 2つの課題をできるだけ早い

時期に解明し、それらをよりわかりやすい形で編集し直して、例えば、住宅の性能に見合った換

気システム選定マニュアルのような形で、住宅関連技術者ならびにユーザーに向けて情報提供す

ることが、重要な課題であると考えている。

7.研究発表の実績と予定

口第3回日加住宅R&Dワークショップ(平成8年6月10、11日、カナダ・オタワ)にて上記

テーマ①②より各 1編の論文発表。

口1996年度空気調和・衛生工学会学術講演会(平成8年9月、名古屋)にて上記テーマ①②よ

り合わせて3編の論文を発表。

口1997年度空気調和・衛生工学会学術講演会(平成9年9月、東京)にて上記テーマ①②より

合わせて数編の論文を発表予定。

8. 実用化計画

特になし。

但し、成果は速やかに公表し、住宅の省エネ法における換気システムの装備に関する事項への

反映、あるいは民間での換気システム開発等に寄与し、わが国の住環境の向上に資するべく、展

開を図りたい。また、引き続き研究を展開し「換気システム選定マニュアル」の作成を目指す予

定である。
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1 -8 震災建物の被災度判定の効率化および

判定結果の整合性に関する調査研究

東京大学生産技術研究所

助教授中埜良昭

1.研究の背景と目的

震災時における都市災害を軽減するためには、震前、震後にわたる総合的な立場からの対策を

行うことが重要であることは言うまでもないことである。しかしながら、 1995年1月17日に発生

した兵庫県南部地震(阪神・淡路大震災)ではその被害規模、社会活動に与えた影響が余りにも

大きく、従来の防災システムに変革が必要であることが明らかとなり、震災直後から種々の分野

でその問題点の検討が開始されてきた。

不幸にも震災が発生した場合、発災直後の混乱を回避あるいは軽減するための処置を迅速に講

じることは、その後の社会活動を速やかに復旧させる上で極めて重要な初動対応である。阪神・

淡路大震災では、被災建物の余震に対する安全性を判断する「応急危険度判定」および建物の継

続使用に対する補強等の措置の必要性を判断する「被災度区分判定」などのいわゆる被災度判定

活動がわが国ではじめて組織的に行われた。この判定手法は、既に1985に開発されたものを基本

としており、あらかじめ用意された調査票に従い、構造躯体その他の要素について被災程度をラ

ンク付けあるいは点数付けし、その結果に基づいて判定するものであるが、これが組織的にかっ

多数の被災建物に適用されたのは今回がはじめてのケースであったため、さらにその手法に改善

すべき点があることが指摘されている。すなわち、 「応急危険度判定」においては、兵庫県南部

地震のような大規模災害では多数の被災建物の余震に対する安全性を短時間に判定するには従来

の判定方法はやや詳細すぎること、調査票の書式・構成ならびに判定結果の表示方法およびその

内容についても改善の余地があること、また「被災度区分判定」においては、判定手法の定義に

従って得られた結果は、例えば過去の被害調査時における判定結果、構造実験時における損傷レ

ベルと復元力特性の関係、など調査者自身のこれまでの経験に基づく判定結果や、日本建築学会

の i1968年十勝沖地震災害調査報告」、 i1978年宮城県沖地震災害調査報告」の定義による被害

程度と必ずしも一致しないケースもあったこと、などが指摘されている。

本研究の目的は、上記の問題点の内、 「被災度区分判定」手法について、主と して学校施設を

対象に判定結果の食い違いが生じた事例を収集し、その原因、現行判定手法に対する問題点を分

析し、 「被災度区分判定手法による判定結果」と「調査者による判定結果」をより整合させると

ともに、その改善策を提案するための基礎資料を得ることにある。

なお本研究では主として鉄筋コンクリ ート造学校校舎を対象に事例の収集、分析および検討を

進めたが、その成果は、都市における社会生活基盤の主要な構成要素である住宅建築物のうち、

本震災でその被災程度と恒久使用のための対応が社会的にも大きな問題となった鉄筋コ ンクリー
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ト造集合住宅にも展開できるものであると考える。

2. 研究方法

「被災度区分判定手法による判定結果」と「調査者自身による判定結果」の食い違いの事例を

収集するに当たって、倣)日本建築学会に設けられた学校建築委員会耐震性能小委員会RC-WG

のメンバーにアンケートを送付し、その結果を分析することとした。 RC-WGの各メンバーは

いずれも大学において建築構造(主として鉄筋コンクリート構造)を専門とする研究者であり、

地震発生直後から現地において実際に被災度区分判定を担当した経験を有する者である。

アンケー卜の内容は別添表 1に示すように、建物に関する一般事項の他、被災度区分判定手法

による判定結果、調査者自身の判定結果、両者の食い違いの理由として考えられる事項、などを

中心とした、アンケートは本RC-WGの主要な被害調査担当者約20名に送付し、その内13名

( I食い違いは見られなかった」と回答した者を含む)から回答を得、食い違いが生じた建物と

して40事例が報告された。 13名が担当した施設数は全部で145件であり、したがって約28%に

相当する建物に判定結果の食い違いが見られたことになる。

3. 調査結果の分析と判定手法改善の提案

別添図 1に判定結果の変動と主要な判定結果の食い違い要因との関係を示す。図の縦軸は現行

の被災度区分判定手法における損傷指標(以下D指標)およびD指標に基づく建物の被災度(崩

壊、大破、中破、小破、軽微、無被害の 6 段階)を、記号(~砂、・、ム、×、*)は調査者自身

による判定結果を、。で固まれた建物は判定結果に食い違いが生じた建物をそれぞれ表す。

被災度区分判定では、部材の損傷程度に応じて算定される最も被害の大きい階におけるD指標

から、無被害 (D= 0)、軽微 (D孟 5)、小破 (5< D孟10)、中破(10<D孟50)、大破

(D > 50)、崩壊 (D5 =50)の6段階に分類されるが、分析の結果によると、 「食い違いが

見られた」とされる40事例はその 6割が被災度区分判定方法による結果が「中破」であり、これ

らが何らかの理由で過大あるいは過小評価であると調査者が判断している点に特徴がある。これ

は、現行被災度区分判定手法において中破に分類される場合のD指標が10"-'50と範囲が広いため、

食い違いが生じやすい結果となったものと考えられる。

判定結果の変動を、その要因ごとに特徴を概観すると、次のようになる。

(1) 実被害を過小評価した例

(a)基礎の被害による影響

建物全体傾斜による判定は、 1964年・新潟地震における液状化被害などが参考に、。=1/100 

"-'3/100 ( 2 0 程度)を中破としているが、建物に杭が設けられている場合とそうでない場合では

判定基準を変える必要もあり得る。すなわち同一傾斜量であっても杭が設けられている場合は杭

に損傷が生じている可能性があるため、杭のない建物に比べて被災程度は大きいと判断すべき例

もあり得るためである。建物No.7はD= 15.9、全体傾斜は1.70 で上部構造、基礎構造いずれ

も中破と算定されたが、杭の損傷は予想されるため大破とした例である。

(b)被害の局所的集中による影響

地盤特性の局所的挙動や構造特性の差異などによって被害の集中が生じうる。ある一部分の
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(ただし柱 1本のみといったものではなく、構面あるいは平面内のある割合以上)において大き

な被害が集中した場合、建物全体を対象とて被災度を算定すると、調査対象部材数(すなわち母

数)が多いためD指標は低下し、中破領域に含まれるケースが生じ、場合によっては被害の印象

に比べ算定結果が過小評価となる結果が生じうる。建物No.8、26、27はこれにより算定結果が過

小評価と判断される建物である。

被災度区分判定では、一体構造として構成された単位ごとに被災度を判定することを基本とし

ているが、平面上あるいは立面上である特定領域に被害が集中している場合は被害の集中を考慮

した指標を算定する必要も出てこよう。だたしその場合は、 D指標が調査母数に大きく依存する

ため、どの範囲までを対象として指標を算定するかが重要となる。算定する対象範囲を特定する

のは必ずしも容易ではないが、例えば、

① 明らかに部分的に崩壊が生じている場合「部分崩壊」と表記し、従来の手法による判定を行

う必要がある場合は、残余部分のみを対象とする。

② 構造上は一体であるが、工期によって構造特性が異なる建物(例えば設計基準の改正前後に

わたり建設された建物)、構面によって(例えば北構面と南構面)構造特性が異なる建物、構

造計画が急変する建物(普通教室棟~特別教室棟のように柱スパンが変化する建物)などで、

これらが原因で被害がある特定箇所に集中したと考えられる場合は、建物全体を対象とした結

果のみならず、それぞれの工区、構面、平面領域を対象とした損傷指標も算定し、結果を総合

的に判断する。

など、実情を反映できるD指標算定手法の追加・改善が必要がある。

(2) 実被害を過大評価した例

(a)損傷程度と損傷を受けた部材の数による影響

大半の部材は損傷軽微であるがその数が多い場合(損傷度 I--II程度)、あるいはこれに損傷

度の大きい部材 (ill以上)が若干混在する場合、 D指標が中破の領域に含まれるケースが生じる。

また曲げひび割れとせん断ひび割れでは同ーのひび割れ幅であっても被災度に対する印象は異

なるが、判定基準では損傷度 I--illでは特にひび割れの種類による区別がないために、建物No.ll1

のように大半が軽微な曲げひび割れであっても中破に分類された例もある。

被災度を過大評価しないようにするためには、例えば

① 損傷度がIあるいはEのみの場合は「小破」を上限とする

② 損傷度がE以上の部材がある場合でも、その数が 1本のみの場合(あるいは極めて狭い範囲

に限られた箇所のみに生じた場合)は、全柱数に対する割合、その柱の建物全体に及ぼす影響

の度合い、などを考慮して被害ランクの低減を許容する。

などの対応が必要であろう。

なお、上記①の場合のD値の上限値は、現行手法では18となるが、今回の調査では調査者がNo.

84を除けば概ねD=20程度までを小破、 D<10程度を軽微と判定している例が多い(図1参照)

ことから、中破~軽微の判定クライテリアをこのように変更することが考えられる。ただしこの

場合、現行手法通り10孟D<20で中破と判定して矛盾しないとしている例もあるため、中破~小

破の境界についてはさらに詳細な検討が必要である。
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4. まとめ

被災度区分判定による算定結果と調査者自身の判断とが異なった事例を収集し、判定結果の食

い違いの原因とその対応策について検討した。

基礎部分、特に杭に被害が予想される場合、あるいは局所的ではあるがその箇所の被害が他に

比べて極めて著しい場合については、本稿で提案したような判定項目の追加・修正が必要である。

また数は多いものの個々の被害程度は極めて軽微である場合については現行手法の定義に従うと

被災度を過大評価する可能性が大きいため、 10三五D<20を小破、 D< 10を軽微と、その判定クラ

イテリアを変更する必要があると考えられる。なお、この場合、現行手法通り、 10豆D<20で中

破と判定して矛盾しないとしている例もあるため、中破~小破の境界についてはさらに詳細な検

討が必要である。また、上記のような判定手法の改善の他にも、例えばD指標算出時の基礎とな

る損傷割合係数 (Di係数)算定時の重み係数を修正することも考えられるが、この方法の適用

可能性については今後別途検討する必要がある。

【本研究に関連する主な発表文献】
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1 -9 既存建物の耐震性能向上のための評価

法と高機能簡易耐震補強法に関する研究

金沢工業大学建築学科

教授高畠秀雄

1.本研究の背景と目的

平成7年1月に発生した阪神大震災では、多くの建物が倒壊した。これらの建物の多くは、現

行の新耐震設計法以前の設計法でもって施工された建物であり、保有水平耐力の不足が指摘され

ていた。近年、耐震改修促進法が施行され、公共建築物に対する既存建物の耐震補強は徐々に進

行しつつあるが、しかし、民間の建物については、次の様な理由からほとんど耐震改修工事が実

施されていないのが現状である。

① 当該建物が耐震安全上でどのレベルに位置するかが建築主に理解されなく、実際に耐震補強

を必要とするレベルと具体的なイメージが把握出来ていない。

② 架構を耐震補強する工事は大規模となり、リフォームの域を超えている。また、耐震工事の

施工中の仮移転が容易に出来ない。

③ 耐震壁の新設等は居住性を著しく阻害するので、適当な場所に受け入れられない場合がほと

んどである。

④ 景観の制約から、外壁面に露出する耐震補強法は制限されるので、補強効果が低減される傾

向にある。

⑤ 簡易な耐震補強法が開発されていない現状では補強に要する費用が膨大となり、また、集合

住宅においては、耐震補強に対する費用の負担は概して消極的であり、耐震性能の目標値が明

示されても、コストパフォーマンスでなく、圧倒的な性能向上等の付加価値が伴わない限り、

利権者の同意を得にくい。

一方、今回の地震による教訓から、建物の耐震補強は、直下型の地震を想定して、衝撃的過大

入力に対して有効な耐震性能を発揮する必要があると指摘出来る。また、過度の靭性は、地震入

力の初期段階に大きな変形を生じさせ、建物に大きなダメージを与えやすい。従って、既存建物

に対する耐震補強法は、衝撃に強い補強法を採用する必要があると筆者は考える。これらの諸点

について、構造耐力が不足している既存建物に対して、耐震性能を向上させるための有効な診断

法と改善法の施策は不十分な現状である。構造耐力が欠知した既存建物の放置は、大規模な災害

が何度でも繰り返す危険な状態であり、早急に改善することが社会的に大きな問題である。

本研究の目的は、上述した背景を反映して、耐震性能が不足している既存建物を、安全で快適

な建物に改修させることが出来る耐震補強システムを構築することにある。
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2. 研究の方法

① 直下型地震を含めた種々の地震力によって、構造物が動的に崩壊する過程を、振動理論及び

衝撃破壊理論の立場からコンピューターによる数理解析方法を用いて解明し、建物の安全性か

ら見た耐震診断技術を検討する。

② 直下型地震を含めた想定地震に対して既存建物が必要とする水平耐力の基準値を簡易に算定

する方法を提案し、建築主及び設計者が、建物の耐震改修の概要を容易に把握出来るように提

案する。

③ 既存建物が必要とする水平耐力を補うための方法として、衝撃的過大入力に対して耐震性能

が極めて高く、施工法、リフォーム性、景観対策からも好ましく、 Eつ、居住性を制約しない

等の諸条件を具備した簡易な耐震補強法を提案し、その有効性をシュミレーション解析より数

理解析的に明らかにする。

3. 研究の計画と進捗状況

次の順序で研究を進める。

① 最初に、直下型地震、更に衝撃的に作用する過大入力等に対して、建物が安全であるために

必要な水平耐力の基準値を、被害調査報告書及び数理解析的手法を用いて明らかにした。

現在日本建築防災協会に基づく「耐震診断」で用いられている診断基準において、その耐震

判定値を大きく支配する袖壁付住と有開口耐震壁の力学的挙動を、数理解析的手法を用いて解

明した。その結果、袖壁の効果が基準値で規定される以上に有効であることを判明した。また、

耐震壁は、建物の耐震性能を支配する大きな要素であるが、有開口耐震壁にあっては、開口形

状及び位置が、耐震性能に大きく影響し、現在使用されている開口周比による一括規定以外に、

開口の形状及び位置の影響を考慮することが必要であることが明らかとなった。

② 次に、建物の柱、梁、耐震壁等が個々に保有している耐震保有耐力を、建物全体として等価

な明断剛性で置換することにより、曲げ、明断を考慮した棒材理論の手法を用いて、既存建物

が保有している水平耐力を簡易に評価できる判定式を提案した。提案式の妥当性を検証するた

め、弾塑性応答解析を行い、 NASTRAN等を用いた既往の構造解析手法を用いた結果と比

較した。この数理解析的手法によるシュミレーションと同時に、阪神大震災で被害が発生した

実際の建物に対して、本提案式を適用した場合シュミレーションを行っている段階であり、概

ね妥当な結果が得られた。現在は、目標とする耐震性能をどの程度にするかについて検討して

いる段階である。

③ 前項で求めた、水平耐力の基準値が、建物の保有している水平耐力を超える時、その差が既

存建物にとって不足している水平耐力となる。この不足分をカバーするために、どの程度の耐

震補強法が必要であるかを、設計者及び居住者が容易にEつ、具体的に理解できるシステムが

必要である。そのために、耐震補強が出来る過程と検討項目を決定する耐震補強のためのガイ

ドラインを提示する必要がある。

耐震補強法は最近急速に提案され、急激な技術進歩が目覚ましい分野である。そこで、現在

実施または提案されている耐震補強法について、強度型及び靭性型の両面から開口補強に対す

る耐震補強法の既往技術の分類を行った。日本建築防災協会の耐震診断基準では、構造耐震判
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定指標Is値を、構造耐震指標1S 0と比較して、建物の耐震性能を評価している。ここでは、

建物の耐震性能を表すパラメーターとして、建物が耐震性を保持するために不足する男断力を

各階が保有すべき明断力で割った保有性能パラメーターを定義し、そのパラメーターから建築

主及び設計者が、当該建物が必要とする耐震補強のレベルを容易に理解できるフォーマットを

作成している。現在各種の耐震改修が実施されているので、これらの施行及び竣工写真をパソ

コン上に取り入れて、実際に耐震補強レベルの現状を可視化によって理解出来るシステム化を

作成中である。

④ 次に、新しい耐震補強法を提案し、その有効性を、数理解析的に検討している。そこでは、

開口が小さい場合は、開口を鉄筋コンクリート耐震壁又は鉄筋枠付きブレースで閉鎖するので

はなく、関口周辺の応力集中を除去する方法でもって、耐震性能を付与させる方法を提案し、

その有効性を数値解析方法を用いて確認した。便所又は階段室等の小開口を塞ぐことは、アン

カーの施工その他の制約から、耐震壁を作り替える程面倒な作業となるので、ここに提案する

方法ははるかに簡単である。

一方、大きな開口については、建物外部から耐震補強をすることで、居住者の生活を妨げる

ことなしに耐震補強出来る工法を提案し、その有効性を、弾塑性解析を用いたシュミレーショ

ン解析から検証した。現在、施工上の問題点と、実施に際して、個々に計算を行わずに、補強

をパターン化し、そのパターン化したモデルについて耐震補強が容易に理解できる一覧表を作

成中である。

⑤ 従来、建物の耐震性は振動解析で判定されているが、直下型地震のように、衝撃的過大入力

を受ける建物の構造耐力は、振動よりも最初の衝撃でもって決定される場合も多いと考えられ

る。そこで、建物の耐震評価は、既往の振動問題に加えて、衝撃問題を付加して検討を行った。

従来から、衝撃問題では、地震波の速度は低速領域に含まれるが、速度的には、振動と衝撃が

共存する境界領域にある。そこで、阪神大震災で崩壊した建物から 7ケースを抽出し、非線形

動的応答解析を行った。建築構造物の動的応答を、衝撃理論の観点から研究した報告は非常に

少なく、新しい研究領域であり、先駆的研究に伴う問題も多く、それに対して独自に開発する

事項に、多大な時間を費やした。しかし、その結果、構造耐力が弱点となる個所では、歪速度

が大きく関与していることが衝撃破壊力学的観点から、判明した。

入力地震波は、兵庫県南部地震神戸海洋気象台のデータを使用し、水平動及び上下動を同時

に作用させる。入力最大加速度は、水平動818gal(N S波)、上下動332galとし、弾性応答は

水平及び上下動入力加速度を100gal及びι19a1とする。

高速道路の鉄骨鋼管が柱の頭部で破断している崩壊例として、鉄骨造門型ラーメン(モデル

1 )に対する数値計算結果を行った。その結果から、次の事項が指摘できる。

・柱頭部分の水平変位及び柱応力の最大応答値は、衝撃破壊理論と振動理論から得られた結
果には大差ない0

・実務で使用している解析法(実用解法)は歪及び歪速度を極端に反映できないので、査速
度に依存する材料については、非弾性応答は著しく危険側になる。

阪神大震災では、中低層ビルの中間階及び 1階住脚が破壊する現象が多く見られた。そこ

で、鉄骨造7階低層ラーメン(モデル2)に対する数値計算を行った。その結果から、次の

事項が指摘できる。

・水平変位の最大応答値は、全ての階で衝撃破壊理論(解析法)が振動理論(解析法)より
F
h
d
 

p
h
v
 



小さい。しかし、層間変形角の最大応答値は 5--6階部分で衝撃破壊理論が振動理論より

1. 27--1. 78倍大きい。

・柱の応力は、 4階の柱脚で衝撃破壊理論の方が振動理論より1.64倍大きい。振動理
論及び 衝撃破壊理論共に、 1階の柱脚部が降伏している。また、応力の時刻歴応答は、衝撃

破壊理 論では、鋼材の破断を著しく促進すると考えられる小刻みな変化が多く、衝撃波の応

力性状を示している。

・建物は中間階を中心にして、上部と下部の動きが大きく変化する。また、中間階である 4、
5階部分の柱の応力変化は急激であり、構造耐力を弱める起因になり得ると考えられる。特

に、コンクリート系では応力変動が著しいとき、かぶりコンクリートの剥離等によって構造

耐力の低減が生じると、中間階が崩壊することが予想される。

・いずれの理論共に 1階の柱脚部での歪、歪速度が、他の階の柱に比べて極端に大きく、査
速度が構造物の破壊を生じる部分の耐力に大きく関与していることが明らかとなった。

・しかし、実務で使用している解析法(実用解法)は 1階柱脚の歪及び歪速度を十分に表し
得ない。そこで住脚部分に細かい4個の要素を材端に付加した実用解法は、解析法②と概ね

良好な一致を示す。

阪神大震災では、構造評定を受けた高層ビルも被害が発生している。これは最新の技術で

設計された建物であり、現在の構造解析技術に何かの欠落事項があることを示唆していると

考えられる。直下型地震の様に、自然の脅威を直接受ける場合に対して、衝撃効果がどの様

に作用しているかを検討するために、鉄骨造14階高層ラーメン(モデル3)に対する数値計

算を行った。その結果から、次の事項が指摘出来る。

・層間変形角の最大応答値は、 1--2階及び12--14階では、衝撃破壊理論(解析法)の方が
大きく、その時刻歴応答は小刻みな挙動をしており、構造部材にダメージを与えやすい。

・応力は、中間階を除いて概ね衝撃破壊理論(解析法)が振動理論(解析法)より大きい。
衝撃破壊理論から得られた 1階柱脚部分の応力は、振動理論から求められた値の1.45倍強に

なる。応力の時刻歴応答は、衝撃破壊理論の方が小刻みな挙動を生じており、構造物にダ

メージを与えやすい。

• 1階部分の柱脚部での歪及び歪速度は、衝撃的効果が顕著であり、振動理論から求められ

た値の夫々1.8倍、1.67倍を示し、構造耐力を決定する部分に、歪速度が大きく関与してい

る。

- 特に、実務で使用している解析法(実用解法)は 1階柱脚の歪速度が把握出来なく危険側

となる 0

・1階部分における挙動は、衝撃破壊理論と振動理論に顕著な差があり、この部分の破壊は
衝撃破壊理論から説明できる。

・本解析モデルの原型は桁行方向があり、これについても検討する必要がある。
以上の結果から、耐震補強は衝撃性に強い補強方法が有効であることが、数理解析的手法に

よって明らかとなった。そこで、衝撃的過大入力に対して、十分な粘り強さを発揮できる簡易

な耐震補強法を提案し、その補強効果をコンビューターを用いたシュミレーション解析によっ

て検証した。

耐震壁の補強について、補強が壁面内に収まる内装形式と、壁面外にある露出形式、更に、
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新設形式について検討を行った。一方、住及び梁から構成されるフレームの耐震補強は、建物

の崩壊形が柱崩壊形を生じないようにして、出来るだけグローバルメカニズムを形成する崩壊

形式となる様な提案を行った。これらの有効性を数理解析手法に用いて確認した。

しかし、鉄筋コンクリートモデルについては、現在種々の解析モデルが提案されているが、

衝撃破壊理論に適用するには、不向きであったり、また、多くの計算時間と計算機の容量を超

えるものがあり、合理的な計算モデルの提示が必要であることを痛感している。現在新しいモ

デル化を研究中である。ここで得られた結果は、従来のモデルを踏襲する結果に終わっている。

⑥ 耐震性能が著しく不足する建物については、構造計画上有効と考えられる大規模の改修を前

提とした設計指針を必要とする。従来の耐震補強の概念に支配されない新しい発想でのダイナ

ミックな補強が必要である。パットレス型の耐震補強法は外国で実施例があるが、我が国にお

いてはその有効性が検証されていないことに加えて、皆無である。敷地に十分余裕があればこ

の方法は有効であり、これについても目下数値解析シュミレーションで検討している。また、

建物形状が複雑な形状をして連結している場合、ゾーニングの概念で架構の耐力を評価する必

要があるが、これについても、実際の性状を表すゾーニングの基準を示す必要があり、パット

レス型補強法と同時に検討している。

4. 今までに得られた成果

① 阪神大震災で特徴的な破壊を生じた建物の崩壊原因が、衝撃破壊理論から数理解析的に特定

できることが明らかとなった。

② 衝撃破壊理論(解析法)と振動理論(解析法)は、非弾性解析で歪及び歪速度を除いて、概

ね同じ傾向を示す。しかし、両理論の計算結果に顕著な相違がある部分に、阪神大震災におけ

る建物崩壊で見られた衝撃的な破壊形状と見られている特徴的な崩壊部分が該当し、この現象

を衝撃破壊理論(解析法)の方がよく説明出来ることが明らかとなった。

③ また、現在構造設計法で用いられている組い要素分割では、建物の 1階柱脚での歪速度に大

きな差が生じている。これを解消する方法として、部材端部に小さな要素を付加すれば、地震

入力に対しては概ね改善できることが明らかとなった。

④ 現在の構造設計法では、歪速度の効果は考慮していないが、衝撃破壊及び一部振動理論によ

る数値計算結果から、歪速度の効果が大きく関与していることが明らかとなったので、使用材

料によっては歪速度の効果を設計上検討する事が、今後必要となる。構造物を安全に設計する

ための当面の対応としては、応力、歪、歪速度が構造設計で重要な意味を持つ部分は、断面の

急変部分や 1階柱脚部分であり、それらの部材については設計上十分な余裕をもっ必要がある

と指摘出来る。これは現段階の設計において実施可能であり、設計者が全体的な力の流れを把

握して、危険な部分については余裕をもつことが必要である。

⑤ 地震外力に対する応答解析を、現行の振動解析ソフトで解析する事は一応可能であるが、歪

速度に関する検討を要する重要な部分については、衝撃破壊現象を対象とした解析ソフトによ

らなければならないことが明らかとなり、建築構造解析分野に新しい分野を開拓した。

⑥ 既存建物の耐震性能を簡易に判定出来る算定式を提示することによって、建築主及び診断者

が容易に建物の耐震性能を把握できる。

⑦ 既存建物の耐震改修が簡易に実施出来る各種の新しい提案を行い、その有効性をシュミレー

-67-



ション解析を用いて検証した。

⑧ 建築主及び診断者が、既存建物の耐震改修のレベルを容易に理解出来る可視化システムを構

築した。

5. これから期待される成果

本研究の成果を用いると、既存建物の居住者及び設計者は、当該建物が保有している耐震性

能の現状を容易に評価及び理解できる。また、その結果を、耐震上安全であると考えられる基

準値と照合することにより、建物の耐震性能の不足量を容易に判定できる。その結果、耐震補

強に対する意識が高揚されて、耐震改修の実施が容易となる。耐震補強を実際に可能にする容

易な提案を用いる事によって、既存建物の耐震性能は著しく改善され、安全な建物に更新する

ことにより、現代社会が当面している多くの既存の建物の再生に寄与出来ると考えられる。

6. 残る問題点と対策

既存建物の耐震性能は耐震性能が悪い構造部材、つまり、極脆性柱及び明断住の存在によって

支配されるが、これらの部材が第 2種構造要素となるとき、建物の耐震性能は第 2種構造要素が

示すレベルでの構造耐力となる。第 2種構造要素に対する既存の判定方法は、その柱の垂直荷重

を周辺の梁が支持出来なくなったときと規定しているが、構造物を立体的に考えたとき、一部の

部材の破壊が、架構の崩壊にどの様に関連してし、くかが不明確である。この分野に関する研究が

皆無に近いことを受けて、現在、衝撃破壊の面からある特定の部材が急に崩壊したとき、構造物

がどの様に崩壊していくかの崩壊メカニズムの解明を、シュミレーション解析を用いて行ってい

る。この計算は、高速で且つ大容量の計算機を必要とし、多くの計算時間を要する等の制約が多

く、遅々たる進展であるが、現在、早期に結果が出る様に鋭意努力している状況にある。この解

析方法は、建物を補強するのではなく、逆に、建物の解体などにも有効に使用できるので、新し

い学問領域を形成することが出来る。

次に、本提案の高性能簡易型耐震補強法について、その施工法、コスト性を細部について検討

することと、試作モデルによる性能確認実験の実施が未解決部分であり、これらを完全に実施す

ることが、必要不可欠である。この点については、関連研究機関に協力を依頼して実現可能な方

法で検討中である。

また、本研究テーマは、大学院生の修論テーマでもあり、細部まで十分検討し、研究成果を公

表する予定である。

7.研究発表の実績及び予定

発表

1.高畠秀雄、構造解析における衝撃破壊力学的考察、過大入力を受ける建築構造物の動的崩壊

過程の解明シンポジウム、 PP.133-140、1996年12月

2. 高畠秀雄、構造解析における衝撃破壊力学的検討、兵庫県南部地震における構造物の衝撃的

破壊に関するシンポジウム、 PP.109-114、1997年 3月
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3.高畠秀雄、流田豊、阪神大震災の建物被害における衝撃破壊力学的考察、その 1、鉄骨造中

低層ラーメン、日本建築学会大会学術講演梗概集、 1997年9月

4.流田豊、高昌秀雄、阪神大震災の建物被害における衝撃破壊力学的考察、その2、鉄骨造高

層ラーメン、日本建築学会大会学術講演梗概集、 1997年9月

5.高畠秀雄、構造物の衝撃的破壊性状に関する考察、日本機械字会関西支部第255回講演会

講演論文集、 No.974-2、pp.184-185、1997年11月

発表予定

1.高昌秀雄、流田豊、既存不適格建物の耐震診断判定基準の考え方について、建築防災、 1998

年3月

8. 実用化計画

本研究で得られた既存建物の耐震性能の簡易評価法は、既存建物の耐震診断テキストとして出

版し、その技術を広く普及すると共に、実務に役立てたいと考えている。

一方、耐震補強法に対する提案は、全体的な考え方については専門誌に論文投稿し、詳細につ

いては特許申請を行ってから順次公開する予定である。
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1 -10 緊急時使用を含めた住宅システムの

ビルデイングエレメントに関する研究

神戸芸術工科大学

教授 小 山 明

1.研究の目的と方法

1995年 1月17日に日本を襲った阪神大震災は、一瞬のうちに多くの建築物を破壊し、また数え

切れぬ被災者を生み出した。

これ程までに大きな被害をもらたした直接的な原因は、言うまでもなく建築の構造的な強度を

はるかに上回る地震のエネルギーが生じたことにある。建築家は建築物の設計強度に対する考え

方の大幅な変更をせまられている。

そして一方、震災後の都市復興の過程においても、ふたたび建築に関わる大きな問題が浮き彫

りにされてきた。被災者を収容する緊急用仮設住居の脆弱さ、集合住宅における区分所有権の問

題、再開発と区画整理の問題、それらは日本の住宅のありかたの根底にある未熟さ、暖昧さをあ

らためて再確認させるものであったと言うことができる。

阪神大震災は、地震を日常とする国土における災害規模の予測の困難さを自覚することの必要

性、すなわち破壊されることを前提とした緩やかな脆性破壊を保証する構造設計に対する考え方

の必要性、またそうした災害発生後の緊急仮設住宅供給の方法を日常的にプログラム化しておく

こと、こうしたプログラムを建築や都市設計の考え方の中に組み込んでおくべきことをわれわれ

に教訓として残した。われわれは地震とともに生きてゆかざるを得ない。

本研究は、上記の建築に関わる諸問題の中でも、特に緊急時に使用される仮設住居に関する問

題を取り上げ、現実に被災地で表れた問題点に対して分析・考察をおこない、それを基礎とした

よりよい緊急仮設住宅のあり方を提案するものである。しかしながらこの研究の最も重要な目的

は、この仮設住宅の問題を独立した問題として捉えてそれに対応する提案をおこなう事ではなく、

前述のように建築計画及び都市計画の考え方へのプログラム化のひとつの実験的モデルとしてこ

れを提示することにある。

ここでは、これを実現するための方法として、異なる様々なベーシックなインダストリーの参

画を基盤とした、緊急時に対応する新しい社会的枠組みをつくりあげる試みがなされている。

Z 震災後の緊急仮設住宅に関する問題点

震災直後から仮設住宅に関しては様々な問題が発生した。仮設以前の避難所の問題、老人や障

害者等の社会における弱者の問題までをも含めて問題は広い範囲に広がり、それらは複雑に関連

しているが、特にその原因を考慮に入れた場合に、解決すべき重要と思われる問題は、時間的な
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問題、質的な問題、社会関係的な問題としてとらえられる以下の 3点である。

(1) 時間的な問題

大規模な地震に際しては、避難所や緊急仮設住宅の膨大な量の需要が瞬間的に発生する。今

回の震災においても小量の備蓄はほとんど意味をなさず、行政側からの供給は大幅に遅れた。

被災地ではボランティア建築家のグループによる身の回りで入手可能な材料を転用したローコ

スト住宅の計画・建設が進められた。流通拠点、としての神戸に数多くあるコンテナを使用した

住居、林産地である兵庫県氷上郡の木材を使用した少人数で組立可能な木造仮設住宅などもこ

れにあたる。しかし、こうして災害がいったん発生してからの対応には、時間的にも量的にも

限度のあることは明らかである。すべての被災者が避難所を離れた仮の住まいを手にすること

ができたのは、そのはるかに後になってからのことであった。この間の被災者の身体的・精神

的な消耗、またそれにともなう個人および自治体の経済的な損失にははかり知れないものがあ

る。

それでは、大量の備蓄を国家あるいは地方自治体が行うことによって、この問題を解決する

ことは可能か。前述のように、災害の規模は予測が困難であり、その予測を超えて需要が発生

する。備蓄量をこえた需要が今回の供給の異常な遅れをっくりだしたことを考えるならば、多

くのスペースを占有し、大量の備蓄を行うことの有効性は決して高いものではないと考えざる

を得ない。こうした物量のみに依存する備蓄の方法ではなく、有形無形の形で備蓄が行われる

ことが本来必要であると考えられる。有形とは従前的な量的にストックされるものとしての備

蓄、無形とはこれらを生産供給するシステムそのものの備蓄を指す。すなわち、災害発生の有

無とは関係なく経常的にそのために生産システムが稼働していることが災害発生後の迅速な供

給には必要であり、そのためには緊急用の仮設建築物と平常時に使用される建築物との聞にシ

ステム上の共通性を設定し、平常時に使用されるビ、ルデ、ィング・エレメントが緊急の場合には

転用が可能となるようなシステムを構築しておくことが必要である。あるいは、特定の必要な

エレメントを増産して供給する生産量の切り替えが可能となるシステムが必要である。言い換

えるならば、水道・ガス・電気等のエネルギーの生産供給と同様に、インフラストラクチャー

として社会が緊急用のビ、ルテーィング・エレメントの生産供給システムを保有することが、無形

の備蓄として有効に機能するひとつの方法で、あると考えられる。

(2) 質的な問題

被災地で実際に供給された緊急仮設住居には建築的なプランニングはなされていない。それ

らは、ほぼプレハブの納屋に調理台と風目・トイレが付加された程度のものであり、第二次世

界大戦後に供給された緊急住宅とほとんど考え方もプランも変わっていない。また、断熱性能、

遮音性能、収納量など量的に測り得る性能も進歩していない。冬季には薄い壁面の内側に毛

布・ダンボール等を貼り巡らし、また隙間風を防ぐためには外側から入念な目止め作業を行わ

なくてはならなかった。瓦礁の中から持ち出された家財は部屋の周囲に積まれ、その隙間に睡

眠と食事のためのスペースがっくりだされた。

こうした住居の質的な劣悪さを生み出した原因は、膨大な必要量=ローコスト生産物、使い

捨て住宅=ローコスト生産物という図式にある。緊急仮設住宅の有効な再利用の市場が現在は

存在しないこと、震災による地方自治体の財政の圧迫がこのむやにやまれぬ経済的には不合理

な決断と、将来にわたる膨大な量の粗大廃棄物をっくりだしたということができる。

将来の緊急仮設住宅に対しては、建築構造物にもまた市場経済的にも再利用の可能性を設定
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しておくこと、そして備蓄のための地方自治体の経済的負担が質的な低下を引き起こすリスク

を回避する仕組みを社会の中にっくりだしておくことが、迅速な供給と質的に豊かな空間の確

保を保証するものであると考えられる。

(3) 社会関係的な問題

緊急仮設住宅は厳密には被災地には建設されていない。それらの多くは大きな被害を免れた

遠く郊外の空地や、埋め立て途中の人工島の上に建てられている。しかし、このことは既存の

都市に育てられたコミュニティの破壊をもらたした。弱者を優先した入居のための抽選方法は、

さらに孤独な郊外の老人村をっくりだした。土地を引き離された被災者はそれぞれが別々の土

地で生活することを余儀なくされている。解体作業の効率と復興のための区画整理のスムーズ

な進行には欠くことのできないこうした措置が、被災者のこれからの残された人生の設計図を

大きく査ませている。

被災者がそこに住み続けながら都市を復興させることが本当に不可能なのか、という非常に

素朴ではあるが現在われわれが考えるべき根本的な問題がそこには存在している。このことが

らを緊急仮設住宅のハードウェア上の問題として捉え直すならば、次のような可能性を見いだ

すことが可能である。前記の生産供給システムの設定による社会経済的な入手の容易さという

条件に加えて、搬送・組立・集積化・解体の簡易性が確保されるならば、復興予定の敷地ブ

ロック内部における移動はきわめて容易なものとなる。対象となるあるコミュニティブ、ロック

内において、換地を繰り返しながら再建を遂行することがコミュニティ破壊を防ぐひとつの方

法となる。そのためには、ハードウェアの軽量性と強度、道路交通法等の搬送の制約とそれと

は相反する空間の豊かさの必要性との相関関係が厳密に考慮されねばならない。

3. 提案の内容

通常の住宅市場に流通する住宅に使用されるビ、ルテ'ィングエレメントと緊急用の仮設住宅のビ

ルデイングエレメントとの聞にシステム上の共通性を設定すること。このことは、表現を変える

と、緊急用仮設住宅の構成部品を特殊なものとして位置づけないこと、を意味する。逆に、一般

的に使用されている住居の部分が、緊急時には仮設住宅の部品として転用が可能な通常の住居の

システムを構築すること、を意味する。しかし、それらは軽量かっ強度が高く、組み立て、集積、

解体、搬送の容易な、そして空間的に豊かな住居ユニットを構成するシステムでなければならな

し'0
これらの条件を満たすため、総合的な視野から以下の提案がなされる。

(1) システムについて

どのような場所、どのような状況においてもアセンブルが可能であることを保証するために、

ビ、ルデイングエレメントにサイズ、強度、組み立て用連結部品等に関する統一規格を設定する。

このエレメントは輸送および備蓄を容易にする目的から、軽量パネルの形式をとるものとする。

パーツ化すること、そして統一規格を設定することにより、異業種がそれに参画することが可

能なオープンシステムが構築される。建設産業のみならず、ガス・電気等のエネルギー関係の

産業、乗用車・トラック・航空機等の車両製造に関わる産業、情報機器、家庭用電機機器製造

業等、どのような異なる産業も統一規格というインターフェースを通してパネルのみを生産す

ることでシステムに参加することが可能となる。
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緊急用仮設住居としては、 1住居ユニットのみを使用した戸建ての使用形態と複数の住居ユ

ニットを使用した集合の使用形態とが考えられるが、社会に通常建設されるユニットは集合住

宅の形態で使用されることを念頭におく。これはパネルで、構成されるスクエアな形態が、集積

という形式にきわめて有効に機能することによるものである。

この集合住宅の建設に際しては、土地、住居ユニットを支える構造体、エネルギー供給等を

固または地方自治体が提供し、個々の住居ユニットを個人が所有するものとする。ユニットの

床・天井および壁体が個人によって所有されることにより、区分所有権の問題を回避する。

この考え方の基礎にあるものは、いわゆるインフラストラクチャーを社会資本化し、一方住居

ユニットを個人所有物とすることにより、所有権と責任の所在を明らかにすることにある。

(2) 構造について

個々の住宅ユニットはサブフレームを介して、メインフレームに組み入れられる。

住居ユニットは地上でサプフレーム上にアセンブルされ、サプフレームごとメインフレーム

上にリストアップされる。サブフレームの製造責任と所有権はメインフレームと同様に国ある

いは地方自治体に帰するものとする。

各パネルには設備ユニットまたは収納ユニットを組み込んだものと、単純な板状のものがあ

る。

(3) 空間について

住居ユニットに対してはネットの空間量を保証する。設備、収納等をでき得る限りこのネッ

トの空間の外側に持たせることが可能なパネルの開発をおこなう。

住居プランの開発に際しては、近代および現代のすぐれた集合住宅のプランが参考にされる

が、日本の現代の生活様式、また情報機器をはじめとする現代の文化のあり方に関わる室内の

機器・装置類の形式を考慮する。

この考え方の基礎には、近現代にはスクエアな空間形式を有する非常にすぐれた集住のため

のプランがありながらも、現代の機器やものに溢れた生活様式がそれを生かすことができなく

なっているという認識がある。これまでの歴史に学び、ふたたびクリーンでありながらバリ

エーションのあるネットの豊かな空間を創り出すことがここでは必要とされる。

4. ユニット

基本となる 1個の住居ユニットは、 「床・壁・天井パネル」、 「構造材」、 「設備ユニット」、

「収納ユニット」、 「建具」で構成される。戸建ての住居ユニットの場合は、 「屋根」が以上の

基本要素に加わる。

「床・壁・天井パネル」は、単独で自立する強度と、防水・防音・断熱性能を有する。サイズ

は120mmx 2， 100mmの共通断面を持ち、必要に応じ2，700mm、3，600mm、4，500mmの3種類の長さと関

口部の有無の組み合わせによるバリエーションが用意されている。

材質は、現在建築資材として流通しているALCやGFRCなどの他に、より軽く、組み立て

労力の少ない断熱材を充填したペーパーハニカムコア・サンドイツチパネルの可能性を検討して

いる。

「構造材」は、パネルとパネルとのジョイント及び、パネルと設備・収納ユニットとのジョイ

ントに用いられる。また戸建ての住居ユニットの場合は、 1階床パネルを支持する基礎に用いら
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れ、集合型の住居ユニットの場合は、サブフレームである水平トレーとの連結にも用いる。

「設備ユニット」は、 「床・壁・天井パネル」の外周に張り出す形に設置することで、室内空

間を確保すると共に、配管を床下からじかに接続することが可能となる。ユニットは、 700mm

x 2， 100mm平面のキッチン及びサニタリー用のバリエーションと、1， 600mm x 2， 100mm平面の浴室・

洗面・トイレ用のバリエーションが用意されている。

「収納ユニット」も、 「床・壁・天井パネル」の外周に張り出す形に設置される。これらは一

般的な収納スペースに使われるものの他に、ベッドやテーブルを収納可能なユニットを用意する

ことで、緊急用住居など十分に室内面積が確保できない場合にフレキシブルに対応することが可

能となる。

「屋根」は、 「天井パネル」と直射光と外気との緩衝を主たる機能にするものである。「屋根」

と「天井パネル」との聞に通気層を設けることにより、室内空気調和のエネルギー経済化をは

かっている。これは特に十分なエネルギー供給源が得られない緊急用住居に対して有効である。

防水性能は「天井パネル」がすでに備えているので、 「屋根」は補助的に機能する。

材質はスチールフレームに、 PBCもしくはテフロン膜を張った構造を基本とし、トップライ

ト部にはポリカーボネイトが用いられる。

5. 集合型の研究

(1) 緊急住宅から一般集合住宅へ

緊急時の住宅のビ、ルデイング・エレメントと一般住居の市場におけるビ、ルディング・エレメ

ントに共通性をもたせる方針にもとづいて、一般集合住宅の検討をおこなう。基本的モデュー

ルとユニットの生産システム、組立方法に共通性を探ることで緊急住宅と一般住宅の市場ベー

スがつくられる。

一般住宅の集合化を検討テーマの中心におく。大都市、低密度過密地帯の防災性をたかめる

ためには、住居を集合化し、構造物の防災性を確保、また空地部分をふやしていく再開発、置

換操作が必須と考えられる。

住宅供給の全体システムを緊急システム+集合再開発システムとの組み合わせにおいて提案

する。

(2) 都市防災域成立のための集合化再開発の方法

大都市における低層過密地帯において、住民の再開発への合意の得られやすい小規模なエリ

アを設定し、集合化を試みる。これらのエリアを広げることで地区全体の集合住宅への移行を

はかつてし、く方法を考える。

住民の合意の方法として構造体や基幹設備、防災設備などは公共が維持をおこなうなどの方

法的配慮が考慮される必要があり、設計、建設の方法においても公私と私有の分割の仕組みが

検討される必要がある。

(3) 集合化への検討

①モデュールとビ、ルデ、ィング・エレメント

緊急住居と市場共通性、住環境のボリュームの向上から集合型のモデュールおよびビ、ルテ'イ

ング・エレメントが決定される。

②構法
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メイン構造体としての支柱の建設をおこなった上、水平部材はその上に住居ユニットを地上

で組み上げた上、リフトアップし支柱に接合する方法を考える。

③構造

支住:鉄筋コンクリート柱もしくは鉄骨柱を考える。選択は建設主体、敷地条件、工期等に

もとづいてなされる。

水平材(トレー) :水平部材は鉄骨梁を基本に考える。建方および建設主体によってコンク

リート梁等のバリエーションも考えられる。

④住居ユニット

住居ユニットは設備系を含むもの、単純パネル、収納ユニット、開口ユニット等が基準のモ

デュールに従い、住居者の選択によって決定される。

⑤共通スペースの要素

集合のタイプにより異なるが、廊下、階段、エレベー夕、配管、配線スペースが共有スペー

スの要素として考えられる。

⑥防災設備

緊急時の水・食料のストック、緊急用発電装置、バッテリ一、通信システムは共通施設とし

て再開発時に集合住宅地区に組み込まれる。

(4) 集合型のタイプ

①集合型のタイプA 集合形態からの分類

a)ツリー型:縦動線を核(コア)としてそのまわりにユニットを取り付けていく型の集合形

態

b)リニヤー型:直線(あるいは連続曲線)の平面プランによって構成される。断面型により

いくつかのタイプが考えられる。

c)コートヤード型(中庭型) :中庭を囲む形の平面プランによるもの。リニヤー型のバリ

エーションで断面型によっていくつかのタイプが考えられる。

②集合型のタイプB 断面型からの分類

a)垂直動線リンク型(ノ〈ーテイカルリンク・バージョン 1-a-v. 1)、バージョン 2-a-v.2))

階段室およびエレベータの周辺に2あるいは3個の住居を各階に配置する平面構成で、廊下

部分をなくし、垂直動線のみで各戸にアクセスする。各フロアでの住居数の少ないことから

プライバシーが大幅に守られる。

b)ユニテ型

各個が吹き抜け空間をもっメゾネットの断面型をふたつ組み合わせ、中央に廊下を持つこと

で各住居の吹き抜けによる空間ボリュームの向上と両側に大きな開口部を設けることができ

る。廊下は 3層毎に配備される。ル・コルビュジエがマルセイユのユニテ・ダビタシオンで

採用した断面型。

c)ラティテュド型

片側廊下ながら各住居が両側に大きな開口部を持つことができる断面型。各住戸へのアクセ

スには 1m強の階段を上がらねばならないが、居住環境の向上は一般の片側廊下のタイプの

住居よりはるかにまさっている。パンギュイソンによって1930年代に設計された南仏サン

ト・ロペにある集合住宅ラティテュド45において採用された断面型。

d)分離回廊型(アウターコリドー・タイプ)
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廊下部分を住居面から切り離し独立させることで、プライバシーを確保しながら住居に両側

採光の可能性を与えることができる。また、廊下と住居ユニットの聞にはテラスを組み込み

植栽等を配置して自然を所有する落ちついた住環境を生み出せる。
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1 -11 事故防止の観点より見た階段各段の

視認のしやすさに関する実験研究

-現実の階段の調査と階段各段の
視認性に関する評価手法の再確認-

建設省建築研究所

科学技術特別研究員布 団 健

1 研究目的

階段が昇降しやすいものでなければならないのは当然のことであるが、この階段の基本的な機

能を左右する問題の中には、勾配や蹴上げ踏み面寸法などの物理的な問題以外に、階段各段が見

やすいかどうかという視覚的な問題も含まれる。このような視覚的に認識できるという機能やそ

の程度を、本研究では「視認性」と定義する。

この階段の視認性に関する問題は、先に述べた物理的な問題とともに、階段事故を誘発する原

因ともなる。例えば、かなり暗い色で仕上げられた階段や、段と段の境目を見失わせるようなち

らちらした模様で仕上げられた階段などは、経験的にも事故を誘発する率が通常のものよりかな

り高いと考えられる。特に、採光の無い階段や、夜間も使用する階段などでは、照明の具合に

よってはさらに危険な階段となる可能性がある。米国商務省の調査資料によると、米国の家庭で

起きている建築関係の事故の総件数は、 1977年の統計で死亡事故 2万 4千件、重傷事故370万

件となっている。このうち、階段の事故は265万件で、その中から視認性に関係のある項目を

取り出してみると、踏み面の端が分からなくなるような複雑なパターンによる歩行異常の事故が、

50万5千件で、全階段事故の19%を占め、また照明による事故が、約17万3千件で、全階段事故

の6.5%を占めている。このように、階段の視認性の問題は、階段の基本的な機能性・安全性

にとって一つの重要な問題といえる。ところが、このような問題については、確かに経験的には

問題のあることが認識されてはいたが、研究としてはほとんど行われてこなかった。

そこで我々は、この階段の視認性の問題を定量的にとらえ、建築設計等に用いうる資料として

提示することを目的とし、階段の視認性を左右すると考えられる重要な要因についていくつかの

実験を行い、各要因の影響の程度を把握してきた注)。また、その結果を用いた階段の見やすさ

の評価手法を提案し、現実の階段の評価が試みられるなどの成果が得られている。しかし、その

評価手法は、実験室内のモデル階段で得られた結果を用いて構成されたものであり、果たして現

実の階段の見やすさをどの程度忠実に評価するものであるかについては、必ずしも明らかではな

かった。そこで本研究では、現実の階段の見やすさをとらえることを目的とし、 この結果とこれ

までの評価手法によって評価した結果を比較することにより、その違いがどの程度のものである

かを検証することとした。
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2.実験方法

実験を行うに当たって、様々な条件下で現実に存在する階段の全てを、実際に被験者に見ても

らい評価することは困難であると考え、現実の階段の写真をスライドに置き換えて評価すること

が可能であるかを予備実験で確認することとした。具体的な方法としては、現実に存在する階段

と、写真をスライド化した階段をそれぞれいくつか代表的なサンプルとして被験者に見てもらい、

評価に差がないことを確認した上で、スライドによる本実験を行うこととした。なお、スライド

として用いた階段は図3に示すように、過去に我々が行った一連の研究で評価対象となったもの

のデータベース化したものを用いた。

<予備実験>

1)実験対象:先にあげたデータベースの中から現実の階段の10ヶ所と、過去の研究で我々が用い

た代表的なモデル階段5種類を、見やすさのバランス(点数の高いもの、中位のもの、低いもの)

が得られるように選び出し、対象とした。

2)実験装置:実際に見て行う実験は、図 1のように、現実の階段の最上段から見おろして評価さ

せた。スライド上での実験は図2に示すように、スクリーンから被験者までの距離を実際に階段

を見おろす時を想定し、約1660mm(被験者の平均身長)とした。スクリーンに映っている階段の

映像は、現実の階段と同じ寸法になるように調整した。また、階段を実際に見た実験時の照度条

件は見やすさに対する影響がほぼないと考えられる通常の室内を想定した照度(過去の研究にお

ける照明条件)とし、スライドにおける実験時の照度条件は本実験と同様に、撮影時の階段表面

の照度は見やすさに対する影響がほぼないと考えられる通常の照度とした。

3)被験者:東京理科大学の学生20人(男子14人、女子6人、平均視力1.0)であり、眼鏡またはコ

ンタクト使用者は、使用時の視力であり、本実験と同じとした。なお、本実験では被験者を大学

生としたが、今後の課題として、高齢者や視覚障害者に対する配慮も必要である。

4)評価方法:実際の階段を見たもの及び実際の階段をスライド化して見たものを、それぞれ5段

階評価により視覚的に判断させた。

<本実験>

1)実験対象:過去に提案した一連の評価手法において、評価時に用いた78種類の階段を利用し、

それをスライドに置き換えることにより、実験対象とした。

2)実験装置:スライト作成の方法は、データベースに入っている現実の階段を利用し、撮影状況

は24'""-'28mmのレンズを使用した。撮影時の階段表面の照度は、見やすさに対する影響がほぼない

と考えられる通常の照度とした。また、スクリーン上に写す際に、実寸大に写る様に映写機を設

置し、図2に示すように、スクリーンから被験者までの距離を実際に階段を見おろす時を想定し、

約1660mm(被験者の平均身長)とした。スクリーンに映っている階段の映像は、現実の階段と同

じ寸法になるように調整した。また、実験室内の照度は、スライドの見やすさに対する影響がほ

ぼないと考えられる明るさとした。

3)被験者:東京理科大学の学生20人(男子14人、女子6人、平均視力1.0)であり、眼鏡またはコ

ンタクト使用者は、使用時の視力である。

4)評価方法:踏面部分の明度、ノンスリップ相当部分の明度及び寸法、踏面先端部の面の形状等

の要因を含むスライド上の現実の階段の見やすさを 5段階評価により、被験者の主観的かっ感覚
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的指標により視覚的に判断させた。

3. 実験結果及び考察

図4は、予備実験のために現実の階段を実際に見て評価した結果とスライド上で評価した結果

を比較したものである。縦軸は得点率を表し、横軸は現実の階段とスライドによる設定条件を表

す。この結果を見ると、両者の聞にかなり一致した傾向が見られ、その結果をPearsonの一致

係数で表す0.97となった。この結果を踏まえて、スライドを用いる実験に問題がないことを確認

した。

図5は、過去に提案した評価手法を用いた現実の階段を評価し得点率として表したものと、本

実験結果の得点率で表したものを比較したものである。縦軸に得点率、横軸にそれぞれの設定

条件を表す。なお、評価手法により評価した得点率は、本実験結果の得点率と比較するために、

平均点と点数の幅を整合させたものである。この結果をPearsonの一致係数で、表すと0.86とな

り、全体としては似た傾向にあることが分かるが、個々の順位にはかなりの入れ違いが見られる。

理由として考えられることは、提案した評価手法はモデル階段を用いて求められたものであり、

評価項目の数に限りがあり評価した現実の階段は近似した項目の値で置き換える必要があったこ

とや、評価として取り上げた項目以外の要因が見やすさに影響を与えたことなどがある。

次に、図5の結果を数量化 1類に分析したものを、図6図7に示す。これは評価用数値を用い

て評価した結果と本実験で評価した結果を比較したもので、図6はノンスリップ相当部分のある

階段、図7はノンスリップ相当部分のない階段の結果である。まず図6を見ると、各要素が与え

る影響の全体的な傾向は一致しているが、本実験結果の方が個々の要素が大きく影響を及ぼして

いることが分かる。個別に見ていくと、ノンスリップ相当部分と踏面の明度の差が見やすさに大

きな影響を与えており、ノンスリップ相当部分の明度の影響がそれに続き、ノンスリップ相当部

分の幅はさほど見やすさに影響を与えていないことが分かる。次に図7を見ると、評価用数値を

用いて評価した結果と本実験で評価した結果はかなり違っている。これは、本実験においてノン

スリップ相当部分のない階段の母数が少なかったため、ばらつきが大きく出たことも原因として

考えられるが、ノンスリップ相当部分のような見やすさを強く左右するものがない場合は、安定

した評価になりにくいことも理由として考えられる。

4. まとめ

以上、本研究で得られた結果として、階段の視認性の程度を定量的に評価しうる手法に対し新

たな知見を加えることが出来、ここでとり上げている要因項目の範囲では、現実の階段の評価に

用いるひとつのものさしとして妥当性をもつものであることを確認した。また、今後の課題とし

ては、今までに提案してきた評価手法で評価した結果は、全体的な傾向は一致したが、個々の評

価結果にはある程度の違いが生じてしまうことがわかった。その要因としては、これまでに取り

挙げていない色の問題の影響や照度の条件などが考えられる。また、それ以外の影響の可能性も

含めて、今後検討する必要があると考えられる。

なお、本研究は平成7年度「財団法人トステム建材産業振興財団」の助成を受けて行われたも

のである。記して謝意を表したい。
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注)

1)近藤育布団健岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究(6) ノンスリップ相当部分を含

む異種の視覚的要因の影響程度の比較 日本建築学会学術講演梗概集 1995年 8月

2)布田健近藤育岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究(7) ノンスリップ相当部分の視

覚的影響を組み込む評価手法の改善 日本建築学会学術講演梗概集 1995年 8月

3)布団健直井英雄

各種視覚的要因の影響程度の比較 事故防止の観点より見た階段各段の視認性に関する研究(2)

日本建築学会論文報告集467号 1995年 1月

4)島啓史布団健岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究(4) 段鼻部分の視覚的要因が見

やすさに及ぼす影響 日本建築学会学術講演梗概集 1994年9月

5)布団健島啓史岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究(5) 現実の階段の調査および実

験結果を適用したその評価 日本建築学会学術講演梗概集 1994年 9月

6)布団健岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の視認性に関する研究 階段下降時と上昇時における視覚的

諸要因の影響程度の比較 日本インテリア学会研究発表梗概集 1993年11月

7)中村伴喜布団健岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究(2) 階段を昇る人にとっての見

やすさについて 日本建築学会学術講演梗概集 1993年9月

8)布団健中村伴喜岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究(3) 実験結果を現実の階段の評

価に適応する方法について 日本建築学会学術講演梗概集 1993年 9月

9)布団健直井英雄

視認性に影響を及ぼす各種要因に関する実験 事故防止の観点より見た階段各段の視認性に関

する研究(1) 日本建築学会論文報告集450号 1993年 8月

10)布団健岩井今朝典直井英雄

事故防止の観点より見た階段各段の見やすさに関する実験研究 各種視覚的要因の影響程度の

比較 日本建築学会学術講演梗概集 1992年 9月

11)金沢善智布団健小林弘平直井英雄

階段における段仕上げの目地パターンと段鼻の形状が段板の見やすさに及ぼす影響について

階段段板の視認のしやすさに関する実験結果の再分析(1) 日本インテリア学会研究発表梗概集

1991年11月

12)布団健金沢善智小林弘平直井英雄

階段における段仕上げの明度、照度等が見やすさに及ぼす影響について 階段段板の視認のし

ゃさに関する実験結果の再分析(2) 日本インテリア学会研究発表梗概集 1991年11月

13)布団健直井英雄

階段における段表面の明度及び照度が各段の見やすさに及ぼす影響について
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日本建築学会学術講演梗概集 1991年 9月

14)小林弘平布団健直井英雄

階段における段仕上げの柄パターンが各段の見やすさに及ぼす影響について

日本建築学会学術講演梗概集 1991年 9月

15)天神良久布団健直井英雄

照明器具の位置が階段の見やすさに及ぼす影響について 日本建築学会学術講演梗概集 1990 

年10月

16)布団健天神良久直井英雄

階段における段仕上げの目地パターンと段鼻の形状が段板の見やすさに及ぼす影響について

日本建築学会学術講演梗概集 1990年10月
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階段

図l 現実階段における実験風景

図2 スライドによる実験風最
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場所銀座松屋東館別館5F

NO.2 
照度・明 117.6 Ix 
照度・暗 96.8 Ix 

踏面明度 5.0 
踏面先端の面形状 丸面

踏面先端の面寸法 1.0 mm  

ノンスリップ相当部分の幅 40.0 mm  

ノンスリップ相当部分の明度 6.0 
踏面のテクスチャー

踏面の目地のパターン

目地のピッチ mm  

踏面の巾 210.0 mm  

蹴上 185.0 mm  
有効巾 1090.0 mm  

照明条件1得点照明条件Z得点照明条件3得点
50.89 36.04 60.30 

図3 昨年度の研究で使用したデータベース
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得点率
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2 5 2 3 9.5 z 2 7 4 7 ノンスリップ明度

図4 予備実験結果.スライド上と実際の喜子価の得点目巨の比較
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得点率
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図5 高得点順に並べたスライド上の結果と昨年の評価手法による 評価結果の比較
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カテゴリースコア 平均57.00

カテゴリー

-20 -10 。 10 20 
1 -1 

1自 4

1-7 
明度 4-1 -

4-4 

ノ 4-7 口
ン 4-8 
ス

i----J 

リ
7-1 

踏 7-4 固・・ツ一
面 プ 7-7 
相 7・8
当

音H
8-1 

分 8・4

8・8

9.5-1 

9.5-4 

9.5-8 L 

踏面先端の R=O E 四
面の寸法 R=10 

W=10 

ノンスリップ相当 W=30 
部分幅 W=50 c:=: 回

W=100 圃・・・

実験結果カテゴリースコア

口昨年の刊誌による評価を整合した結果のカテゴリースコア

図6 実験結果及び昨年の評価用のカテゴリースコアの比較

(ノンスリップ相当節分あり・照明条件口)
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踏面先端の

面の寸法

カテゴリースコア

カテゴリー

ー5 。

4 

9.5 

R=O 

R=0.5 

R=l 

R=2 

R=5 

実験結果カテゴリースコア

平均30.25

5 10 15 

口昨年の評価手法による評価を整合した結果のカテゴリースコア

図7 実験結果及び昨年の評価用のカテゴリースコアの比較

{ノンスリップ相当部分なし・照明条件口}
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1 -12 Iコモン・セル」による共有領域の再編

一新たな集住空間の提案一

1. 本研究の背景と目的

東京都立大学大学院工学研究科

建築学専攻

教授 小林克弘

日本の集合住宅は、極めて日常的な住居形式となってきているにも関わらず、集住のための空

間という視点から見た場合、未だ極めて貧しい状態にある。つまり、集住によって得られるはず

の人間生活の闘い、住空間の豊かさに関する考察が、知何ともし難いほどに欠落しているのであ

る。

私達の研究は、こうした状況を鑑み、 「共有領域」の問題に焦点を当てつつ、集住の利点を生

かした、あり得べき集合住宅の姿を具体的に、かっ一般化し得る形で提案することを目的とする。

ここで言う共有領域とは、廊下、階段、玄関ホールといった、集合住宅における通常の共有部分

を意味するのではなく、複数の住人が集うことのできる空間、住人間のコミュニケーションを活

性化し得る空間を意味している。また、こうした共有領域は、従来複数の住戸群に共有される形

に設けられるべきものと考えられがちであったが、住戸内の空間構成上の問題としても考えるべ

きであると判断する。つまり、私達は、共有領域を集合住宅における集住の利点を引き出すため

の鍵と考え、そのあり方を住戸形式から住戸の集合形式に到るまでの様々なレベルで検討し、最

終的に、集住の豊かさを生かした集合住宅像として提案することを目的とするのである。

この目的を達成するためのひとつの具体的手法として、私達は「コモン・セル」なる概念を考

案した。これは、集合住宅において、共有領域を再編成するための空間装置であり、単に住戸群

に共有される形に設定されるのみならず、住戸内にも設定されることで、従来固定化してしまっ

た住戸形式をも創出する役割を担うと想定されている。こうした前提の上で、 「コモン・セル」

を取り入れた具体的な集合住宅モデルを作成し、集合住宅における共有領域のあり方および住戸

タイプのあり方を探り、更には集合住宅の外観の刷新についてもー提案を行った。

2.研究の方法

本研究は、 4つの段階に基づいて遂行された。以下、各段階における研究内容及び研究方法を

要約する。

口第 1段階一実地調査・資料収集

この段階は、実地調査および資料収集を行い、研究の基本的データを準備する段階である。実

地調査及び資料収集は以下の 3点に関し、国内外の事例を可能な限り幅広く取り扱った。
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-集合住宅における共有領域の事例

-集合住宅以外の広場等の共有領域の事例

.様々な住戸形式の事例

口第 2段階一分析

第 1段階で調査・収集した事例に関し比較分析を行った。比較分析の際の視点は主として以下

のようなものとなる。

-共有領域を、スケール、空間柱、形状、アクティヴィティーといった観点から比較検討する 0

・従来の日本の集合住宅にみられる住戸タイプ以外の住戸形式にも着目し、新たな住戸タイプ

の創出の可能性を探る。

・集合住宅の外観に於ける統一感と変化といった視点から事例を比較検討する。

この段階で、分析・比較検討すべき点は多岐に渡るが、本研究の最終的目標である「コモン・セ

ル」という概念を具体化させることを念頭に置きつつ分析を進めた。

口第3段階-提案

第2段階の分析に基づきつつ、具体的なデザインの提案を検討し、主としてモデル化した形で

の提案を行った。

a 研究の計画と進捗状況

本研究の各段階は、次のようなスケジュールで進められた。

第 1段階(実地調査・資料収集) 平成6年 4月~平成7年 3月

第2段階(分析) 平成7年4月--8月

第 2段階(提案)

報告書のとりまとめ

4 主要な成果

平成7年 9月~平成8年10月

平成8年11月~平成9年 9月

ここでは、コモン・セルを用いたモデルの概略を述べる。

1.モデル化の諸前提

モデル化の前提となる敷地は、現在最も住宅の需要が多く、また供給活動が活発に行われてい

る郊外を想定した。都市内の敷地は周辺状況や敷地自体の条件の一般化が困難であるため、今後

の研究対象とすることにした。

なお本研究では共有領域のコモン・セルと各住戸内のコモン・セルというように 2種類のカテ

ゴリーにコモン・セルという用語を用いているが、これは理念的に共通する側面が多いためであ

る。混乱を避けるため共有領域のコモン・セルをLコモン・セル、各住戸内のコモン・セルをS

コモン・セルと呼ぶことにする。

2. 共有領域のコモン・セルー fLコモン・セル」

集合住宅とは複数の世帯が集合して居住する建築物のことだが、今日多く目にする事例では各

世帯が住まう住戸内、専有空間内の間取りや設備にばかり関心が集中し、単なる住戸が集合した

建造物でしかない。しかし住宅が集まって集合住宅となることは、質的にも規模的にも戸建ての
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住宅とは全く異なる建造物になることを意味する。本研究の提案するコモン・セルはこのことに

よって持ち得る利点や可能性を引き出すものである。

これまでの「羊糞型」といわれるような集合住宅では、住戸棟とその余白としての空地という

二項対立的な関係が前提となっており、その一方の空地を公共の空間として扱ってきた。この空

地には芝生や植栽が為され、いわば小規模な公園として整備されるのが一般的なである。このよ

うな空地は地域公園と質的な差異はとりたててなく、緑地の少ない都市部では公園の不足を補う

ものとしての役割を担い得るものの、郊外のような公園が整備された地域ではその価値は相対的

にイ丘いものである。

本研究の提案するモデルではスポンジのような充と空の絡み合った構造体を提案し、このよう

な空地を積極的に分節し構造体内部に取り込み、建築化された空間にすることを提案している。

人間は平面上でしか移動できないため普段は空間を平面的な広がりとしてしか認識していないが、

このように建築化された空地=Lコモン・セルは三次元的な広がりを持つようになる。またこれ

まで誰のためのものであるのかはっきりとせず漠然とあるだけであった空地が、分節されること

により各住戸の居住性を高める機能を担い得るようにもなる。各住戸への動線も、以上に述べた

建築化された空地=Lコモン・セルを実感できるように、コモン・セルを巡るルーフテラスを利

用して上階へと至るように計画される。

またこのようなコモン・セルを含む集合住宅の住戸の配列は固定的なものではなく、それぞれ

の計画毎に固有のコモン・セルの空間性、そしてそれを巡る多種多様な動線を考案することが可

能であるという点で、従来の片廊下式あるいは階段室型といった画一化された集合住宅形式とは

大きく異なるのである。

3.各住戸のコモンセルー iSコモン・セル」

これまでの住宅では、居室ではない水周り部分を除き、大きく分けると、個室・寝室という個

のための空間と、居間・食堂という家族集団のための空間という 2つの部分の組み合わせ方に関

心が集中し、この二つの空間の関係、そしてそのいずれが外・社会と接する部分なるかが重要な

テーマとされてきた。これは建築家が現代の個人と家族の関係はどうあるべきなのか、そして家

族と社会の接点とはどうあるべきか、といった主題を空間の配列の問題として取り組んできたと

いうことを意味すると言えよう。

しかし基本的に居間と個室という二種類しかない空間(加えて外部空間との関係)の組み合わ

せは多様なものとはなりえない。また今日多様化しつつある社会の中の不特定多数の家族を対象

とする集合住宅でそのような家族像を提案することが建築家の役割なのだろうかという疑問も持

たれる。

そこで本研究では住戸の計画をより柔軟なものとするために第三の項目としてSコモン・セル

を挿入することを提案する。

Sコモン・セルは積極的に無目的であるような空間である。そして無目的でるようなコモン・

セルを居間と個室の中間に挿入することにより、必要な噌好、その時々の活動に応じて居間の拡

張として、また個室の拡張として使用されることに可能にするのである。このようなSコモン・

セルは様々な家族と個人の関係の在り方を可能にするものである。つまり Sコモン・セルは個人

と家族の関係を硬直したものでなくする為の柔軟なインターフェイスということが出来よう。

またSコモン・セルは私達が以前設計した高島平の集合住宅のような他人同士が住むワンルー

ム住戸の集合(これも新しい形の家族ということもできょうが)の緩衡とし得るだろう。
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Sコモン・セルは全て、外気と通路に面しており、建具等を活用して屋内とも屋外ともそして

半屋内として使用できるように作られている。従ってSコモン・セルを各住戸のエントランスと

することにより、 Sコモン・セルは社会と各世帯との柔軟なインコーフェイスとなり得るのであ

る。

4. 外観の刷新

以上に提案してきたようなコモン・セルを持つ集合住宅は、必然的にこれまでの集合住宅が

持っていた一面は全てベランダでもう一方は廊下という画一的な外観を全面的に刷新するもので

ある。(写真参考)

5. 残る問題点、と対策

現時点では、各住戸に挿入されるコモン・セルの外壁としての建具や床等の仕上げモジュール

化、そして設備、といったやや具体的な事柄に関するより詳細な検討が問題点として残されてい

る。

6. 研究発表の実績及び予定

研究発表は実用化計画が具体化した際に、そのモデルとして位置づ、けつつ行う予定である。

7.実用化計画

近々に実際の集合住宅計画において、本研究の成果を盛り込んだ建築計画を行っていきたいと

考えている。
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1 -13 建材のライフサイクルの研究

1. 研究の目的及び背景

財団法人建材試験センター 試験業務課

課長佐藤哲夫

環境評価の国際潮流の視点は、 「公害防止」から自然生態系の保全をも含む「かけがえのない

地球OnlyOne Earth (1972年6月第 1回国連環境会議)Jの環境保全への深化・クeローバル化し

ている。そして、この地球が「我ら共有の未来OURCO刷ONFUTURE (1987年2月国連環境特別委

員会東京宣言」として確保するには、 「持続可能な開発SustainableDevelopmentJが必要と

されている。

開発を投影するものとして、工業製品がある。この工業製品の環境に対する工学的・経済的評

価「ツール」として、ライフサイクル・アセスメントの概念がある。本研究は、建築材科に関す

るライスサイクル・アセスメントの体系化を試みるものである。

建築材料は、工業製品として出荷されたものが建築物という新たな生産物に使用されるもので

あり、長耐久性も含め特異な工業製品であるが、建築生産に関連する様々な行為が地球環境に与

える影響は、今や無視できなくなってきている。そこで、建築の側から積極的に環境負荷を低減

するためにも、建築材料の適切な性能評価が必要とされる。ただしこの場合、従来の多くの評価

基準類の様な、出来上がった建築物の性能の規定だけでなく、建築材料の原料採取から建設・解

体して廃棄処理に至るまでのライフサイクル全体を通した、総合的な性能評価が重要である。し

かし現状では、ライフサイクルの個々の段階でどの様な評価が必要であるか、どの様な評価が行

われているか、或いはそのための評価方法の有無等さえ明らかになっていない。

Z 研究の概要

2. 1 国際協定等及び環境政策等に関する動向調査

環境評価の要件のーっとなる地球環境に関する国連総会、国連環境計画 (UNE P)経済協力

開発機構 (OECD)、GATT:WTO、国際自然保護連合(1 U C N)等の機関及び政府間

協定並びに我国を含む環境問題の先進国である欧米諸国の環境政策について調査した。

2. 2 評価マトリクスの検討

建築材料のライフサイクル性能評価のマトリクスを構築した。

2. 3 ケーススタディ

評価マトリクスにより各工業会の協力を得て、マトリクスの実効性を検証した。



2. 4 マトリクスの活用性の検討

各目的・用途に応じたマトリクスの概念を提示した。

3 .国際協定等及び環境政策等に関する動向調査

環境に対する性能評価の基本要件として、国際協定及び環境政策について調査した。

調査の結果を資料-1に示す。

環境に関する主要国際協定であり地球環境保全のための人と国家の行動原則を定めたリォ・

デ・ジャネイロ宣言 (1992.6.8)を踏まえた、アジェンダ21の構造を図-1に示す。

また、我国の環境政策の基盤を成す環境基本法の概要を表-1に示す。

4. 評価マトリクスの検討

ライフサイクル・アセスメントは、工業製品の資源採取から廃棄・再生利用にいたる行為の各

段階における環境評価(健康、省資源・省エネルギー、環境負荷、廃棄物減量等)を継続的・ス

パイラル的な改善をシステムとして確保し、製品の生涯における環境問題改善の志向を評価する

指標と位置付ける。

このためには、原材料資源の採取・製品の設計・製造から廃棄・再生利用までのライフサイク

ルの各ステージを設定し、この各ステージでの環境評価の要求要件と因子及び評価要件を整備し、

マトリックス表を作成する。

4. 1 建築のライフサイクルの各段階

a) r処理行為」の抽出

建築のライフサイクルとは、ある素材が採取され、建築材料となり、建物として使われ、解体

されて、廃棄処分されるまでの一連の変化過程全体のことである。

そのライフサイクルは、人間の生産系の行為という観点から、図-2に示す3つの段階及び10

種類の行為(採取~廃棄処理)に分類可能である。 10種類の行為に従って、建築材料は同図のよ

うな物的変化をする。以下、これらの各「行為」を総称して「処理行為」と呼ぶ。

b) I処理行為Jの内容

(1)採取 :天然資源から必要な素材(原材料)を採り出すこと。

(2)製造 :原材料を加工し、必要な製品(材料・部材・部品)を生産すること。

なお、中間製品は何段階にも分けることができる。ただし、工場内等の一連の過

程の内訳はここでは考えず、材料・部材・部品が商品として流通する場合のみ内

訳を考える。

(3)建設 :部品を所定の位置に組み立て、 建築物を築き上げること。なお、現場に持ち込ま

れた材料・部材を現場で部品の状態に加工する作業もここに含む。

(4)供用 :建築物がその本来の用途としての使用に供されることであり、維持保全の必要性

を未然になくすような日常管理・運営等はここに含む。ただし、建築物を利用し

て行われる各種生産行為はここでは扱わない。

(5)維持保全:建築物やその部分の性能低下や陳腐化に対応して保全・修繕等を行うことであり、
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増築・改築等の行為はここに含む。時系列的には「供用」と同じ段階にあるが、

生産行為の一種である。また、内容を細分すれば、部分的な生産行為((1)--(3))

および解体行為 ((6)--(8))の集積である保管・輸送 ((9)--(10)) も付随する。

(6)解体 :不要となった建築物またはその部分を取り壊す作業、及び現場から排出される解

体廃材の簡単な分別作業を行うこと。

(7)廃棄処理:廃棄物を回収し、焼却等による滅容化・無害化等のための処理(中間処理)を施

し、捨てること(最終処分)。

(8)回収再生:再生資源を分別回収し、さらに何らかの形で再利用するための処理を施すこと。

これは(1)--(6)のすべの段階に於いて生じ、また別の段階、建築以外の分野へのリ

サイクルもあり得る。

(9)保管 :保管対象物を適正な管理のもと、ある期間蔵置すること。ものが動く際には必ず

付随的に発生する行為である。

(10)輸送 :輸送対象物を、ある地点から他の地点に移動させること。ものが動く際には必ず

付随する行為である。

4. 2 建築材料のライフサイクルと物的変化の相互関係

ライフサイクルの過程(採取~廃棄処理)における処理行為と、建築材料の物的変化の相互関

係を図-3に示す。

前段階における「生産物」が、次段階の「資材」になる関係がある。

* 1素材~製品:中間製品が何段階もあるが、ここでは単純にモデル化する。具体的材料の検討
に際しては、段階を分ける必要がある。

* 2建築副産物:前述したように、維持保全時・解体時等の副産物を含む一般的な意味ではなく、
本研究では「建築の新築工事に伴って発生する副産物」として捉える。

* 3解体副産物: ["" 6.解体」段階では「生産物」として解体廃材 (e.g.コンクリートガラ廃木
材)が該当し、それ以外の廃棄物 (e.g.粉塵、汚水)を「解体副産物」とする。

* 4回収再生: ["" 8. 回収再生」は、狭義には建材のライフサイクルの一過程として、解体され
た廃材を回収してそれを発生させる行為であり、広義には各処理行為(採取~廃棄処理)に共

通する存在行為(保管、輸送と同等の働き)とみなすこともできる。また、回収から再利用に

至るまでの経路には、建築分野の内外間での経路が考えられるが、ここでは単純化して図示し

た。

4. 3 要求の抽出

a)基本要求項目の抽出方法

処理行為のモデル化より抽出した構成要素は、上述した 1--町の目的と図-4に示す対応関係

にある。

1.処理行為自体の成立(全構成要素)

II.生産に関する要素(①~⑦の構成要素)

ill. 環境に関する要素(⑧~⑨の構成要素)

ill-l 資源枯渇

ill-2 環境汚染(破壊)

…インプット側の要素

…アウトプット側の条件

q
d
 



町.経済性などに関する要素 (0印の構成要素)
以下ではこの様な手法の「目的」と「構成要素」の対応から「基本要求項目」を抽出する。

b)基本要求項目の抽出

建築のライフサイクルに於ける手法の「目的」を直接関係する構成要素に対応させることによ

り、建築側への具体的な要求(基本要求項目)を抽出することができる。(表-2)以上のよう

に抽出した「基本要求項目」は、処理行為の構成要素に従って、表-3のように再整理すること

ができる。

C)各基本要求項目の概要

(1)概要

以下に示す要求項目は、地球環境への影響を減らすこと、すなわち、

①環境汚染対策

②資源枯渇対策

を目的とした場合、建築のライスサイクル全体に共通に要求される項目である。

(2) IZ.処理行為の成立条件」 …構成要素全般に対する要求

処理行為に対するさまざまな要求に対する手法を考える前提として、処理行為自体が成立す

るための各構成要素(副産物は除く)を最低限確保しておく必要がある。特に生産段階におい

ては生産物に対して、需要の存在、或いは需要量を満たしていることが要求される。

資材やエネルギー、労力などを削減する手法がその処理行為の成立の障害とならずに解決し

ているかどうかを判断する指標が必要となる。

(3) la.資材使用量の適正化」

資材使用量については、以下のような関係式が成り立つ。

[新規使用量={必要生産量/効率 (η)}一代替使用量]

必要生産量=資材使用量×効率 (η)

資材投入量=新規使用量+再使用(リサイクル)量

-・・③資材に対する要求

資材(新規使用資材)を得ることは、資源を消費することであり、その方法によっては資源

の枯渇に繋がる。総使用量を少なくする処理方法の工夫や代替資材の利用、資材のリサイクル

(クローズド化)などの適正化を進める必要がある。

(4) Ib.副資材使用量の適正化」

「①資材」と同様。

(5) IC.機能・性能の確保J

…②副費材に対する指標

…③生産物に対する指標

処理行為の生産物が、ある段階或いはその次の段階で必要とされる機能・性能を満たしてい

ることが要求される。設計上で機能・性能を満たしていることと、それが実現されていること

が要求される。

特に、建材等の品質レベルを下げずに環境問題を解決しているかどうかを判断する指標が必

要となる。

(6) I d，副産物の抑制」 …④副産物に対する指標

副産物の処理には再生などの量を減らす処理と、質を自然回帰(安定化)状態に戻す処理と

がある。環境汚染の原因となってるのは副産物のうち廃棄物の質自体(汚染物質)によるとこ

ろが大きいが、副産物の発生量か増えれば、再生資源の再生処理あるいは焼却・滅容化などの

処理に費やすエネルギー・時間なども増えるため、より積極的な環境負荷の低減策として副産

-114-



物全体の量自体も削減する必要がある。

(7) le.処理施設の合理化」 …⑤処理施設に対する指標

処理施設自体の空間占有、生産エネルギー、劣化消耗を低減することは、経済性の面から有

効なだけでなく、資源枯渇対策にも繋がる。処理施設には建築空間(空間・建物)と設備系

(設備機器・装置・家具・什器)がある。これらの手段物についても、図-1に示したような

ライフサイクルがそれぞれに存在するが、厳密に見れば無限に建築分野以外に広がる「入れ子」

の関係となってしまうので、 2次・ 3次以上に湖った関係については、ここでは扱わない。

(8) If.エネルギー消費この適正化」 …⑥エネルギーに対する指標

非更新性のエネルギーは、使えばなくなり資源枯渇に繋がる。エネルギーを消費すれば、環

境汚染物質 (C02等)や廃熱が発生し、環境汚染に繋がる。従って、処理方法の工夫等による省

エネルギーや代替エネルギー利用を進める必要がある。

(9) Ig.処理行為の省力化」 …⑦労力に対する指標

労力については、一般には削減という要求があると考えられる。機械化・ロボット化・自動

化による省力化・合理化が図られている。ただし、時には人手をかけてゆっくり作ることが必

要な場合もある。また、単に〔労力〕と言っても、単純に人工数(量的なもの)で見るか労働

者の技能(質的なもの)をも考慮するか、あるいは肉体的労力と知的労力の違いをどう扱うか

等々、色々な見方がある。ここでは、これらを総合したものとして「処理行為の省力化」とす

る。

(10) Ih.処理行為条件の向上」 …⑧労力に対する指標

処理行為の安全遂行は基本的な要求であり、作業効率の向上、労働力の確保にも関連する。

対象 作業者(自身)ここで扱う

作業者(他人)

第三者 「⑨環境破壊の抑制(周辺環境)Jへ

〔注〕作業者自身…ある作業行為に着目したとき、その行為に従事している者。

作業者他人…現場内にいる人間の中で、作業者自身以外の者。

第三者………現場外の者(通行人、近隣住民…etc.) 

(11) I i.その他の環境への影響の抑制」 …⑧環境に対する指標

地球上の一生命体として、生活の基盤となる自然環境を汚染することは、我々自身を滅ぼす

ことにも繋がるので極力避けるべきである。

対象 作業環境=I⑧作業性の向上(作業者)へ」

周辺環境=第三者 ここで扱う

地球環境

〔注〕作業環境…作業空間を取巻く環境(照明、音、熱、空気等)。

周辺環境…現場周辺を取巻く環境(日照、振動、ビル風、音、空気等)。

地球環境…被害、影響が国境を超える規模の環境(大気、水等)。

周辺環境には、この他にも地球環境、都市環境などの様々なレベルの捉え方が存在する。

以下の各項目は他の構成要素にも関係するが、それぞれの項で述べた通り、ここで扱う。

入力(Input)時の環境への影響→①資材投入(資源枯渇以外への影響)

処理時の環境への影響 →②廃棄物排出(資源枯渇以外への影響)

→⑥エネルギー投入(資源枯渇以外への影響)

p
h
d
 



出力 (Output)時の環境への影響→④(臭気等dで扱う以外のもの)

d)その他の要求項目…総合的な指標

以下に示す2項目は、総合的指標であり、前述の10項目を総合したものであるため、特に独立

した項目としては取り上げないものとする。

(1)時間の短縮 ・・・時間による指標

生産行為に要する時間が長期化すると、品質の劣化、行為維持のためのコスト上昇等の不都

合が発生しやすいため、一般には時間の短縮が要求される。しかし乾燥、熟成、耐力発揮、な

じみ等、時間をかけた方がよい場合もあり、一概に時間が短縮されればよいとは限らない。他

の構成要索とのバランスを総合的に考慮しなければならない総合的指標であるので、ここでは

とりあげない。

(2)費用の削減 …資金による指標

一般には、コストパフォーマンス向上のため、コスト低減が必要である。 rコスト」・「プ

ライス」は、他の構成要素すべてを総合した指標である。もし、コスト低減を要求として挙げ

ても具体的意味をもたない。

4.4 ライフサイクル要求項目マトリクス

抽出した「ライフサイクル」、 「基本要求項目」を 2軸とするマトリクスに、ライフサイクル

の各段階における要求項目を整理した(表-4)。このマトリクスに整理した項目は、各ライフ

サイクル段階について、基本要求項目を具体的構成要素及びそれら相互の関係に対応させて、項

目に漏れのないように網羅性に十分に配慮しながら演鐸的検討を行った結果抽出したものである。

E ケーススタディ

普通合板、木片セメント板、コンクリート、 ALCについて、 4で構築したマトリクス表に基

づきケーススタディを行った。これらの材料は、建材として多用されており、相互にユニークな

特性を持っているものである。これらを具体的に想定することによりマトリクスを構成する評価

項目は、各材料に即した具体的な評価項目に変換されることになる。その際、ある評価項目は更

にブレークダウンされることになり、同時に直接当該材料と関わりのないものは省かれることに

なる。

ケーススタテeィの結果を表-5--表-9に示す。ケーススタディによりライフサイクル性能評

価に有効であることが明らかになった。ただし、網羅的であるものの評価するには評価目的・用

途により単純化する必要が認識された。このことは、評価・判断基準を設定する際に不可避とな

る。

6. マトリクスの活用性の検討

評価マリトクスをライフサイクルの各ステージと要求項目の関係で構築したが、評価目的・用

途によっては細分化したライフサイクルのステージでは不便なケースが発生することが予測され

る。例えば消費エネルギー量について検討する場合、生産に関する全段階をまとめた消費エネル

ギーでなければ算出できない材料も多いと考えられる。
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従って、評価目的・用途により変形することが必要となる。この際、ライフサイクル全体を次

の3段階に大別することを基本とする。

①生産に関わる全段階…採取・製造・建設の各段階

②供用段階 …供用・維持保全の各段階

③処理に関する段階 …解体・廃棄処理・回収再生の各段階

同時に、どの様な目的で、誰が、どの様な要求により、評価を行うかを明確にする必要がある。

その体系を図-5に示す。

7. これから期待される成果

当研究は、建材のライフサイクル性能評価の基本・ガイド事項を体系化したものである。従っ

て、環境行政施策、材料規格化の検討資料から各工場の問題点の抽出とその改善評価まで多用に

活用可能と認識する。

a 今後の課題

網羅的に整備したが、実態的な活用性を想定したより具体的な検討が必要である。同時に、判

断・評価基準についても、基本的には活用者自身が設定すべきのものであり法令基準、 J1 S等

の規格基準は調査しているが実態的な検証と体系化は、今後の課題として残されている。

n
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1 -14 建築材料燃焼性試験の

試験所間国際較正

1. 目的と背景

早稲田大学理工学部建築学科

教授長谷見雄

安全規制の対象となったり、規制によって市場が成り立つ防火材料のような製品の開発は、一

般に規制に合格するように設計して開発されることが多いから、火災安全性試験が製品分野の国

境を超えて標準化されれば、産業構造の流動化や市場の国際化を促進することは疑いをいれない。

しかし、一方で、最近、国際標準化が検討されているような火災安全性試験法は、燃焼発熱・熱

流の測定技術の高度化に裏付けられており、試験装置の製作、維持自体に高度な技術が必要なだ

けでなく、試験の実施にも、既往の試験法に比べて高度な技術・技能が必要で、特に熱流測定に

ついては、再現性を確保する管理技術が十分確立しているとはいえない。安全性試験の国際標準

化が真に市場の国際化や火災安全対策の透明化に寄与するためには、相互認証が行われる地域・

国のどの試験機関においても、同ーの材料について(ある許容誤差範囲内で)同ーの試験結果が

得られるという再現性の保証が成り立っていなければならないが、現在のところ、試験技術の水

準は、国や試験機関によってまちまちであるから、高度な技術を必要とする試験法を国際標準と

するのは、技術的・政策的に困難である。

こうした事情を背景として、西欧や北米等ではIS05660燃焼発熱性試験(コーンカロリーメー夕、

図 1)等について、同一材料を試験体として使用して試験機関間で試験結果の一致が達成される

ようにするラウンドロビンを実施してきた(文献 1等)。しかし、このような試みは、当面、単

一市場の形成が予測される範囲でしか必要性が認識されにくいから、それ以外の地域ではほとん

ど進展しなかったし、このような試みが西欧・北米で地域を超えて拡大することもなかった。一

方で燃焼発熱・熱流等の測定を伴う試験法は、西欧・北米以外でも、試験法として導入されたり、

西欧・北米を市場とする製品の安全性評価を目的として利用され、研究レベルでの使用も進行し

ている。しかし、このような測定法に関する再現性の確保の試みが西欧・北欧以外では十分進展

しない結果、現状では、これらの測定法・試験法に関する信頼性や試験の応用・普及については、

国際格差が生じつつあるように考えられる。

一般的な試験機関が燃焼発熱・熱流測定の再現性を確保する方法としては、現状では、同ーの

試験体を使って複数の試験装置でデータを比較するのが、最も容易かっ現実的である。この方法

(ラウンドロビン)は、ある程度の数の試験機関が協力してデータ比較することによって初めて

可能になるが、例えば、小型材料レベルでは最も有力な燃焼性試験法であるIS05660燃焼発熱

試験については、現在、 一国で再現性の統計的評価ができるほどの数の装置を有するのは米国以

外に存在せず、日本を含めて世界のほとんどの国・試験機関は、何らかの国際協力を行わない限
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り、試験の信頼性を確保するのは事実上不可能である。しかも、現状では、北米と一部の西欧以

外では、 一国の中ですらこのような試験研究機関間の協力体制が十分には組織化されていない。

本研究課題では、内外装材料等の次世代火災安全性評価試験として有力視されているIS05660燃焼

発熱性試験をとりあげ、上記のような観点から実施した国際試験所間燃焼性試験・測定較正につ

いて、得られた成果を述べる。また、このような試験法の今後の利用の一つの重要な展望として、

各種試験と本試験の結果の関係を解明したり、本試験の結果をシュミレーションモデル等に投入

して火災性状の予測を行うこと等があげられる。この展望を図る意味で、本研究で使用している

のと同じ材料を、建設省建築研究所で実施している総合技術プロジェクトの一環として行われて

いる各種試験でも試験体として使用し、各種の材料に関する小型から実大までの規模の燃焼性試

験データのデータパンクを作成している。

Z 試験所間較正の計画

2-1 参加機関

本研究を構想した平成7年の段階で、日本国内でコーンカロリーメータを使用している試験研

究機関は 6機関あった。この全機関がラウントロビンに参加できる見通しがたっていなかった、

また、中国、台湾等でもコーンカロリーメータの使用を始めた機関があり、外国とのデータの比

較を希望していたことなどを考慮し、まず、アジア・オセアニア地域でコーンカロリーメータを

有する全試験研究機関に参加呼びかけを行ったうえ、他地域でも参加に関心を示した機関を招聴

し、以下の13機関が参加した。但し、うち 5機関はデータに、現時点では明らかな異常があると

判断されたため、分析はそれらを除いた 8機関の報告値についてのみ実施した。

建設省建築研究所

林野庁森林総合研究所

北海道立林産試験場

社団法人日本船船品質管理協会船船鱗装品研究所

内政部建築研究所準備処(台湾)

中国建築科学研究院(中国)

中国科学技術大学(中国)

国立林産研究所(スロバキア)

LSF火災試験研究所(イタリア)

米国国立森林研究所(アメリカ)

CSIRO建築技術研究所(オーストラリア)

高分子・繊維研究所(ポーランド)

ロンドン大学クインメリー&ウエストフィールドカレッジ(イギリス)

試験機関名は、以後、試験機関と試験結果の関係を公表しない目的で、アルファベット大文字

(A， B， C，…)で示す。 A，B， C，…の順番は、上記の試験機関名の順番とは全く関係がない。

2-2 試験体

燃焼発熱総量、養生条件の影響の程度等を考慮して、以下の 5種類の材料を使用した。 PMM
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A、中密度繊維板は燃焼発熱総量が大きく、 PMMA、塩化ビニル鋼板、塩化ビニル板は、基本

的に養生が不要な材料である。試験体はそれぞれ、同一製品の同一生産ロットのものを十分量確

保して100x 100mmの寸・法に裁断し、参加機関に配布した。

PMMA 透明、 10mm厚、密度1180kg/rrf、三菱化成製「アクリライト」

中密度繊維板 (MDF) 南洋材、 12mm厚、密度640kg/rrf 

塩化ビニル鋼板 (VC S T)黒、 0.6mm厚、密度6870kg/rrf、東洋鋼飯製

石膏ボード (GB) 9.5mm厚、吉野石膏製「タイガーボード」

塩化ビニル板 (PV C) 灰色、 2mm厚、密度1420kg/rrf、タキロン製「タキロンプレート」

以後、簡単のために、それぞれ、 PMMA、MDF、VCST、GB、PVC等と略称するこ

とがある。

2-3 試験方法

加熱条件を30kW/ rrf、50kW/ rrfの2段階、試験体位置は水平方向のみとした。 A.S. T M.の

ラウンドロビンでは加熱条件として25kW/ rrf、50kW/ rrfを選んでいるが(文献 1)、事前の測定

で、選択した材料の中に、 25kW/ rrfでは安定な着火が確保されないと考えられるものがあった。

試験体を水平方向に設置するのはISO規格に従うためで、A.S. T M.のラウンドロビンでもこの

条件で試験している。中密度繊維板及び石膏ボードは、試験前にIS0554(養生・試験のための標

準雰囲気条件の仕様)に基づいて養生することとした。燃焼発熱測定したのキャリプレーション

は、メタノールを放射加熱しない状態で100mf、200mfの2段階で燃焼させ、完全燃焼を仮定して、

酸素消費量から燃焼発熱推定の係数を決定した。参加機関のうち、国内の試験機関には、同ーの

熱源で校正した熱流計を配布して、各機関の熱流計と較正するよう要求したが、較正の方法が徹

底せず、較正を行わない機関があったようである。

以下の項目について、計測・報告を要求した。

試験前及び試験後の試験体重量

着火時間

燃焼発熱速度の時間変化

最初のピーク発熱速度及びピークまでの時間

180秒における平均発熱速度

180秒、 300秒、ならびに燃焼終了までの燃焼発熱量

試験終了までの平均実効燃焼熱

燃焼継続時間

3. データの分析

3-1 データの分析方法

IS05725 (試験方法の精度一試験所間較正における標準試験の反復性・再現性の決定)に基

づいて各機関からの報告値を分析した。分析では、ある試験条件のもとでの試験結果yは、真の

平均値m、試験所間のばらつき B、ランダム誤差eの和、

y =m + B + e (1) 

で表されると仮定して、反復性 (repeatability)、再現性(reproducibility)の2つ統計量を算出

円
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した。

反復性は、材料・試験条件・試験機関・試験装置・試験実施者が全て同一で、十分短い時間内

に実施された 2つの試験の結果が一致する度合を表す。このような一連の試験結果があってその

標準備差がσrである時、反復性値(普通、 rで表す)は、 r= f・21/2σrで定義され(fは

試験結果及び試験結果のばらつきの分布の関数形で決まる定数)、この条件のもとで実施された

任意の2つの試験の結果の差が確率95%以内となる範囲を表す。一般の試験ではσrの真値が得

られるわけではないから、その推定値srを使って、次式から計算する。

r =2. 8sr (2) 

再現性は、試験機関・試験装置・試験実施者を代えた時、同一の材料を同ーの試験条件で試験

した結果が一致する度合を表し、再現性値(普通、 Rで表す)は、この条件のもとで実施された

任意の2つの試験の結果の差が確率95%以内となる範囲として定義される。試験所間の差異に由

来する試験結果の標準偏差をaLとする時、 R=f・21/2 (σL2+σr2)1/2で表され、 σLの真

値が得られない場合、反復性と同様に、その推定値sRを使って、

r =2. 8sR 

から計算される。

但し、 GB、PVCについては、 30kW/ rrfの加熱条件では着火に至らないとの報告があったが、

その場合、 r、R値が計算できないため、着火に至らない場合については別途定性的な考察を

行った。また、一部の参加機関は、使用するデータ処理ソフトや装置の制約で十分な数の報告値

を提出できないものがあった。このため、報告値の数が統計分析上、有効でないと考えられる場

(3) 

合もあったが、それらについても、一応、統計分析を行った。

3-2 試験結果の反復性の再現性

試験前後の試験体重量差、 着火時間、最初のピーク発熱速度、ピークまでの時間、着火から180

秒までの燃焼発熱量、着火から300秒までの平均燃焼発熱速度、着火から300秒までの燃焼発熱量、

燃焼終了までの燃焼発熱量、平均実効燃焼熱、並びに燃焼継続時間に関する平均値 (m)、反復

性(r )、再現性 (R)を整理した、表 1に示す。また、平均mとr、Rの関係を図2に示す。

図のグラフの太い実線はRを、また細い実線を rを表わし、 r、Rをそれぞ、れmの一次式

r=a3+b3'm 
(4) 

R=A3+B3.m 

で表わした時の係数、 a3、b3、A3、B3の値も示している。図 2で明らかなように、発熱

速度、燃焼発熱量、着火時間については、 r、Rは平均値の増加関数となっているのに対して、

平均実効燃焼熱、燃焼継続時間の r、Rはそれぞれの平均値とは見掛け上無関係にほぼ一定値と

なり、試験前後の試験体重量差は、平均値に対して減少関数になるという傾向が見られた。観測

誤差や試験条件に現れる誤差は、一般には測定量の平均値とともに増大することが多いと考えら

れるから、試験体重量差に関する r、Rの傾向は一見不自然であるが、試験体の大部分が分解す

る材料 (MDF、PVC)よりも、全重量に対する重量減少の比が小さい材料(GB、VCS T) 

の方が、 r、Rが小さくなる傾向を示しているとみることができる。

着火時間、発熱速度、ピークまでの時間、全発熱量をみると、 PVCに関する r、R値が他の

材料に比べて大きくなる傾向が見られるのに対して、 PMMAでは r、Rとも比較的小さい範囲

に留まっている。 PVCは、着火温度前後で変形を示すため、変形の状態によっては着火が不安
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定であるうえに、着火後も変形の様態によっては燃焼性状も試験体に選んだ他の材料に比べて不

安定になる傾向があったようである。 PVCは養生の必要がなく、しかも燃焼発熱総量が中間的

なものを代表させる目的で試験体に採用したが、この結果からみると、少なくとも試験機関聞の

再現性を維持するプログラムが確立していない段階で、試験機関聞の再現性の評価と向上を目的

とするラウンドロビンに使用する試験体としては適当とはいいがたい。

3-3 試験機関の傾向の分析

本ラウンドロビンは、 IS05660燃焼発熱試験の再現性・反復性自体の定量化や参加機関の試

験技術の評価を目的とするのではなく、本試験の経験が浅い地域において、国際的に流通し得る

程度に試験技術の信頼性を高めるととも、工学的に利用可能な程度に燃焼発熱の測定精度を向上

させるための指針を誘導しようとするものである。ここでは、本ラウンドロビンの結果について

は、その再現性・反復性のような統計的性質を評価するだけでなく、再現性・反復性に問題があ

る場合、その原因をできるだけ具体的に推定し、改善の指針を誘導できるような方向で、分析を

進めたい。

ラウンドロビンの報告値は、時間・重量減少等の「単純な」パラメー夕、蓄積・時間積分を表

すパラメー夕、 2以上のパラメータの比で定義されるパラメータに分類できる。試験機関の試験

実施体制に何らかの問題がある場合、その傾向は、このように分類されるパラメータに異なって

現れることが予想される。表2は、各試験機関の試験結果がOutlier、Stragglerとなった件数を、

パラメータの性格ごとに整理した結果で、ある。表には、 A.S. T.M.で実施されたラウンドロビ

ンでのOutlier、Stragglerの比率も比較のために記載したが、それによると、今回のラウンドロ

ンでは、 Outlierの比率が大きいにもかからわずStragglerの比率はA.S. T.M.ラウンドロビン

よりかなり小さくなるという結果になっている。 A.S. T.M.と今回のラウンドロビンとでは、

試験を繰り返して、それ以前に当該試験機関で得られたデータとかけはなれた結果が観測され

た時、 A.S. T.M.ラウンドロビンでは、試験回数を最大で本来の2倍まで増加させ、近接する

データだけを取ってデータ処理するようにしているのに対して、今回のラウンドロビンでは、そ

れを行っていない点でデータの扱いに差がある。材料試験で試験結果にばらつきが生じる原因と

しては、試験装置の性能や試験実施者の技量、試験機関の施設・管理条件だけでなく、試験体自

体の性能にばらつきがあることも考慮すべきなのであり、 A.S. T.M.ラウンドロビンでは、試

験装置の性能に起因するばらつきだけを極力、抽出するという観点から上記の措置をとっている。

本ラウンドロビンでも、同様の措置をとれば、 Outlierの比率は低減できたのではないかと推

測される。

Outlier、Stragglerとなった件数が当該試験機関の報告件数に占める割合を取ると、 E、F、

Gの3機関はOutlier、Stragglerの合計が約5%以内に留まっているのに対して、 D、Iではそ

の合計が10%を超えている。試験機関D、Iでは、反復性においてOutlier、Stragglerとなって

いるケースが目だつており、試験法への習熟、試験装置の操作環境の整備等が十分整備確立され

ていないと考えられる。また、試験機関 I、Jは、報告値の数が特に少なく、本来、報告を要求

した数全体の40%に満たない。本試験の実施やデータ処理に十分習熟していないことが窺われる

が、このように試験結果が少ない場合、当該機関の傾向を分析するのは困難である。また、表2

の分類に従って各試験機関の傾向を把握するために平均値に対する各機関のデータの傾向を整理

すると、図3のようになる。時間に関するパラメータは数値が大きい程、着火・燃焼の進行等が
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遅延する傾向があることを示しており、試験機関Fは全体に平均より遅い領域に集中し、 Gは速

い領域に集中している。これらほど顕著ではないが、試験機関Dは試験機関Fと同様の傾向があ

ることが窺われる。また、燃焼発熱速度に関するパラメータは試験機関B、F、Jでは平均より

小さめ、試験機関Gでは大きめの領域に集中している。このように、名目加熱強度を同一にした

にもかかわらず、試験機関によっては加熱強度に系統的な差が現われたと推測される原因として

は、次のようなものが考えられる。

①キャリプレーション用熱流計の機差

加熱強度の把握に使用した熱流計は、本ラウンドロビンでは一部の機関間でしか相互に較正さ

れていない。試験所間で熱流計が較正されていない場合、その指示値に系統的な差が生じた可能

性がある。一般に試験体の加熱強度が大きければ速く着火・燃焼が進行し、燃焼発熱速度も大き

くなるはずであり、加熱強度が小さければその逆になるはずである。

②試験体の養生

試験体の養生条件が異なる場合、吸湿性を有する材料では試験機関間で試験結果に系統的な差

が生じる可能性がある。この差は、試験体が吸湿しているほど、着火・燃焼の進行が遅れ、発熱

速度のピーク値等も小さめになるように現われるはずであるから、時間に関するパラメータと発

熱速度が負の相関を示すとしたら、試験体の養生条件もその原因になり得る。

養生条件による試験結果の差異は、本ラウンドロビンに使用した材料の中では、吸湿性の大き

いMDF、GBにおいて最も顕著に現われることが予想されるが、試験機関GではOutlier、

StragglerはPMMA、MDF、VCST、PVCについて 1回づっ現われており、吸湿性の

大きい材料に特徴的に現われているとはいえない。また、試験機関FではGBで2回、 PVCで

1回、 Outlierが現われているが、この 3回のうち 2回は反復性に由来するものであり、吸湿

性の高い材料でRが特に低下するという傾向はみられない。従って、本ラウンドロビンにおいて、

一部の機関間に、時間・発熱速度の聞に負の相関が見られたのは、熱流計の機差に由来する可能

性が高い。

加熱条件の管理・養生に由来する試験所閣のばらつきは、発熱量(発熱速度の時間積分値)を

とるとかなり解消されるはずで、事実、図3の蓄積値をみると、試験機関B、D、E、F、Gの

間では、少なくとも平均値には顕著な差が見られない。しかし、試験機関Hで蓄積値が他機関よ

り目だって大きくなっており、発熱量のキャリプレーションにおいて系統的なずれがあったか、

積分値の計算プログラムに何らかの問題があったことが予想される。試験前後の試験体質量差に

ついても、試験機関聞の差は小さいが、試験機関Gにおいてやや高めの値になっているのは、試

験機関Gの加熱強度が他機関よりも高かったことを推測させるものである。しかし、試験機関F、

Gは、前述のように、 Straggler、Outlier、の発生比は他機関よりも小さいのであるから、キャ

リプレーション用熱流計の機差の解消だけが、当面の課題であると考えられる。

図3をみると、試験機関B、Eについては、時間・発熱速度の間に正の相関が見られることか

らみて、熱流計、養生条件が原因で再現性に悪い影響を及ぼしたとは考えにくい(注:この2機

関の間では熱流計は相互較正されている。)試験機関Bは、 Outl ierとなったのが時間に関す

るパラメータのみとなっており、特に着火時間に集中している。試験機関Bの着火時間に関する

Outlierは材料別にみると、PVCに集中し、加熱条件では50kW/ rrfに集中している。 PVCでは

着火の様態がやや不安定であること、また、加熱が強いほど着火時間は短いから着火の定義の差

がぱらつきの程度に及ぼす影響が大きくなりがちなことから鑑みて、試験機関Bでは、着火の判
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定に他機関とは異なった判断を行っていたか、当試験機関での着火の判断基準が明確でないこと

を推測される。試験機関Eでも、 Outlierとなったパラメータのほとんどは時間に関する報告

値であり、中でもPVCにおいて顕著であるが、 OutlierとStragglerの出現は、加熱条件別に見

ると、 30kW/ rrfで各々 1回づっ、 50kW/ rrfで各々 2回及び1回となっており、試験機関Bほど明

瞭な傾向が見られない。

試験機関I、Jについては報告値が少ないため、評価を行うのは難しいが、図3を見ると、試

験機関 Iでは、時間データのばらつきは小さいにも関わらず、燃焼発熱速度データのばらつきが

顕著であることが特筆される。このようになったことを説明する要因としては、試験室雰囲気の

酸素濃度の変動を大きく、酸素消費量が排気酸素濃度から正確に推定されていないことなどが考

えられる。もしそうであれば、試験室の換気条件の改善が本質的な解決となるが、酸素消費量の

計算において、雰囲気酸素濃度の仮定値を、試験直前の瞬間値やアプリオリな仮定値(例えば

20.95%)とするのではなく、試験直前のある程度の時間の平均値とすることによっても、あ

る程度、改善されよう。

4. まとめと今後の課題

本ラウンドロビンでは反復性rについては過去に実施された北米等のラウンドロビン等と近い

結果が得られたのに対して、再現性Rは、過去のラウンドロビンに比べてかなり劣る結果となっ

た。その原因としては、過去のラウンド、ロビンでは使用されなかった塩化ビニルで反復性r、再

現性Rがともに大きな値を示した以外には、参加全機関の間で結果に差が生じたというよりも、

2、3の参加機関で他の機関と著しく異なる試験結果となったことが大きく働いていよう。特に

反復性値 rが小さいにも関わらず、他機関と系統的にやや異なる結果となっている場合は熱流計

の機差に主要な原因があると推測されるから、熱流計の相互較正を徹底させれば再現性の向上を

容易に実現できると期待できる。また、発熱速度で反復性値が大きくなった場合は、ガス分析の

初期条件として瞬間値や一定の仮定値を使用していることが主要な原因と推測される。この場合

は、酸素濃度の初期条件を実験前の時間平均値とするようにガス濃度測定値に基づく発熱速度推

定プログラムを変更することで反復性・再現性の向上が図れると考えられる。一部の参加機関で

報告値の数が不十分となっているが、試験装置出荷時に添付されたデータ処理ソフトウェアをそ

のまま使用しており、そのソフトウェアでは直接出力されないデータが未報告となっている。こ

の点でも、燃焼発熱測定については、現在、市場に流通している試験装置では添付することが一

般化されていながら、 1S 0では標準化されていないデータ処理について、技術指針を整備する

必要が大きい。

なお、再現性に影響する要因で重要なものとして、加熱ヒータ一、測定器(熱流計、ガス分析

計)の機差があげられる。これらは、反復性の高い材料 (PMMA等)を使用すれば把握が容易

であり、反復性の高い材料を使った試験結果に基づいて機差の影響を排除することは技術的に困

難ではない。従って、ラウンドロビン等においては、最初に反復性の高い材料を使って各試験機

関のデータを比較し、各機関の傾向を指摘して必要があれば補正を要求したうえで、多数の試験

体を使用する試験に入るという手順を取ることにすれば、より効率よく、再現性の確保を図るこ

とが可能になろう。特に、熱流計の機差の影響については、基準となる共通熱流計を事前に参加

機関に回覧し、各機関の使用する熱流計と較正を行うことによって、機差の影響を最小限にする
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ことができょう。

なお、 IS05660(コーンカロリーメータ)を含む各種燃焼性試験(他に、IS09705ルームコーナー

試験、 IS01182不燃性試験、中間規模燃焼性試験)のデータベースは、試験成績ではなく、発

熱量、温度等の生データ自体をデータベース化することに意義があるが、その量は膨大であるた

め、サーバ内に保管し、試験に参加した機関がアクセスできるようにするシステムを構築中であ

る。

また、今回のラウンドロビンの参加者は、日本国内の機関を除き、これまで相互に関係をもっ

たことのない機関が大半である。頻繁に相互連絡することを通じて、相互理解と協力の枠組が形

成できたことは、今後活発化していくと考えられる防火試験の国際化において貴重なインフラに

なるものと期待される。

参考文献
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煙i農度測定

1805660燃焼発熱試験装置(コーンカロリーメータ)の構成概要
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(c)最初のピーク発熱速度 (kW1m2) 
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(i}平均実効燃焼熱 (MJ/kg)
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(a)時間に関するパラメータ (b)燃焼発熱速度に関するパラメータ
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表 1 各材料の試験結果概要

(a)試験前後の試験体重量差

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m2) 

Number of labs. 。。 8 8 8 8 8 7 6 6 
mean (m) 0.205 0.174 0.953 0.949 0.840 0.837 0.233 0.106 

repeatability (r) 0.038 0.046 0.008 0.020 0.027 0.008 0.066 0.038 

Reproducibility (R) 0.1160.134 0.028 0.069 0.125 0.106 0.156 0.175 

(b)着火時間(秒)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW/m勺

Number of labs. 7 8 8 8 8 7 4 8 2 5 

mean (m) 70.75 28.37 82.18 30 23.9 9.783 100.7 32.5 25.91 

repeatability (r) 6.292 3.875 8.952 7.057 4.936 1.598 13.81 6.868 4.808 

Reproducibility (R) 28.91 10.39 42.14 16.3 7.508 11.88 36.84 18.69 39.36 

(c)最初のピーク発熱速度 (kW/mつ

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m2) 

Number of labs. 8 8 8 8 8 8 5 7 5 6 

mean (m) 685.4 942.7 199.3 257;1 139.3 154 53.19 90.21 76.68 54.66 

repeatabi1ity (r) 46.48 127.1 19.37 18.86 28.06 17.46 6.604 6.811 44.05 17.51 

Reproducibi1ity (R) 224.4 214.2 74.48 101.1 97.34 135.8 128.9 120.3 206.1 137.3 
L一一一

(d)ピークまでの時間(秒)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW/mり

Number of labs. 6 5 5 6 6 6 4 6 4 5 

mean (m) 510.9 383.8 69.78 47.11 27.22 19.67 92 目 37.39 243.1 55.06 

repeatabi1ity (r) 47.93 18.43 5.465 5.636 4.702 3.642 11.58 3.857 46.07 6.946 

Reproducibi1ity (R) 185.1 68.35 114.7 33.21 16.18 15.39 150.6 40.76 100.1 118.4 
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表 1 各材料の試験結果概要(つづき)

(e)着火から180秒までの燃焼発熱量 (MJ/m2)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m') 

Number of labs. 4 4 3 4 4 3 3 3 3 

mean (m) 58.03 85.56 21.98 26.38 2.217 2.025 1.7 2.092 10.13 

repeatability (r) 4.233 7.888 1.09 1.629 1.034 0.177 0.906 0.289 4.645 

Reproducibility (R) 18.46 26.14 6.792 5.595 2.226 3.79 2.48 3.94 4.658 

(f)着火から300秒までの平均燃焼発熱速度 (kW1m2) 

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m') 

Number of labs. 4 4 4 4 3 3 3 4 2 2 

mean (m) 390.4 590.5 101.1 125.8 8.95 10.44 7.189 9.15 

repeatability (r) 18.16 51. 04 10.33 10.54 6.89 5.471 3.453 4.52 

Reproducibility (R) 138.1 221.5 24.55 31.45 12.1 6.876 3.528 3.944 

(g)着火から300秒までの燃焼発熱量 CMJ/m2)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW/mり

Number of labs. 4 4 3 4 3 2 2 2 3 

mean (m) 113.2 169.4 29.88 36.63 2.811 12.37 

repeatability (r) 6.338 15.87 1.044 2.467 1. 921 4.832 

Reproducibility (R) 28 53.21 10.42 8.007 2.837 15.47 

(hl燃焼終了までの燃焼発熱量 CMJ/m2)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m') 

Number of labs. 6 6 6 6 6 5 4 6 3 5 

mean (m) 278.3 274.9 74.76 79.61 2.8 2.694 1.92 4.167 7.123 16.1 

repeatability (r) 18.75 13.64 8.209 10.17 1.842 0.553 1.13 2.943 1.782 2.927 

Reprod uci bili ty (R) 50.46 46.1 32.42.37.54 3.183 5.068 3.165 5.82 23.73 31.65 
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表1 各材料の試験結果概要(つづき)

( i)平均実効燃焼熱 (MJ/kg)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m!) 50 50 

Number of labs. 3 3 2 3 3 3 3 3 2 2 

mean (m) 23.23 23.09 11.98 14.03 13.72 2.856 2.744 

repeatability (r) 1.344 1.305 1.879 10.53 5.905 1.388 1.982 

Reproducibility (R) 2.098 2.314 1.948 12.4 8.461 1.561 1.624 

(j)燃焼継続時間(秒)

Products PMMA MDF VCST GB PVC 

Flux (kW 1m!) 

Number of labs. 5 5 5 4 4 5 3 4 4 3 

mean (m) 664.7 484.8 795.8 510.1 143.7 82.8 177.3 194.7 403.4 212.4 

repeatability (r) 37.66 38.63 47.3 23.03 1.32 4.467 4.398 5.442 310 13.79 

Reproducibility (R) 269.1 186.3 591.2 907.2 482.7 225.4 417 365.3 872.3 595.4 

表 2 パラメータの分類と試験機関の Outlier. Stragglerの分布

Lab. rer B D E F G H j Tot 

Type or date State o:s 0: S 0 : S o s 0 : S 0 : S 0 : S 0 : S 0 : S 

N"of part 58 88 100 58 75 70 27 33 509 

Mass Loss 77 1: 1 2:2 

Tig 68 3: 5 : 1 I 

Simple T peak 57 2 : 1 4 : 2 

T end 47 2 5 : 0 

Peak 76 2: 1: 1 5:2 

Tot 180 35 3 3: 0 

Cumul Tot 300 31 2 : 1 2 : 1 

Tot rhr 57 2 : 1 3: 5 : 1 

Ave 300 33 :3 0:4 
Combi 

1 : 2 1 : 2 ehc 28 

Total 509 4:0 12: 8 3:2 3 : 0 2:2 4 : 1 2:2 2:0 32: 15 

aaτ 
q
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Outlier : Straggler 

Tot rel (%) 

2.60 2.60 

7.35 1.47 

7.02 3目51

10.64 0.00 

6.58 2.63 

8.57 0.00 

6.45 3.23 

8.77 1. 75 

0.00 12.12 

3.57 7.14 

6.29 2.95 

A. S. T. M. results 



1 -15 海外の住宅・建材産業及び建設分野に

おける品質保証体系調査

財団法人建材試験センター

環境マネジメントシステム審査室

室長内 回 晴久

1. 本研究の背景

住宅、建材等の建築・建設分野においては、基本的な正確が地場産業のため、貿易上での必要

性から求められている品質システム審査登録制度は顧客からの要求も少ないため普及が遅れてい

たが、圏内の建設会社が 1S 09001、9002を取得、建設省が 1S 09000シリーズによるパイロッ

ト工事を実施するなど、最近、急速に建設分野においても 1S 09000シリーズによる品質保証が

注目されている。

また、住宅、建材メーカーにおいては今後の普及を予測し自社の品質管理をJISの体制から

1 S 09000シリーズに移行する企業が増えてきている。

我が国の建築分野においては、通商産業省と建設省が建築関連の国際標準化活動への取り組み

を総合的に検討するため、側)建材試験センターに設置された iISO/TAG8 (建築)等圏内

検討委員会」の活動を通じ建築分野の標準化及び動向を調査し、 1SO/TAG8 (建築)国際

会議の場に反映している。

なお ISO/TAG8とは、 1S 0の建築関連技術委員会TC (現在、 28ある)全般の調整グ

ループであり、また 1S 0理事会の諮問機関であるTMB(技術管理評議会)の建築に関する諮

問グループである。

最近の ISO/TAG8 (建築)国際会議では建築分野における品質保証制度に関して討議が

されつつあり、我が国を含む国際的な品質保証体系を調査することが必要となってきた。

Z 目的

本研究は、 ISO/TAG8の活動を通して海外の住宅・建材分野及び建設分野における品質

保証のための国際規格 1S 09000シリーズの普及状況及び動向を海外の審査機関をとおして調査

し、我が国を含む建築分野におけるクeローパルな品質保証体系を確立するための資料とし、この

結果を 1SO/TAG8 (建築)国際会議の場にも反映しながら、我が国の住宅、建材産業の国

際的な視野に立って振興を図るための資料とする。

3. 調査を実施した国及び関係機関

p
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3. 1 英国:

C Q A (Cons trut ion Qual i ty Assurance Limi ted/建築部門専門審査登録機関)

UKAS (United Kingdom Accreditation Service/英国認定サービス)

3. 2 ベルギー:

B C C A (Belgian Construction Certification Association/建築部門専門審査登録機

関)

F 1 E C (European Construction Industry Federation/欧州建設業団体)

3. 3 フランス:

QUALIBAT (フランス品質システム審査登録機関)

3. 4 スイス:

1 S 0本部

4. 調査方法

海外の住宅・建材分野及び建設分野における品質システムは普及及び今後さらに普及されると

思われる欧州の国々に焦点を合わせ、関連団体、審査登録機関等を訪問し、調査した。

表-1 訪問機関一覧

期 日 訪 問 先 業 務 面 接 者

1997.3.10 United Kingdom Accreditation 誌淀繍調 肱.MaryJane Wilkinson 
Se円iω(肌AS)

1996.3.14 CQA Limited 凶ω∞0審査 Mr.ιLzzard/Chief Executive 
1997.3.10 登録樹調 Mr.RLovegrove/Business 

Deve10附 nt地nager

1997.3.14 Federation de l' 1ndustrie Europeenne 間判建設業連 愉.John Go凶a11/Conmission

de la Construction(FIEC) 盟 Technique 

1996.3.6 Belgian Construction Certification ISω∞0審査 Mr. Yves Lacroix. ir/Director 
1997.3.14 Association (BCC心 登録欄調

1996.3.15 Organis配 professionne1de E贋システム 胎s.A1ineJa11abert袖nager

qualification et de certification du 審査登録樹羽

加t配nt(QUALIBAT)

1996.3.9 Internationa1 Organization for 国禁棟割七機 胎.Junichi N砲加o/Forum地n-I 

1997.3.14 Standard(lSO) 構 ager 
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5. 共同研究者

官原進一

水谷久夫

東京大学工学部建築学科教授

財団法人建材試験センター 常務理事

6. 調査結果

6. 1 英国

英国には以下に示す制度がある。

①英国規格への適合性を認証する制度(例:カイトマーク)

②規格に定められていない新しい材料等を認証する制度(例:アグレマン認証制度)

③ 1 S 09000等の品質システム規格に基づき、供給者の品質システムを審査登録する制度

今回は③の品質システム審査登録制度における品質保証体系及びその普及状況を調査した。

英国の審査登録制度を図-1に示す。

英国において品質システム審査登録機関を認定するのはUKAS/UnitedKingdom Accreditation 

Service(英国認定サービス)で、我が国の樹)日本適合性認定協会 (JA B)に相当する。

UKASは1995年にNAMASCNational Measurement Accreditation Service/英国国家

計測サービス)とNA C C B CNational Accreditation Council of Certification Bodies/ 

英国認証機関認定評議会)が合体して創設された認定機関である。

UKASの主な業務は次のとおりである。

① 1 S 09000シリーズに基づく品質システム審査登録機関の認定

② 1 S 014001に基づく環境マネジメントシステム審査登録機関の認定

③製品を認証する機関(試験所)の認定

又、 UKASはEAC (European Accreditation of Certification)に加盟しており EAC

のガイドライン CGuidelinesfor the Accreditation of Certification Bodies for Quality 

Management System)によって審査登録機関を認定している。

文、 EACには欧州の17の認定機関(各国 1機関)が加盟しておりその体系を図-2、EAC

の加盟リストを図-3に示す。。

(1) 英国の審査登録機関について

1996年3月に英国の建設分野専門審査機関 CCQA/ConstructionQuality Assurance)を訪問

し、英国での建設分野における普及状況を調査した。

英国ではピック 4と呼ばれているBSI/QA、LloyedsRegister、NationalQuality Asso-

ciation、YarsleyInternationalが建設分野を含む全分野の審査登録を行っており、ビッグ4

のシェアーは83.3%となっている。

英国における建設関連企業の業種別登録件数及び登録率を表-2に示す。

文、建設分野専門審査機関はある程度その材料別に審査機関の「すみわけ」がなされており審

査機関同士の利害の対立はなく、効率の良い審査が行われている。 C表-3参照)

この審査機関は1988年から業務を開始し、初期は数件の登録であったが、現在までの登録件数

815件(1995年12月)で、初期及び毎年のデータから見ると登録件数つまり 1S 09000，を必要と

n
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している企業が毎年かなりのスビートで増加してることがわかる。 C図-4参照)

1996年に引き続き1997年に再度訪問し、 1S 09000に関する普及状況の調査を行った。環境分

野の審査を本格的に行うようになったので機関の名称を以前のCQ A CConstruction Quali ty 

Assurance)からCQ A Limi tedlこ変更した。

1 S 090005に関しては現在、大手のゼネコン、材料メーカーはほぼ取得が終了し、中小企業を

対象とした審査を多く実施している。最近、英国でも建設分野で審査を行うようになった大手の

審査機関が増えてきており、営業専門のスタッフをおいて企業に対してPRを行っている。

CQA Limitedが登録した建築分野の企業の一例を図-5及び英国全体として登録された建築

分野の企業の一例を図-6に示す。

(2) 英国の 1S 090005による品質システムの普及状況

英国は欧州の中でも BS 5750という品質管理規格を制定し、運用を開始したのが早かったため

に、 BS 5750を基にして作成された 1S 09000シリーズに早く対応したため、電気、機械、化学

産業など輸出関連企業から 1S 09000シリーズの普及は始まった。

建設分野における普及状況は、 1988年頃から普及し始め、今回調査を行った建設分野専門審査

機関(一例としてCQ A Limi ted)の登録状況によると、 2--3年後には爆発的に普及の兆しが

見られている。

建設分野における普及状況は、 1997年6月現在では、英国のほとんどの大手ゼネコンは 1S 0 

90005を取得済みであり、 『購買』という見地から建材メーカーに対して 1S 090005の取得を要

求している。

取得の割合は、 ①ゼネコン(サブコン含む)/約1300、②建築の大きな要素でもある『コンク

リート』に関する企業システム/約1200、③合板(木製建具含む)/約440となっている。

建材メーカーの数に対する取得の割合は低いが、大手の建材メーカーはほとんど取得済みであ

り、現在は中小企業に普及の波が押し寄せている。

6. 2 ベルギー

ベルギーの審査登録制度を図-7に示す。

(1) 審査登録機関について

ベルギーにおける品質システム審査登録機関は11機関あり、そのうち建築専門審査登録機関は

今回調査に協力してくれたBC C A/Belgian Construction Certification Associationのみで

ある。

1996年3月に第 1回の調査を行った。 BCCAはベルギーの認定機関であるBELCERTか

ら認定されており、審査業務は1992年から開始し、 1996年2月現在で約50件の建築機関の品質シ

ステムを登録している。

ベルギーにおける普及状況は、現在、普及の初期段階であり、傾向としては英国の初期段階に

似通っている。

又、昨年に引き続きの1997年3月に訪問し、この 1年間の普及状況を調査した。

昨年より 1S 09000の登録件数が増加し、 1997年3月まで合計70のシステムが登録され、 1997

年末には90のシステムが登録される予定である。

ベルギーの大手ゼネコンはほとんど取得済みで現在の動向は、中小企業、設計事務所の動きが

活発になってきているが、中小企業に関しては導入には時間がかかり、十分な情報提供が必要で
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あるとのコメントがあった。

又、窓、壁材等の建材メーカーもこの 1S 09000.による普及の兆しが見られ、大手ゼネコン

から取得の要請が多くなっている。

(2) F 1 E C/European Construction Industry Federation C欧州建設業団体)について

1997年3月に訪問し、欧州全体について建設業としての 1S 09000シリーズの取り組み及び普

及状況を調査した。

この団体は、欧州の各国の建設業に関わる団体の集まりで1905年に設立された。

現在29の建設業界の団体で構成され、本部はブリュッセルにある。 C図-8参照)

主な活動目的を以下に示す。

①欧州の建設業界における共通な利益の確保

②会員団体の調整を図る

③会員団体の国の業界の動向、 EUにおける建設業の動向等に関する情報提供

組織は以下に示す3つの委員会で構成されている。 C図-9参照)

①経済/法律委員会 CEcomonicand Legal Commission) 

②社会委員会 CSocialCommission) 

③技術委員会 CTechinalCommission) 

1 S 09000シリーズに関することは技術委員会が担当しており、1996年2月現在で 1S 090005 

を取得しているゼネコンは832社で、最も多いのが ドイツ/150社、次に英国/130社、オランダ/

130社となっている。 C図-10参照)

(2) ベルギーの 1S 090005による品質システムの普及状況

ベルギーの建築分野における普及状況は、 英国に比べると建築専門審査機関が設立されたのが

1992年と遅く、当時は普及の兆しが見られなかったが、今回の調査結果では年々その普及は広が

りを示しており、その原因は、大手ゼネコンの取得がきっかけとなり、ほとんどのゼネコンがこ

の1S090005 によるシステムを英国と同様に『購買』という見地から建材メーカーに要求しつ

つ傾向が見られるためである。

6. 3 フランス

フランスには建築に関連する主な認証制度には次のものがある。

①NFマーク制度

伝統的な材料や技術が使われる公共建築又は土木工事の契約条項は、その材料等がフランスの

国家規格策定機関であるAFNOR/フランス規格協会が発行する規格に適合することを要求し

ている。 AFNORは英国のカイトマークと同様なNFマークシステムを運営している。 NF

マークを付けることによってその製品がフランス規格に適合していることを証明している。

②アビテクニック制度

製品に関する技術的な評価を行う制度。

③品質システム登録制度 C1 S 090005及び:QUALIBAT)

(1) 審査登録機関

フランスの建設分野においては以下に示す 2つの品質システム登録制度がある。

① 1 S 090005による品質システム登録制度

②QUALIBATによる品質システム登録制度
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建設分野においてはQUALIBATという 1S 090005を基本とし、独自な要求項目を設定し

た品質システムが普及している。 (図-11参照)

1 S 09001の21項目の要求事項に対してQUALIBATは13項目と少なく、 1S 0に対応し

ている要求事項については100%参照されていない。

QUALIBATは1945年に技術者等の資格認定を行うために創設され、建設分野の代表で構

成されており、現在では建設分野において以下の業務を行っている。

①技術者の認定

②資材(建材)の認定

③技術システムの認定

④建設会社の財政の認定

⑤品質システムの認定

QUALIBATシステムによる品質システムの審査登録は1993年から行っており、フランス

圏内において 1S 09000，による登録は45件だが、 QUALIBATシステムでは1000件のシ

ステムを登録している。 1000件の企業の業種は、左官会社、外壁会社、躯体工事会社、冷暖房設

備会社、付帯工事業者などのシステムが多く認定されている。

日本では園、県が『建設業』又は[i--業』というように認定されているがフランスでは、その

業種を申請し、手続きをとればその業務を行うことができる。 QUALIBATの認定がないと

社会的に信頼がなくなってくるため、行政からQUALIBATに対して認定スキームを促進す

るような働きかけがある。

6.4 I S 0の動き

1 S 0中央事務局、長野氏を訪れ、今後の 1S 0において計画されている認証システムに関す

る動向について調査を行った。同氏はQS AR  (Quality System Assurance Recognition/品質

システム評価に関する相互認証)を今年から担当しており、 1S 0では 6月から本格的にQSA

Rプログラムを活発化する予定である。その概要を以下に示す。

第1回QSAR (品質システム評価認知)管理委員会のための提案推薦招集状が1996年2月8

日に、 1S 0及び 1E Cの事務局から郵送された。第 1回 IQS AR委員会」を推薦・選定する

提案方法が、 2月1日及び2日、ジャネーブにおいて 11S 0評議会」によって検討された。

候補者の申込書は3月22日以前に、 1S 0又は 1E C事務局長に提出されねばならなかったこ

とから、第1回 IQSAR委員会」が1996年中旬/6月頃までに、その設立のための会合が開催

できるものと期待されている。

1 S 09000ファミリーの責任者である 1S 0及びそのパートナー機構である 1E Cによって、

QSARプログラムが確立されつつある。

このプログラムの目的は“どこででも認められ、唯一の審査認定書"として、 1S 09000の利

用者の要求を満たすことである。

第 1回 IQSAR委員会」に関するの提案及び選定手続きは、次のとおりである。

提案項目

IQ S AR委員会」は12名の委員と、 1名の議長で構成され、初期の委員は 11S 0及び 1E 

C評議会」によって指名される。

委員資格は、下記の 4分野の各々から各々 3名の専門家によって、バランスよく構成される。
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①品質システム認定機関(一例:J A Bに相当する機関)

②品質システム審査登録機関(一例:建材試験センタ一等の審査登録機関)

③品質システムを利用する供給者組織

④品質システムを要求する購入者

第 1段階

提案及び選定手続きは、次の 2段階で行われる。

①各々の立場について、全ての 1S 0メンバ一団体及び、全 1E C国内委員会に対し、当該候補

者推薦をしてもらい、各分野からの適任候補者を選ぶ。

②認定機関及び審査登録機関の分野(審査対象分野)について、次の 3つの組織からも候補者

を選ぶ。

① rlnternational Accrediation Forum~国際認定フォーラムJ (IAF) 

② rE Qネット・グループJ (主にヨーロッパの標準団体と連合している認定組織である

「品質システム評価及び認定のための欧州ネットワークJ) 

③ rlndependent International Organization for Certification~ 1 1 0 C (S G S及び

Lloyd' sの様な、国際的規模の認定グループ)

注)現在はEQネットは 1Q Netと名称を変更して活動している。

第2段階

r 1 S O~ 1 E C Joint Presidents' Coordination Group(J P C G) ~合同会長調整グルー

プ」は、候補者リストを考慮し、推薦議長を含む、 rQ SAR委員会」の“バランスの取れた"

初期委員資格の推薦を、 r 1 S 0及び 1E C評議会」に提出する。
前記の委員としての資格分野のバランスに加え、 JPCGは委員会が世界の各主要貿易分野出

身の委員を擁し、小さな国々の地域の利益が尊重されるための保証に努力する。

次段階

第1回委員会がジュネーブで開催される予定である。この委員会における作業は次のとおりで

ある。

① rQ SARプログラム」において、 rQ SAR委員会」と少なくとも世界各地の10の品質シ

ステム認定機関(大半がIAFのメンバー)間での使用するための IAF評価手続きに基づい

た協定覚書 (MoU)の締結。

②QSARロゴの認可使用のための規則、手続き及び費用。

③1997年度の rQSAR事務局」用予算編成手続き及び予算計上。

④現役メンバーの任期満了時に、新委員の推薦 ・選定手続き。

⑤QSARプログラムの普及計画及びそのサービス。

このQSARプログラムの実施により、各国の品質システム認定機関から認定されている各審

査登録機関の品質システム審査登録証には3つのロゴ(①QSARロゴ ②認定機関ロゴ ③審

査登録機関のロゴ)が付くことになる。

現在、 QSARの活動は第2回理事会が開催されたが、国際的な相互認証システムについては

各国の認定機関が加盟している 1A F (国際認定フォーラム)がクeローバルな構想を打ち出し、

IAFを中心とした動きに変わりつつ段階のため一時中断している。

daτ 



7. まとめ

欧州における 1S 09000sによる品質保証制度に関して、各国の品質システムの普及状況を調

査してきたが、我が国の建設分野における動向は以下のとおりである。

1.1 1995年度の動き

① I 1 S 09000による公共工事の品質保証に関する調査委員会」が「品質、環境等に関する国

際規格の公共工事への適用に関する調査委員会」に変更し、海外調査の継続、パイロット事業

の検討が行われ、 BCS、土木協で1995年度末を目標にガイドライン作成が始まった。

②建設省、建築・住宅関係国際交流協議会の I1 S 09000建築ガイドライン等研究会」で建築

ガイドライン作成が始まった。

③建設関係企業品質保証体制整備指針研究回の 1S 09004 (品質管理及び品質シスムテの要素)

に準拠した「建築関係企業の品質保証体制整備のための指針」が発表された。

④1995年12月側建材試験センタ一品質システム審査室がJABより建設部門専門審査登録機関

として認定され、国内で初めて、ゼネコンとして戸田建設側が建築部門及び土木部門において

登録された。

1.2 1996年度の動き

①建設省のパイロット事業が関東地区で開始され、公共工事に 1S 09000.の適用について

検討が開始された。

②建設分野での 1S 09000.による品質システムを構築するゼネコンが急増し、大手のゼネ

コンはほとんど取得が終了し、各社の全国支庖の品質システムの構築が開始された。

③建材業界も 1S 09000. に関心を示し、ゼネコンから『購買』という立場から取得の要求

もあり、建材メーカーの 1S 09000.が増える傾向が見られる。

④建設業界及び建築材料業界において登録された 1S 09000.のシステムが100を超えた。

1.3 1991年度上半期の動き

①上記建設省のパイロット工事の対象地域が『全国』となり、合わせて土木のみならず建築分

野(公共建築)に対しても検討が開始された。

②建材メーカーの取得が増加してきている。

③1997年末には建設・建築分野において200のシステムが登録される予定がある。

1. 4 今後の普及予測

建設業にとって 1S 09000シリーズが「政府調達で、のパスポート」となり得るかどうかの関心

が非常に高いことは事実であり、今後、発注機関としての建設省の動向が注目されており、これ

までの動きをまとめると次のとおりである。

①市場解散、規制緩和にともない海外企業、海外資材の参入における品質チェック体制の必要

性として国際的な企業評価の「ものさし」である 1S 09000.を活用してし、く。

②公共工事の品質の向上施策のーっとして 1S 09000.による発注者、設計者及び施工者の責任
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と権限の明確化を求めており、発注者のスペックの整備が進んだ。

③ 1 S 090005の適用企業の範囲は、広範囲に考えている。

④ 1 S 090005により建築生産の透明性を確保してし、く。

1 S 090005によるパイロット事業において、これまでの政府調達部門での入札の資格試験

として 1S 09000適用の実現が大きく前進すると予測している。

公共工事の入札資格の問題は、指名競争入札から一般競争入札への移行、門戸解放から必然、的

に求められてくるものと予想されているが、この透明性を有する国際的な「ものさし」が建設業

に普及していくことの効果を推測すると次のようになる。

欧州の品質システムの普及状況から見ると、設計事務所、総合建設業、サブコン(電気工事業、

配管工事業等)、部品・材料メーカーが 1S 090005によるシステムを構築し、運用されている。

1 S 09000シリーズの最大のメリットは、品質管理・品質保証において共通のボキャブラリー

が構築される点にある。

我が国の今後の品質保証体系は、欧州のように設計事務所~部品・材料メーカーで構成された

『品質のループ』を形成することが必要となり、これによりアッセンブル産業といわれる建設産

業全体のループを図-12に示すように『発注者、設計事務所、ゼネコン、サプコン及び部品・材

料メーカ一等』の間で結ぶことが可能になってくるであろう。

文、その時期は、今回の欧州調査で判明したとおり、ドラスチックに到来してきている。

現在、樹)建材試験センターに申請、登録されているシステムは図-13に示すように年々急激な

増加を示している。

我が国においては建設分野における 1S 090005の普及は1995年頃から緩やかに普及を始めた

が英国の例でいけば、今後の日本の建設分野における 1S 09000シリーズの適用はかなりのス

ピードで普及されることが予想される。

さらに欧州の建設産業分野における 1S 090005による品質システムの初期段階から現在ま

での普及状況のスピードをみると欧州と日本とのベクトルはほぼ同じになっている。 (図-14参

照)

今回の調査において、欧州の建設分野では 1S 090005が積極的に取り入れられ、 1960年代に

生じた品質の低下を 1S 090005によってカバーし、システム(しくみ)として各企業が構築し、

国際化しつつ市場への進出、国際競争に勝という姿勢があるように見受けられた。

又、今回の調査結果及び我が国の動向について 1SO/TAG8 (建築)国際会議において報

告し、各国に対して我が国の建設産業界の 1S 090005に対する姿勢を示した。

8. おわりに

最後に今回の調査に協力していただきました方々にこの場をお借りして感謝の意を表わすとと

もに、本研究に対し助成をしていただきました樹)トステム建材産業振興財団、ご指導、アド、パイ

スをいただきました 故岸谷孝一 東京大学名誉教授に心から御礼申し上げます。
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Telephone: +44 171 233 7111. 
Fax: +44 171 2335115. 
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海外の住宅・建材・建設分野

における品質保証体系調査

表-2 英国の建設関連企業の業種別登録件数及び登録率 (1995年12月現在)

業 種 企業数 登録清企業 登録率

一般建設友び土木 0.9% 

配管工事 23，2351 2591 1.1% 

電気工事 20，5891 3151 1.5%  

建築主産業の合計 1，3241 1.0%  

大工 141 0.1% 

塗装業 9，7741 501 0.5%  

屋根工事 8，3831 1361 1.6%  

ガスケット工事 3131 4.7% 

左官工事 1081 3.0% 

解体業 7081 571 8.1% 

仮設/足場業 1，645 1551 1.9%  

プラント賃貸業 5，567 1041 2.6% 

床工事 2，248 来調査I 梅市市

防水工事 1，147 未調査l **市

天井工事 2.6%  

種々工事業 分類が不正硲

その他の契約業 66.009 1，6421 2.5%  

合計 195，107 2，9661 1.5% 

建築サービス業

設計事務所 7.042 601 0.9%  

測量 10，200 4551 4.6%  

コンサルタント 19，109 7321 3.8%  

建築サービス業 合計 36，351 1，2471 3.4% 

霊堂孟量f牢量生

70  

60  
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ル
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表-3 英国の大手審査登録機関友ぴ建設専門審査登録機関の割合 (1995年12月)

審査登録機関名称 分野 登録数 全体の割合

BSI/QA 全分野 19，566 47.9 % 

Lloyds Register 全分野 7.137 17.5 % 

NQA 全分野 4，572 11.2 % 

Yarsley International 全分野 2.728 6.7 % 

小言十 34，003 83.3 % 

QSMRC コンクリート 1.202 2.9 % 

CQA 建設/建材 642 1.6 % 

TRADA 合板 439 1.1 % 

CICS セラミックス 185 0.5 % 

CARES 鋼材 119 0.3 % 

AORCQ リフト 83 0.2 % 

その他の分野 4，150 10.2% 

合計 40，823 
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海外の住宅・建材・建設分野

における品質保証体系調査

Directory 01 Certi1icated Organisations 
auality Management Systems 
ABB Envlronmental ABB Steward Ltd - ABB Ventllatlon & 
Systems Llmlted Eastern Reglon Refrlgeratlon Ltd. 
Station Approach Norwich 8ranch 38roadway 
Staines Nash House Fiveways 
Middlesex TW18 4HG 53 St Martins Lane Edgbaston 
The design. proωremenl， Norwich NR3 3AG 8irmingham 815188 
insla/lalion and commissioning Eleclrical insta/lalion work Design， supply and insla/lalion 
01 environmentallechnology compflsmg: 01 heating，νentilation， air con・
plant and equipmenl. procurement， insta/lation. ditioning and industrial environ. 

Certificate No. 277 9001 inspeclion and lesl. 斤lentalprotection. 

Certificate No. 27 9002 Certificate No. 225 9001 
ABB Flakt Servlce Llmited 
6 & 7 Waltham Park Way ABB Steward Ltd - ABB Ventllatlon & 
8i11et Road Eastern Region Refrigeratlon Ltd. 
Londo円E175DU Ipswich 8ranch A8B Flakt Marlne. 011 & 

The installation， service and Nash House Gas 

maintenance of mechani国 " 17 Portman Road Credential House 
electrical and air conditioning Ipswich 33 Stockwell Street 
building services. Suffolk IP1 28P Glasgow G14 R2 

Certificate No. 077 9002 Electrical & mechanical work Design， supply， insta/lation and 
∞mpnsmg: commissioning 01 heating，νen. 

ABB Industrlal Systems design.procurement. installa. tilation， air condilioning and 

(Dlstrlct Heatlng) Ltd. lion， inspection and test. environmenlal systems lor 

UnitG Certificate No. 27 9001 marine and off.shore industry. 

Stafford Park Certificate No. 718 9001 
Telford ABB Steward Ltd. -
Shropshire TF3 4BJ LロndonReglon Abba Sealants Llmited 

Supply and insta/lation 01 pre・ Nash House 6 Hanson Street 
insulated pipework lor district Old Oak Lane Glasgow G31 2JW 
heating systems. London NW10 6DH Sealant appli国 torsand epoxy/ 

Certificate No. 370 9002 Mechanical and elecrical worlc concrete repairs. 

compnsmg: Certificate No. 483 9002 
ABB Steward Ltd procurement， installation， com・

Archltron・London missioning， inspection， lesl G. Abbott & Co. Ltd. 
Reglon 

and maintenance. 8renda Road 
Nash House Certificate No. 27 9002 Hartlepロロl
Old Oak Lane Cleveland TS25 28J 

London NW10 6DH ABB Steward Ltd - Building and civil conlracting， 

Suppケplanning& installalion Northern Reglon industrial mainlenance， ware. 

o(ν.oice and data communica・ Sunderland Forge housing and slorage. 

tion白 blingand equ加ment Services Certificate No. 101 9002 
using both copper and optical Units 1 & 2 Swan Rロad
fibre techno/ogy. Swan Industrial Estate ABC Turbo Clean Ltdl 
Certificate No. 27 9002 District 9 Interscan Ireland 

Washington 73 Old Dromore Road 
A88 Steward Ltd - Tyne & Wear NE38剖J Omagh 
South Western Reglon Electrical installation worl< on Co Tyrone 8T78 5JH 
50 Oxford Street marine and抱ndbased projects Sewer and drain cleaning， tank 
Southampton comprising procurement， de.sludging， CCTY under. 
Hampshire S014 3DP installation， inspection and test. ground surve戸'ngand exteriolゾ

'Certificate No. 27 9002 interior building cleaning 

ABB Steward Ltd - Certificate No. 783 9002 
Midlands Region ABB Ventilatlon & 
89 Rugeley Road Refrlgeratlon Ltd. Ably Access Llmlted 
Chase Terrace Climate Systems Hoegate Farm 
Walsall 8arrett & Wright Hoe Street 
West Midlands WS7 8AD Deben House Hambledon 

1 Selsdon Way Waterlooville 
ABB Steward Ltd - City Harbour Hampshire P07 4RD 
Northern Region London E14 9GL The hire and erection 01 asso・
Leeds 8ranch 

Design， supply and insta/lation ciated scaffold materials to 
Nash House provide agreed temporary 
Pym Street 

01 heating，νentilation， air con・
ditioning and industrial environ. structures and the supply o( 

Leeds LS10 1PG mental protection. labour only ope団 tives.

Manchester 8ranch Certificate No. 17 9001 Certificate No. 653 9002 

611 Stretford Road 
Old Trafford 
Manchester M 16 OON 

Doc. No: DtRECTORY tssve No: 10 が'4196

Acclalm Rooflng 
Partnershlp 
Acclaim House 
62 Hill Avenue 
Wickford 
Essex SSll 8LT 

The supply ollabour， planl anc 
materials (or roo百'ngworks on 
industrial， commercial and resi-
denlial projecls. 

Certificate No. 397 9002 

Adlec Installatlons Ltd 
7 The Pavement 
Chapel Road 
London SE27 OUN 

Eleclrical insta/lation contrac. 
tors， insta/l and manintain 
computer data and electrical 
cable insta/lations. 

Ce内ifi伺 teNo. 588 9002 

Alr Handllng Equlpment 
Ltd. 
8 Regent Road 
Uverpool L3 78X 

The design and manulacture 0 
air handling units. 

Certificate No. 655 9001 

A K Constructlon 
(Nottlngham) Ltd. 
104 The Wells Road 
SI. Anns 
Nottingham NG3 3AQ 

Highway maintenance works， 
including cable laying， rein. 
statement and ancillary works. 

Certificate No. 591 9002 

Alchem (Wldnes) Ltd. 
Hutchinson Street 
Widnes 
Cheshire WA8 OPZ 

The detail design， pro印 '(e.
menl， installation and commis. 
sioning 01 electri・'caland instru-
mentation insta/lations. 

Certificate No. 34 9001 

Fred G. Alden (Heatlng) 
Ltd. 
6 Aristotle Lane 
Kingston Road 
Oxford OX2 6TS 

The design， procurement， 
insta/lation， lesting and 
commissioning 01 mechanical 
engineering bυilding services. 

Certificate No. 193 9001 

Alpa Llghtlng Llmited am 
Avonlux Llmlted 
133・141Nathan Way 
West Thamesmead 
8usiness Park 
London SE28 OAZ 

The des匂nand manu(acture 
olluminaires and precision 
louνres 

Certificate No. 756 9001 

図-5 CQAが登録した企業の品質システム(一例)
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圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃圃・.~I:I :l IIIIII:~____  -------

Jandor Metal Doors Ltd Pendle Designs Ltd 
Middlesex， 0181 9984321 Lancashire， 0161 7642252 

ー_~I:I:・ :1制同 t!川町，'!H 司 :II!'・ーーー

HENDERSON-BOSTWICK 

Henderson-Bostwick Industrial 
Doors Ltd 
Grange Close 
Clover Nook industrial Estate 
Somercotes 
Derbyshire 
DE554QT 

Tel: 01773 830730 
Fax: 01773 521901 
Contact: Keith Way 

同
盟

Amber Doors Ltd 
South Yorkshire， 01226351135 

8aydale Architectural Metalwork Ltd 
Co Durham， 01325 460203 

80lton Brady (Repair & Service) 
West Yorkshire， 0113271 8633 

80lton 8rady Ltd 
West Yorkshire， '01274729668 

H C Bridgman & Co (Joinery) Ltd 
Bedfordshire， 01234720561 

British Plywood Manufacturers Ltd 
Middlesex， 0181 8042424 

Crosby Doors Ltd 
Surrey， 01252733933 

Ascot Industrial Doors Ltd 
Unit 1 

Viloa Street 

80lton 

Lancashire 

8L18NG 

Tel: 01204 309908 
Fax: 01204 595949 

F C Frost Ltd 
Essex， 01376 329111 

Hall & Tawse Scotland Ltd 
Grampian， 01224693155 

Hunter TImber Engineering Ltd 
TyneAndWear， 01914554311 

Hunter TImber TIlbury 
Essex， 

James Longley Joinery Ltd 
West Sussex， 01293612001 

Magnet Ltd 
West Yorkshire， 01535661133 
Penrith Door Co Ltd 
Cumbria， 0176866786 

Stanair Ltd 
Buckinghamshire， 01908 222070 

Syston Rolling Shutters Ltd 
Leicestershire， 0116 260 8841 

Watson Bros Ltd 
Strathclyde， 01355244476 

-___~I:I :I:.I :IIH:I時IlIJ~__  _ 

AAミONITE
pta~..._]一 o N 

Aaronite Limited 
8rookhill Road 

Wharf Road industriai Estate 
Pinxton 

No口inghamshire 門竺一宮l
NG166LE I必誌にもri訊|
Tel: 01773 812505 1¥¥.¥dI})I.:::.1I 
Fax: 01773 861680 しょ===:::::::...b主出j…一
Barrier Fire Protection Ltd 
Tyne And Wear， 0191 2620510 

Palgrave 8rown TImber & Fireproofing 
Warwickshire， 01455290217 

Project Fire Engineers Ltd 
Staffordshire， 01785 222999 

ー-~I:I副制同t!ml ，'， I!'山II!1・、ーー

Barrier Fire Protection Ltd 
Tyne And Wear， 01912620510 

Caberboard Ltd 
Stirlingshire， 01786812921 

Cape Boards Ltd 
Middlesex， 01895237111 

Dow Corning Hansil Ltd 
Surrey， 01932351911 

Essex Insulation Ltd 
Essex， 01702511311 

Fosroc Expandite Ltd 
Buckinghamshire， 01908261220 

Nullifire Ltd 
01375 856855 Warwickshire， 01203470022 

TImber Treatments (Retroflame) Ltd 
Avon， 01934632651 

〔 1制D0
Fordbo・NairnLtd 
PO 80x 1 
Kirkcaldy 
Fife 
Scotland 
KY12S8 
Tel: 01592 643111 
Fax: 01592 643999 

CERTlFICAT芭NO:""'1174

-幽幽婦~明~幽幽圃
A W & R Roofing & Flooring Co Ltd 
Merseyside， 01514271798 

A1Floodnglr Ltd. 
Bedfordshire， 01234217733 

Altro Floors Ltd 
Hertfordshire， 01462480480 

Armorex Ltd 
Suffolk 01284 767606 

Atlas Access Floors Ltd 
Herefordshire， 01432353003 

C P Contracts 
Bedfordshire， 01525 405430 

Caberboard Ltd 
Stirlingshire， 01786812921 

Cosmo Ceramics Ltd 
Strathclyde， 01414201122 

Donn Products (UK) Ltd 
Co Durham， 0191 5861121 

Durabella Ltd 
Essex， 01708851441 

Eurogrid Ltd 
Shropshire， 01952581988 

G R A B Industrial Flooring Ltd 
Leicestershire， 0116 277 0024 

Glamorgan Roofing & Flooring Svces Ltd 
West Glamorgan， 01792814600 

Hewetson Floors Ltd 
North Humberside， 01482781701 

Jaychem (80urne) Ltd 
Lincolnshire， 01778425407 

George Ritchie Interiors Ltd 
Tayside， 01382731111 

Industrial Door Engineering Ltd Palgrave 8rown TImber & Fireproofing Sealocrete PLA Ltd 
Cheshire， 01606871832 Warwickshire， 01455290217 Lancashire， 

Register Quality Assurance 

01706352255 

図-6 英国の建築分野において品質システムを登録した企業(一例)
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海外の住宅・建材・建設分野

における品質保証体系調査

FI EC ・ Federationde l'lndustrie 

Europeenne de la Construction 

A 
Bundesinnung der Baugewerbe 
Munzgasse 6 
A・1030W町 1
TEL.: (+43.1) 718.37.37 
FAX: (+43.1) 718.37.37.22 

Fachverband der Bauindustrie 
Karlsgasse 5 
A .1040 Wien 
TEL: (+43.1) 504・15.51
FAX: (+43.1) 504.15・55

B 
Conf通derationNationale 
de la Construction・CNC
34・42rue du Lombard 
B . 1000 Bruxelles 
TEL.: (+32ι) 545.56.0。
FAX: (+32.2) 545.59・00

CH 
Schweizerischer 
Baumeisterverband. SBV 
Societe Suisse des Entrepreneurs ・SSE
Weinbergstrase 49 
CH・8035Zurich 
TEL: (+41.1) 258.81.11 
FAX: (+41.1) 258.83.35 

CR 
SVAZ Podnikatel白veStavebnictvi v 
Cesk昼Republice
Narodni trida 10 
CR・11000 Prague 1 
TEL: (+42.2) 24912373 
FAX: (+42.2) 293062 

D 
Hauptverband der Deutschen 
Bauindustrie e. V.・HVBI
Abraham Lincoln S甘.30
D・65189Wiesbaden 
TEL.: (+49.611) 77.20 
FAX: (+49.611) 77.22.40 

Zentralverband des Deutschen 
Baugewerbes・ZDB
Godesberger Allee 99 
o . 5317-5 Bonn 
TEL: (+49.228) 810.20 
FAX: (+49.228) 810.21.2.1 

DK 
Entreprenorforeningen 
Norre Voldgade 106 
Postbocks 2125 
DK. 1(!)15 Kobenhavn K 
TEL.・ (+45-33)13.88.01 
FAX: (+45.33) 13-24.50 

E 
SEOPAN 
Serrano 174 
E . 28002 Madrid 
TEL.: (+34.1) 563.05・04
FAX: (+34・1)562.58.44 
ANCOP 
C{Sil. 1 
E . 28002 Madrid 
TEL・(+34.1)563-89・53
FAX: (+34.1) 562.58-44 

F 
Federation Nationale du Batiment. FNB 
33 avenue KJeber 
F . 75784 Paris Cedex 16 
TEL.: (33・1)40.69.5LOO 
FAX: (33'1) 45.53.58.77 

Federation Nationale des Travaux 
Publics・FNTP
3 rue de Berri 
F . 75008 Paris 
TEL: (33'1) 44.13-31.44 
FAX: (33.1) 45.61.04・47

FIN 
Confederation of Finnish 
Construction Industries 
Unioninkatu 14 
FIN・0013.0Helsinki 13 
TEL: (+358.0) 129.91 
FAX・(+358.0)12'9・92.14

GR 
Association Panhellenique des 
Ingenieurs.Diplom白 Ent同 preneursde 
Travaux Publies・PEDMEDE
23 rue Askli piou 
CR . 106 80' Athをnes
TEL.: (+30.1) 361.49.78/363.19.05 
FAX: (+30.1)'364・14.02

H 
National Association of Building 
Entrepreneurs of Hungary 
D凸brenteiter 1. 
HU. 1013. Budapes，t 
TEL: (+36~ 1) 201.38目5，0
FAX: (+36.1) 201.38:86 

Associazione Nazionale Costruttori 
Edili .ANCE 
16 Via Guattani 
ト 00161Roma 
TEL: (+39.6) 84.881 
FAX: (+39.6) 44・23・28.32

IRL 
百 eConstruction Industry 
Federation • CIF 
Canal Road 
Rathmines 
lRL. Dublin 6 
TEL: (+353.1) 497・74.87
FAX: (+35J.l) 496.69，53 

ISL 
The Federation of lcelandic 
Industries (FII) 
Hallveigarstig 1 
BOX 1450 
IS・121Reykjavik 
TEL: (+354.511) 5555 
FAX: (+354:511) 5566 

L 
Groupement des Entrepreneurs 
du Batiment et des Travaux Publics 
7 rue Alcide de Gasperi 
Plateau de Kirchberg 
BP 1304 
L・1013Luxembourg 
TEL: (+352) 43.53.6~/43.53.67 
FAX: (+352) 43-23.28 

N 
Landsforeningen for Bygg og 
Anlegg. L.B.A. 
P.O. Box 128 
Blindern 
N・03140sl0
TEL: (+47.22) 96.55.00 
FAX: (+47.22) 69・58.56

NL 
A1gemeen Verbond Bouwbedrijf. AVBB 
P.O. Box 90603 
NL. 2509 LP's Gravenhage 
TEL: (+3'-70) 328.62.00 
FAX: (+31.70) 324.49.00 

P 
Associacao de Empresas de Construcao 
e Obras Publicas.AECOPS 
Rua Duque de Palmela n" 20 
p・1250Lisboa 
TEL: (+351.1) 311.02.00 
FAX: (+351.1) 355-48.10 

Associacao dos Industriais da 
Contrucao Civil e Obras Publicas . 
AICCOPN 
Rue Alvares Cabral 306 
P . 4099 Porto Codex 
TEL: (+351.2) 20.80.408/20.81.624 
FAX: (+351.2) 20.81.644 

PL 
UNI・BUD
21 Nowogrodzka S甘.
PL. 00950 Warsaw 
TEL: (+48.22) 629 82 13 
FAX: (+48.22) 629 82 13 

ZPB 
ul. S wietokrzyska 14 
PL.oo・0，0Warsaw 
TEL: (+48.22) 2734 66 
FAX: (+48.22) 26 85 65 

ROM 
ARACO 
Splaiullndependentei Nr. 202 A 
Cod 77208. sector 6 
ROM . Bucharest 
TEL: (+40.1) 6374550 
FAX: (+40.1) 3129626 

5 
Byggen廿eprenorema
Norrlandsg. 15 0 VII 
BOX 7835 
5・10398. Stockh.ol'!l 
TEL: (+46.8) 698.58.00 
FAX: (+46.8) 698.59・00

SR 
ZSPS Zvaz stavebnych podnikatelov 
Slovenska 
Zahradnicka 46 
SR・82493 Bratislava 
TEL: (+42:7) 526.13.77 
FAX:い42.7)526.13.37 

図-8 FIEC (欧州建設業団体)のメンバー
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GENERAL ASSEMBLY 

Vice.President 

Lau同nzBdrgel， 0 

Vice.President (“East") 

Dario Crespi， I 

Vice.President (ECO) 

Michel Dussenne， B 

Econoniic "'an'd Legal 

Co'm"mission 

P"5ident 
Vice'Pr<5ident 
Michel Dus5enne. (8) 

lupporteurs: 
lJlrich Paetzold (FIEC) 
Dome国coCampogrande (FIEq 

1. Economy and S凶 istics
Michele Oi PenU. (1) 
Chainnon of the 5ub.commi55ion 

1. PubUc Pr町 U問ment.Contract Law and 
Competition 
何回目A.SchU551町;(0)
Choinnan of出e四 b--commission

J. Tuation. Company Mergers 
Roland Ma四.(8) 
Chainnan of出esulrcommission 

4. Infn5tructure and FI.n2ncing 
Spiro Agius. (F) 
Ch1innon of the 5ub<omrr由sion

5. GlobaJ勾p'回 ch
leo MUUer. (CH) 
Chainnon of the 5ub<ommi5sion 
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Chainnan: 

Vice.President Oario Crespi. (1) 

Rapporteur: 

Andreas GlUschow. (EIC) 

STEERING COMMITEE 

President 

Thomas Rogge， 0 

q
N
 

F
E
F
r
 

{
 
t

a

 

n

k

 

e

h

 

A
u

“u 

s
a
-
-
M
H
 

問

H

P
・
a
-

r

 

E

，
 

c

a

 

w

H

 
Vice.President (SOC) 

)ean Domange， F 

Social Commission 

President 
Vice.P，esident 
leon Oomange. (F) 

Vice.Pr，目idents:
the sub-commission Chainnen 

lupp。目eurs:
Charle..Henri Metzger (FIEC) 
UJrich Paetzold (FI E C) 

I.V，回:ationalTnining 
Mn. Emanuela Recchi. (1) 
choirman of the sub-commission 

1. H回Ith.Safety
lose Goscon y M四 n.(E) 
Chairmon of the sub.commission 

J. Economic and SociaJ 
As戸ctsof Employment 
W曲e(m Kud加， (0) 

Cha.irman of the sulトcomr

COUNCIL 

Vice.President 

Terje S. Backe， N 

Treasurer 

Enrique de Aldama， E 

Vice.President σEC) 

loannis Papaioannou， CR 

Technical Commision 

President 
Vice-President 
loanrjs Popaioannou， (GR) 

lupporteur. 
lohn GoodaU (FIEC) 

1. 5undud5. Directi吋 5，QuaJity 
Edmond Goe5， (8) 
Ch.innan of the sub-∞mmlS510n 

1. Re5earch & Devdopment 
P.rW目uund.(5) 
Chairman of出esub.commission 

3. Environment 
P.S.O. van Ommen. (Nl) 
Chainnan of出esub-commis引on

二 EICEuropean International Contractors e.V. 

Wiesbaden 

President: 

Walter Hogbin. (GB) 

Vice・President:
Harri Hintikka. (FIN) 

Oirector 

Rolf Bollinger 

図-9 FIECの内部組織
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2 -1 CAD化推進による人材育成

学校法人富級学園日本建築専門学校

理事長菊池光起

1. はじめに

平成8年度を本校、日本建築専門学校の情報処理授業のテーマとして rCAD化推進による人

材育成」を取り上げたわけですが、まず本校は、人材育成助成金申込書にも書きましたとおり、

「伝統的木造建築の技術者であり、後継者である人材を育成することを目的としている。」とい

う命題が第一にあります。伝統的な工法の修得を目的とした場合、一般的にはこれらのわが国が

古来より培い、発展させてきた伝統的な工法および、技術、技法を修得、体得することだけに注

意が払われてきたように思います。このこと自体は非常に重要なことであり、いつにおいても

真っ先に必要とされることであろうと考えます。

しかし、これらのことだけでは本校の目的とする「真の木造建築技術者の育成」はできないの

ではないか? なにかが足りないのではないか? と考えておりました。めまぐるしく変動する

現代社会の中において、その時の社会情勢や風潮、あるいは流行によっても建築というもの、建

築技術というものは変化してゆくのが常でしょう。このように状況の中で、伝統木造技術という

ものも同様にして、その時々の社会情勢等により変化してゆく部分と、そうでない、いつにおい

ても時代の波を受けずに変化しない、変化させてはならない部分とがあるでしょうし、それらを

しっかりと見極めることが非常に重要なものとなるでしょう。このようなことを考えと、現代社

会に通用する木造技術者を育成するためには、単に木造建築の技術修得と伝統技法等の歴史考察

にとどまらず、現代社会の動向と潮流を考え、敏感に感じ取ることのできる木造技術者の育成が

必要であろうと考え、これらの一環として情報処理授業をとらえ、今回の人材育成の助成を受け

たものであります。

さて、このような背景と rcAD化推進による人材育成」という目的を踏まえ、 rCAD化推

進」というよりは、大意としての広範なコンビュータ一利用という観点にたち、人材育成活動を

続けてきました。これらの内容を大別しますと、以下のようになります。

① 「広範なコンビュータ一利用による人材育成」のためのコンビューター機器および、周辺環

境の整備

②授業活動(4年生)としての、コンピューターへの苦手意識の解消と利用度の向上と利用範

囲の拡大。

③授業活動の前段階(予備知識)として、授業対象学生以外(教職員も含む)利用講習会の実

施。

2. 実施内容

n
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①の内容としてましては、

0平成元年よりパソコン(富士通FMR-50LT)を18台導入し、情報処理の教育課程として

位置付けコンビューターの利用、教育指導を実施してまいりましたが、今日のコンビュータ一

機器の機能向上、使用方法の変化による現代の社会状況とかなり遊離したものとなってしまい、

コンピュータ一利用においての初期知識導入者(学生)にとっては、混乱を招きかねない状況

にあったこと。

0使用マシン(富士通FMRー 50 L T)がラップトップタイプのマシンであり、また、教室も

他の普通授業との共用であることを考え合わせると、マシンの常設もできず授業開始時に保管

棚よりの移設使用となるうえ、スタンドアローン(単独使用)のためプリンターの接続も滞り、

コンピューター授業の結果の出力も充分にできないという状況があり、学生から見ると面白味

という側面に欠ける部分が少なからず生じていた。(大工、職人技術的指向の強い学生は、と

もすると「自分にはコンビューターは必要ない。」という考えになりがちである。)

o教材として使用するソフトが、プログラミング言語としてのBASICと表計算言語の 1-2 -

3の2つのソフトが主体であり、コンピューターそのものに興味のある学生は別としても、上

記のような学生にとっては、自分の目指す建築とコンピューターの関わりかたがイメージしに

くかっTこ。

上記のような、理由よりコンピューター機器の更新を平成7年度に実行し、Apple社のMacintosh

を18台導入し、それらによるネットワーク環境を構築し、 1台のプリンターによる共有使用を図

り、学生各自の成果(作品)のペーパー出力が可能となりました。これらのハードと合わせて、

CADソフト (MiniCAD6)とワープロ、ペイント、ドロ一、表計算機能を持った統合ソフト

(クラリスワークス)の 2本のソフトを主として、授業を進めてきました。

ネットワークを構築することで、学生間(コンピュータ一間)でのデーターの交換を容易にし、

1台のプリンターを多人数で使用することで、ネットワーク共有による資源の有効利用を実際に

体験できるようになりました。このことにより現在のコンビューターの機能と、ネットワークと

いう社会の潮流の一例に触れることができるようになり、これらに興味を持つ学生が増えたこと

が挙げられます。そして何より、機器の有効稼働時間を多くとれるようになったことが、大きな

成果といえるでしょう。

しかしネットワーク環境を構築し、資源の有効活用が図られるようになったことで、そのほか

のハード的、諸問題が解決したわけではありません。透過的(特別な知識、操作を必要としない)

なコンピューターネットワークがもたらす効果は、ハード、データーの共有利用など非常に大き

く多岐にわたりますが、実際のマシンの操作方法、マシン上に表示した文書、図面、データ一等

の作成、加工には、学生をコンビューターに向かわせ、教壇より言葉や巡回による説明では、な

かなか伝わりにくいものでした。

個々の学生による理解度の差や言葉の解釈の違いにより、同一事項を何度も繰り返して説明し

なくてはならないという状況が発生してしまいます。これはネットワーク環境がもたらす云々と

はまったく次元の違う問題であり、この種の教育では常に発生する問題であろうと思います。こ

の問題のためには、やはり百聞は一見にしかず、受講者である学生に同時に見えるように、サン

プルデモンストレーションを行いながら説明することでした。操作内容をデモし補足説明を加え

ることで、それを受けての学生の反応を極めて迅速になりました。

しかし、このようなデモを行うためには、もう 1セットのコンビューターが必要となり、今回
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の助成金申請となったわけです。この助成金によって 2セットのコンピュータ一、その他周辺

機器を購入し(別添付書類参照)、上記の対応ができるようになり、十分ではないにしろコン

ビュータ台数が増えたことで、これらを適宜配置することにより他の授業の方々の管理、研究用

のコンビューターが不足していた件も多少なりとも対応できたように思います。このことは、助

成金の直接的な成果としてあげられます。

②の内容としては、

0 これまで、は使用マシンが旧機種であったために、その能力の限界より学生が直接建築という分

野に結びつく題材(興味を抱く内容)で対応しにくかった。

コンビューター更新以前は、マシンが古いこともあり授業内容としては、 BASIC等のプロ

グラミング実習、表計算ソフト 1-2 -3による簡単な集計計算の実習に限られていました。この

ような状況の場合、コンビューター全般に興味のある学生と、大工技術志向の学生との聞に、授

業時間内での操作時間や理解度の差異を生じさせる原因の一つになっておりました。そこでマシ

ンの更新を機にCADソフト CMiniC A D 6)およびワープロ、ペイント、ドロ一、表計算の機

能を持った総合ソフト(クラリスワークス)を購入し、より建築の分野によった題材で授業をで

きるようになりました。

その進行内容より段階的に述べてみますと、

1 :コンピューターの初期理解段階

コンビュータ一利用に対する初期段階であり、コンピュータというものに興味を持たせるため

に最も重要な段階でしょう。この段階でコンビュータは、ごく日常的な機械であり道具である

ことの認識を持たせることが重要であると考えます。そのためにまず、マシンの起動、終了の

容易さ、様々な使用語句の意味の解説をデモを交えて繰り返すことで、コンピューターに対す

るアレルギ一、恐怖心を取り除くようにします。またこの時期の初心者が陥りがちな、 「何も

しないのにこうなってしまった。」、 「何もやっていないのに勝手に機械がやってしまった。」

これらの誤解を解くことが重要でしょう。

コンビューターは

0使用者が命令しなければ、絶対になにも実行しないこと。

0 自分で判断し、なにかを実行することは絶対にしないこと。

この 2点を徹底して理解させることで、コンビュータに対する誤った不信感を持つことの無い

ように努力しました。それは、マシンが意図しない反応をした場合に、その内容をデモとして再

現し、どのような理想でそうなったかを説明する事で、その原因が使用者、自分にあることを理

解させることができたように思います。これらのことを繰り返すことで、初心者がコンビュー

ターに対して抱きがちな不透明感を軽減でき、次に統合ソフト(以下クラリスワークス)により

何がコンビューターでできるのか実践します。

0絵を描く

まずは構えるこ となく遊び感覚でマシンに向かえるように、絵を描くことからはじめ、課題

を与えてそれぞれの創作意欲を刺激し、スケッチブックに向かう感覚でできたように思います。

0描いた絵に解説、考察を書く。

上記で描いた絵に、各自なりにクラリスワークスのワープロ機能を使い、解説文章を書かせ

る。これにより、これまでは、絵を描くツールであったものが文書作成ツール、ワープロにな

ることを体験することで、コンビューターの多様性を実感させることができるようになりまし

159 



fこ。

この絵を描き、それについての文章考察をすることで、コンビュータが思考ツールとなるこ

とを体験することができ、つぎの本格CADへの前段階に位置づけられたように思います。

2 : CADの本格利用段階

1番の初期理解段階を経て、コンピューターに対する不必要な不信感等がなくなり、より高度

な利用形態に興味が移り始めたところで、 CAD (以下MiniCAD)の利用段階に入り、直接

的な建築との関わり方を体験させます。最初はMiniCADの使用説明ですが、第一段階を経て

いますので短時間で本来のCAD作業に移れました。

0プランニングをし、その建物の平面、立面図を描く。

使用したMiniCADは専用CAD (ある特定の工法の建築図面を半自動で描く)ではなく、汎

用CAD (特定な工法分野に特化せず汎用的に図面を描く)であるため、いたずらに高度な図

面を描こうとしなつかたこと、中途半端な自動作成による図面ではなかったことが、逆にCA

D本来の部品図作成と作図ツールの利用による、ひな形的図面の描き方が理解できたように思

います。期限を与えて、これらの図面を描くことで早くきれいに描けることの認識は大きなも

のがあったと言えます。

。教室の平面図、展開図、これらを組み合わせ起こし絵を作成する。

CADの基本的な利用ができたところで、同様にして自分たちの教室の平面図、展開図を描き、

完成した展開図をコピー、移動、回転することで新たな起こし絵として作成する。これによっ

て手書き作業では、難しい或いは時間のかかる作業が簡単に実行できることを体験し、 CAD

の有用性、いかなる利用形態が適しているのか理解できたと思います。

3. 成果

以上のことが、 4年生49人に対しての授業としての内容であり、これらのことを年間を通して

実行できたことによって上げることのできた効果をまとめてみると、

。当初の目標どおり、個々の学生のコンビューターに対する漠然とした不安感を取り去ることが

できた。

Oコンビューターを使うことが目的ではなく、個々の事項にどのようにコンビューターを利用し

てゆくのか把握し、理解することの方が重要であることを具体的に例を挙げて示すことができ

た。

QCAD利用に構える必要のないこと、思っていたよりも手軽なことを実体験させられた。

QCADによって図面を描くことで、他の図面へも再利用可能であること、図面をデーターの蓄

積として捉えることができるようになった。

。なによりもまして、より多くの学生が、 CADを利用し、手軽に図面作成できるようになった。

このほかに、機器に多少なりとも生じた余裕度を利用し、今までは学生の授業のみでしか利用

できなかったマシンを、他の教授の方々の研究活動、授業の補助機器として利用できるようにな

りました。その具体的なものとしては、本校岩崎教授による「大断面集成材の在来軸組仕口によ

る実験的強度の検証J (大断面集成材の場合、金物等による架構が一般的であり、在来軸組の仕

口による架構は少なく強度検証もあまり行われていない。)の授業内での実験において、様々な

架構仕口の場合の載荷、変形量のデーター収集、および考察に利用することができました。
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この成果としては、

O載荷、変形量のデーター収集、管理ができた。

O実験データーを受けての今まで利用できなかったデーター加工、考察ソフトの利用が可能と

なった。

O実験データーのコンビューター処理により、最終結果判定の時間短縮、およびより深い考察

が可能となり、有効な結果を得ることができた。

次に本校では4年生に情報処理としてコンビューターの授業を位置づけておりますが、この 1

年間をより有効にマシン利用するために、平成8年度より試験的に、 4年次のマシン利用効率を

より高いものにするため、 3年生の空き時間を利用して、今回 4年生に行った②第一段階 初期

理解段階と同様の時間をとるようにし、 3年生の学生50人にも事前に予備知識として対応できる

ようになりました。この結果として、

Oマシンの稼働時間を上げることができ、利用利率が高まった。

0情報処理授業の内容を、より実践的なものに移行する下地ができた。

0より多くの学生にコンビュータ一利用の機会を与えることができるようになった。

0多く の学生がコンビューターに興味を持ち、本年度よりコンビュータクラブが発足し、自主

的なより広範な活動が期待できるような環境となった。

以上のようなことが効果として挙げられますが、これらに対する反省点として、

。コンビューター 1台に学生2--3人というのが現状であり、 コンビューターの利用形態とす

ると恵まれたものは言いがたいものであり、個々の学生のコンピューターの利用時間の配分

を均等にはできなかった。

0ともするとリクリエーション的な時間となりがちなため、指導目標を端的に把握できる興味

あるタイムリーな課題に不足した。

4 今後の課題

これらのことを踏まえて本年度では基本方針のもと、より一層なこれら機器の有効利用を図る

ことができるものと期待しております。

03年生に対する、前段階講習をより充実化し、 4年次の授業内容をより実践的なものとして

ゆきたい。

O前段階講習を 3年生にとどまらず、より早い段階より実施してゆきたい。

。コンビューターの取扱説明会ではなく個々の目的のために、し、かにコンビューターを道具の

1っとして利用するか、常に意識できるようにしたい。

0他の教科、授業(特に卒業研究等)において、各教授の方々の管理、研究および教授、学生

聞の情報交換のために実務利用を図りたい。

本校では、 4年生の卒業研究の提出にワープロ記述が義務づけとなり、これら授業で理解した

内容を活用しながら、より高い利用形態を思考できるものと信じております。

このようなことが実行可能であったのも、助成金によるコンビューターの補充によって成し得

た、機器の有効活用によるところに他ならず、今回の助成金の成果には、大きなものがあったと

感謝にたえません。反省点でも述べたように、コンビューターの利用環境とすると恵まれたもの

とは言いがたいものではありますが、建築、特に日本が古来より培ってきた伝統工法と現代のコ
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ンビュータ一社会 (CA D)に対し、どのように取り組んでいけばよいのか常に考えてゆきたい

と思い、報告ならびに感謝の言葉に換えさせていただきます。
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2-2 環境共生住宅のための建材、

住居システムに関する研究

京都大学大学院工学研究科建築学専攻

博士課程田 中 麻 里

1.はじめに

近年とくに地球環境に関する関心が高まりつつあり、西欧や日本では環境共生住宅のモデル団

地が建設され、実現化に向けた個々の技術開発も著しい。民家を気候風土に適応した住居のモデ

ルとして見直す研究もみられる。東南アジアにおいても、建築研究機関などでは地域資源の有効

利用を考えた技術開発の研究が行われている。また住居は環境に応じた多様な地域性を示してお

り、地域の生態環境とのかかわりをみるとき自律的な住宅生産、住居に学ぶべきことは多い。し

かし、東南アジアでは自律的に成立してきたシステムが急速に解体されつつある。本研究では、

東南アジア諸地域における生態系に基づく住居および建材の生産・供給・リサイクル、自然エネ

ルギーの活用などを考慮した環境と共生する住居システムを再構築するための諸策を考察・提案

することを大きな目的とする。

主に焦点をあてるのは、東南アジアにおける環境共生技術開発の取り組みの実態把握と農村集

落における住居システムの実態、変容を明らかにすることである。すなわち、技術開発的な研究

の動向と自然環境と共生してきた農村集落の住居にみられる工夫を探るとともに、近代化による

農村集落の変容の動向を明らかにすることをねらいとしている。現在取り組まれている環境共生

技術については現地調査機関の視察によって、農村集落の住居システムの実態把握は資料のみか

らでは困難なため対象地域を限定したケーススタディを行うことにした。対象地域としては、タ

イ北部チェンマイ近郊のメーテン地域の農村集落を選定した。文献資料と併せて住居の特徴およ

びその変容、気候風土に配慮した住居の工夫、住宅生産の現状を中心に調査し考察を行う。タイ

北部を対象とした理由は、これまで、東南アジア島興部における住宅生産システムについてはい

くつかの報告がみられるが、大陸部については十分であるとはいえない状況にあること、これま

で豊富であった木材資源の枯渇により今後、住居システムが変容を余儀なくされるであろうが、

その動向についても抑えておく必要があると考えたからである。

研究の枠組みとして、以下の項目について考察する。

1) 伝統的住居集落にみられる環境共生的特徴

2) 農村集落における住居システムの変容

3) 環境共生技術開発の取り組み

2. 伝統的住居集落にみられる環境共生的特徴
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タイはタイ族を中心とした多民族で構成されるが、住居の形態としては高床の木造住宅が基本

である。中国人、ベトナム人居住地では一部地床住居も見られる。北部の山岳地域には少数民族

も居住しており、民族ごとに異なった住居集落の構成がみられるが、ここでは伝統的なタイ住居

の特徴を対象とする。

タイ様式の住居としては中部タイのものが代表的なもののひとつである。住居はチーク材を主

体にしてきたが、最近では手に入りにくいのでマホガニーや他の堅木を用いる。外壁は明るい茶

色や渋い赤茶色の紅殻風の色で仕上げられる。外壁パネルは上にいくほど内側に傾斜(約2度)

させて構成し、各柱の閣の壁パネルはルーク・フアグと呼ぶ伝統的格子模様のデザイン・パター

ンで組み立てられている。天井はなく、引っかけ式瓦が室内からみえるシンプルな構造である。

部屋の入り口は敷居が一段高く(約30cmほど)なっており、またいで入ることになる。これはア

ニミズム信仰で悪霊が室内に入らないようにとの意味があり、この敷居に座ったり立ったりする

と病気や不幸を招くとされている。

平面構成をみると、大規模な住居ではテラスを家の中央に広く(家の40-50%)とり、その

周囲にオープンテラス、寝室、居間、団繁の問、仏間、台所、穀物倉庫等を設けるクラスター形

式をとる。部屋はほとんど仕切りはなく、寝室は蚊帳やカーテンで仕切るのみである。住居は通

風を考え、異なった床の高さで構成され、また開放的である。窓は縦長で、内に向けて開く板戸

が正式であり、外側は防犯のため木製の格子がつけられている。ガラス戸はなく、現在では虫除

けの網戸がいれられている例が多い。一般農家では外側に突き上げ式蔀戸を設け、つっかえ棒を

用いて固定する方式が現在でも使われている。

東北タイでは中部タイの様に住居はテラスでつながったクラスター型のものではなく単棟もし

くは、寝室と台所がテラスでつながったものが主流である。他の地域と比べても住居の細部に装

飾が少なくシンプルなものが多い。中部タイでみられたような強い日射と熱気を避けるための急

勾配屋根はみられない。東北、北部では寒季には肌寒い時もあり、窓も関口部の小さいものが好

まれる。南部タイでは、灼熱の日射を遮るため、果物をはじめ樹木を屋敷地に多く植え木陰をっ

くり、屋根葺き材も断熱性が高く、手に入りやすい榔子の種類の葉が多用される。住居は単屋根

もしくは双子屋根のものが多く、またイスラム教の影響も強く窓などにイスラム的装飾が施され

るものも多い。

北部タイの伝統的住居は、黒に近い色で塗装を施しどっしりと重量感があり、中部タイの明る

い華麗な色彩の家とは対照的である。日本の神社にも見られる「千木」によく似た「ガレエ」と

呼ばれる棟飾りが一部富裕層の住居で見られる。そのいわれはいくつかあるが、水牛の角をデザ

インした「勝利の象徴」ともされており、中国の雲南地方から伝わったものと言われている。こ

の地方では農耕に古くから使われている水牛を非常に大切にしており、水牛を崇める祭が各地方

で現在でも行われている。また、チーク材に彫刻を施し全体を黒い色で塗装して、太くがっしり

した柱を足に見立て、屋根の頂部に一対の角をデザインして取り付け、すくっと頭をもたげた力

強い水牛に見立てているとも言われる。主な住は中部タイ同様内側に傾斜されて建てられるが、

北部タイの外壁パネルは上部を外側に傾斜させているものもあり、部屋の内側からみると上部へ

の空間が拡がりが誇張されると同時に室内への光線の入り具合が効果的であるといわれる。

北部、東北部では小さい窓、引違い窓が採光をかねて設けられている。中部では厳しい日射、

熱気を遮るため急勾配の高い屋根をもっ。熱帯の気候で快適に住まうため、床下空間や戸外をう

まく利用している。床下で機を織ったり、食事をしたり、露台を設けて村人と話をしたり、日中

-166-



は生活のさまざまな行為がここで行われる。農村部や都市の一部でも熱源に薪や炭を使うことが

多いが、煙がこもらないよう開放的な台所、もしくは屋外をうまく利用している。どの屋敷地で

もマンゴやパパイヤなどの果実をはじめ、香辛料、食用にする野菜などを育て、多様な食材をも

とにした自給生活を可能にしている。屋敷林は日射を遮り、木陰をっくり冷風を通す働きをもっ

ている。また、寒季には北から南へ風が吹くので住居配置も東西を軸としている。北部では近く

に山をもち、水は比較的得易いため井戸を利用するが、東北タイや中部タイでは乾季には深刻な

水不足を抱えるため、雨季の雨水は貴重な生活資源として利用している。中部や東北タイでは雨

水を溜める雨水タンクを製造販売する小規模工場が数多く存在し各村に売り回る。熱帯地方での

生活には自然環境をいかに取り込み、遮断するかといった生活の知恵が根付いている。住居構成、

材料、窓などの開口部にはさらに微妙に異なる地域の気候条件に対応した工夫が見られる。

3. 農村集落における住居システムの変容

前述したような伝統的住居は近年、近代化によって大きく変化している。タイでは地域性の継

承よりもブ、ロックなど新建材の普及が目覚ましく、木造高床住居を基礎としながら床下をブロッ

クで取り囲んだり、木材の支柱に変わってコンクリートの支柱がめだっている。このような変化

は地域性によらず全国的にみられる。そうした農村地域の住居と建設システムの変容を明らかに

するためケーススタディを行った。

調査は1996年2月7日---21日チェンマイ県メーテン郡ソプァ一行政区ムーホック村のフアイボ

ン集落 (ChangwatChiangmai， Amphore Mae Teng， Tambon Sophure Moo 6， Bahn Huaybon)に滞在

して行った。

(1 ) メーテン郡ムーホック村の概要

メーテン郡ムーホック村は、チェンマイ市から北西50kmに位置している。ムーホックには100年

以上前の壁画をもっワット・ターカームという寺があり、フアイボン集落、ターカーム集落、モ

ン集落で構成される。タイでは幹線道路沿いに、幹線道路を起点として奥部に線状に民家が分布

するリニアーな村落が多く存在するが、ムーホックもそうしたリニア一村落の一つで、ある。幹線

道路からターカーム寺に至る道沿いにフアイボン集落、ターカーム集落がある。二つの集落は村

内を流れるメーハオ川 (MaeNamMae Hao)によって分けられる。村は約130年の歴史があると

いわれており、もともと中国のシプソンパンナーやチェンマイの他郡より移住してきた 6、7家

族で構成され、天然資源が豊富で、チークの森林があったといわれている。現在では森林は伐採

され、ほとんどが水田と大豆栽培、ラムヤイ(龍眼)など果樹園になっている。

モン集落とはモン族の人々の村であり、 2集落から 3kmほど離れている。現在、ムーホックの

人口は667人、 151世帯、 187住戸であり行政区域としては3ヶ村で構成されるが、村長の話による

と村の集会などはモン集落を除く 2集落で行われている。

フアイボンとターカーム集落の構成要素として寺、小学校、保育所がある。寺の前に2軒、幹

線道路沿いに 1軒の雑貨庖がある。商業施設としては美容院を営む民家が 1軒、庖聞きしたばか

りの小さな食堂が 1軒、村の若い女性たちが裁縫を習い、そこで製作した洋服や鞄などを販売し

ている屈が 1軒ある。また、隣り村との境界には火葬場がある。
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(2) 住居の構成・建材

現在の農村住居にはどのようなものがあるのか。確認できた96の主屋の構造についてみると、

台所など一部にブ‘ロックを使用しているものも含めて木造のものが50、ブロックを壁材などとし

て使用し、木造の小屋組をもっ木・ブ、ロック混合構造のものが27、ブ、ロックが主で木材はほとん

ど使われていないブロック造のものが19である(図 1)。新しいものほど、ブ、ロックを多用する

傾向がみられる。ヒアリング調査を行った15世帯の19住居について、使用されている建材の種類、

建設年代、台所やトイレなど別棟の有無についてまとめたものが表 lである。村における代表的

なものを選定しており村の住居の傾向を理解することができる。

集落内でも古い住居のひとつである住宅13の建設は1964年であり、全体としても築30年未満の

新しい住宅が多い。とくに1988年以降に 9軒の住宅が建設されているが、内 6軒は柱梁、小屋組

は木造で壁材がブロック造もしくは木とブ、ロック併用のものである。残りの 3軒も木造であるが、

台所など一部にブ、ロックを使用している。地床のものは 6例みられ，いづれも1985年以降に建設

されている。ブ、ロック造地床式住居の増加は、タイ政府による木材伐採、とくにチーク材の伐採、

取引に対する厳しい取り締まり、木材価格の高騰、一方でブロックだと木造よりも耐久性がある

と考えられていること、掃除など維持管理も容易であることなどが要因として考えられる。また、

床高が 1m前後のものも建設されている。高床木造住居の床下 1階部分をブ‘ロックで囲ったもの

が4例あるが、木造二階建ては極めて少ない。

天井は張られず屋根が直接見えるものがほとんどである。壁には木が使われ、ブ、ロック造の場

合には腰高まではブ、ロックで上部は板張りのものもある。ドアや窓などもすべて木製である。台

所は約半数が屋内と屋外の両方をもっ。屋内にあるものも壁と天井の間にすき間を設けたり、ブ

ロックと木造格子など、で、つくられ換気が十分にできる半戸外的な台所である。それらは、調理熱

源に薪や炭を使用し、プロパンを補助的に使う場合には好都合である。とくに薪を使用する場合

は煙がでるため、屋外もしくは風通しのよい場所が適している。また調理は、しゃがみ込んだり、

座って行われるため、屋外の台所空間は採光や涼しさといった作業環境にも適応している。

トイレ兼水浴び場は屋外の別棟にある場合が12例と別棟傾向は根強いが、近年新築された住戸

では屋内に設けられる傾向が見られる。

(3) 住宅の建設システム

住居の建設方法、建材の入手方法についてみると、建設を依頼するのは同じ村に住んでいる大

工が多い。その他に手伝いが加わったり、村人や親戚のものが協力することも多い。その場合、

大工には現金で報酬を支払うが、手伝いや村人には食事を提供するだけの場合が多い。 1980年代

の終わりころからは、村人が直接手伝うことは少なくなった。これは村に住んでいる若者とくに

男性の多くが工場や町へ働きに行くようになったためである。

建材の入手先のうち、木材はそのほとんどが森林から伐採してきたものを蓄えておいて住居建

設に使い、その他の材料も身近な庖から購入している。隣村 (M005)の幹線道路沿いにセメ

ント、砂、プ、ロックなどを扱う建材庖があり、多くがそこから購入している。つぎに利用される

のが、村から最も近いメーマライ市場である。隣り村やメーマライ市場で扱う建材の種類は限ら

れており、そうした材料でつくられる村の住居は色やデザインも奇抜なものは少ない。窓も板窓

や板窓の上部にガラスがはめ込まれた形のものが多くみられ、製品化されたものを買ってくれる

わけではない。大工と形などを相談し、大工がガラスを入れて取り付ける。車をもっている者は
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近くの町で建材を購入するが、それでもチェンマイ (50km)など都市へ買い付けにいくことはほ

とんどない。

建材庖で扱う建材の種類の変化とともに、住宅の外観などデザインも変容していくものと思わ

れる。そうした状況のなか、木材資源の入手の困難さは今後も続くことが予想され、ブ、ロックを

利用する住宅が増加すると思われる。ただ、現在でも少しづ、つ、古材を含めて木材を収集し納屋

にストックしたり、スケルトンのみを木材でつくって、将来子供のための住居建設にむけて準備

をしている世帯もみられる。根強い木材とくにチーク晴好が存在しており、そのことが古材利用

をすすめている。

(4) 住居の空間構成

伝統的な住居は木造高床のものであるが、近年では地床のものや高床の床下部分を囲って室内

化するものもみられる。そうした構造の違いによってどのような空間構成の特徴がみられるだろ

うか。表2は、住居の構造と、部屋の配置の仕方によって住居を類型化したものである。最も多

くみられるのは、高床で平面プラン I型のものである。高床住居で原型と思われるが、それはい

くつかの特徴をもっている。階段をあがると庇のついたテラスがあり、そこにはハンナムHannam 

とよばれる水を溜めた壷と柄杓がおかれている。誰でも自由に査の水で口を濯いだり、手を洗っ

たりすることができる。入口を入ると、客を招きいれるテーンと呼ばれる部屋があり三方に窓な

どの開口部があり、一面は寝室の壁と廊下につながっている。廊下を挟んで両側に寝室が設けら

れ、寝室には廊下側のドアから出入りする。廊下のつきあたりは台所になっている。台所との境

界にドアはないが、台所の床は一段低くなっている。床は板ばり、部分的に竹ばりのものも見ら

れる。壁は天井まで設けられなかったり、格子になっている場合が多く、煙をだすため通風を十

分に考慮した開放的なものである。台所には屋外に通じる出入口があり、外部には屋外テラスが

接続している。そこにも水査が置かれている。高床の床下には露台がおかれ、日中はたいてい涼

しい床下で過ごす。床下は農機具や自転車などの置き場としても使われる(6、9、13)0 7 A 

はテーンが広く取られ、台所の横に寝室が設けられており I型の変形タイプとみなせる。

高床で床下部分がブロックなどで完全に因われている場合、一階はホーン・ナン・レン Hone

nan lenと台所である。ホーン・ナン・レンとは“座って遊ぶ部屋"という意味であり、そこに

はテレビや露台、イスなどが置かれ居間的な使われ方がされる。台所は吹き抜けになっており、

二階へ通じる屋内階段が設けられている。台所部分には出入口が設けられ、水瓶や調理器具など

が置かれた外台所と連結している。正面入口近くに設けられた二階への屋外階段は頻繁には使わ

れず、儀礼時等に使用される。(4、14)

E型はI型のプランと類似しているが、台所が別棟に設けられ、そのため最後部の台所部分が

物置になっているタイプである。台所が別棟になった理由は、 「新築当初は台所として使ってい

たが、煙が出て住戸にこもるから新しく台所を自分でつくった(2)Jや「もともと台所が別棟に

あったから必要なし(1、5、11)Jなど、台所別棟志向は根強いが、台所の屋内化に関しては

伝統的な半屋外の台所空間にみられた通風や採光といった条件に十分配慮する必要があることを

示している。

E型は1991年に建設されたものであるが、唯一台所もトイレも屋内にある場合である。基本的

な平面構成は I型と同じであるが、屋内に設けられた台所、トイレおよび水浴び場は住宅の最後

部に設けられる。
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町型は居舗付き住宅や作業場っき住宅である。12は二階建てで、一階部分の一部が美容院、接

客のための場所として使われている。階段の位置などは他と異なるが、二階部分はテーンと廊下

を挟んで両側に寝室がある基本型Iの平面構成と同じである。

4. 東南アジアにおける環境共生技術開発の現状

ここでは、現在東南アジアで行われている環境共生の技術開発の取り組みについてみてみたい。

1994年9月から1996年2月の聞に東南アジアにおける建築研究所をはじめNGO、大学などの現

地視察を行い、資料の収集を行ってきた(表3)。タイでは1.タイ科学技術研究所 (T1 S T 

R)、2.人口とコミュニティ開発財団 (PD A)、3. アジア工科大学院 (A1 T)、4. コ

ンケン大学、 5. ビ、ルディング・トゥゲザ一、である。これら諸機関における環境共生技術に対

する取り組みを材料技術、設備・環境工学、計画技術施工技術の点から評価する。

(1 ) 材料技術

身近な材料を用いた材料開発が広く展開されている。なかでも、ソイルセメントブ、ロックの生

産、マイクロコンクリート (MCR)屋根材の生産は普及しつつある。ソイルセメントブロック

は、枯渇する木材資源、の代替として東南アジア各国で取り組まれている。地場ソイルとセメント

を混合して、主として手押し式機械を用いて生産する。近年、アジア工科大学院ではソイルセメ

ントブ、ロックの生産を量産化するため、電動式機械を製作した。従来の手押し式機械では、一

日の生産量が250個であったのが、電動式機械により2000--3000個と飛躍的に生産量が増加し

た。今後、都市地域を中心に東南アジア各国でも導入されるものと思われる。

MCR屋根材は、砂、石粉、セメントを混合して瓦状に成型したものである。これも東南アジ

ア各国でひろく生産されている。軽く、施工も容易で、波板鉄板に比べて断熱性が高い。

籾殻灰やバナナ、ココナツ繊維といった農業廃棄物を利用した開発も行われてきたが、原材料

の質が均質でないことなどの問題を抱えて実用化には至らなかった。天然資源で成長のはやい竹

は南米などでは注目されており、中米のコスタリカでは、国家プロジェクトとしての竹の植林を

行い、木ではなく竹を構造材としたバンプーハウスが大量に供給されている。タイではタイ科学

技術研究所がタイ農村部でみられる竹の住宅の耐久性を向上させるため、竹壁に石灰を塗り込め

る方法が提案されたが、下地材として使う竹の乾燥が十分でないと塗り込めても耐久性が十分期

待できないので、普及しなかった。熱帯の竹は日本のものに比べて肉厚で、利用可能性も高い。

伝統的にタイ山岳地帯のアカ族などは竹を多用している。日本においても、戦中に竹筋コンク

リート等の研究が進められた。しかし、東南アジアでは一般的に竹を構造材として使用する方法

をはじめ竹の利用については本格的には取り組まれていない。

(2) 設備・環境工学

水資源を有効利用するため雨水の利用が積極的に進められている。雨水タンクの建設や住宅の

敷地内に雨水を浸透させる井戸(雨水浸透井戸)の設置などである。日本でも雨水浸透性舗石の

利用が進んでいる。雨水を地下に浸透させることによって、都市洪水を防ぎ、地下水量を増大さ

せる効果をもっ雨水浸透井戸は、現在インドネシアのジャワ島を中心に設置が義務づけられるよ

うになった。
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タイのPDAでは東北タイを中心に雨水タンクの設置をコミュニティ活動のひとつとして行っ

ている。 PDAはもともと家族計画の普及活動を大規模に展開してきた組織であり、すでに村人

のネットワークを築いている。雨水タンクの設置もそうしたネットワークを活用して普及が進ん

でいる。タイに限らず、水を確保するための活動、雨水タンクの建設は地域コミュニティの共同

作業、相互扶助で行われることが多い。

(3) 計画技術

住居建設を行う場合においても東南アジアでは豊富な労働力を利用したセルフビルドを許容す

るコアハウジングは、住宅建設のあり方として有効な方法として評価できる。コアハウジングと

は簡単な水回りとワンルームを供給し、後は居住者に委ねる住宅供給の手法である。初期の住宅

供給コストは低く抑えられ、居住者のニーズに対応した住居の増改築ができるなど、居住者自身

が建設に携わることができる方法として有効である。 1970年--1980年にかけて広く供給されたが、

フィリピンやインドネシアでは現在も盛んに行われている。

(4) 施工技術

上記で述べた技術は、高度な技術を必要としない適正技術を基本としている。居住者にとって

建設、維持管理がしやすいものである必要がある。

5. まとめ

(1 ) 住居の形態と建設システムの変容

伝統的なタイの木造高床住居には微妙な気候の違いに応じて屋根の勾配、窓など開口部の取り

方などに工夫がみられた。また適度に自然環境を遮断、取り入れる工夫を行い、高床の床下空間

や戸外を巧みに生活空間として利用してきた。近年でもそうした生活は継承されているが、とく

に1980年後半以降ブロックを多用した住居が増加している。それに伴い地床住居も建設されてい

る。現在農村住居には高床や床高 1m前後のもの、地床のものなど床高が多様化しているが、原

型と考えられる高床住居の平面構成がそのまま再現されている。すなわちテラス、テーン、寝室、

台所が空間構成の基本的要素であり、テーンと寝室、台所と廊下が連結されるという伝統的な平

面構成が継承されている。新築される場合には、これまで別棟であったトイレ兼水浴び場が屋内

に設けられる傾向もみられるが、その場所は住居の最後部である。台所は別棟が主流であるが、

ブ、ロックを使って内部化するものもみられる。その場合、薪や炭を使う生活様式に対応した換気

ができ開放的な空間でなくてはならない。

住居の建設に関しては、森林に木材が豊富にあり入手できたのは1980年はじめ頃までで、その

頃は村にいる大工と親戚や村民の協力のもと住居建設が行われていた。 1980年後半以降は木材を

入手することが困難となった。それでも木材はこれまで少しづっストックしておいたものを利用

したり、知り合いを通じて入手しているセメントや砂、ブ、ロックなどは近くにできた建材屋でを

購入することが多くなった。そこで扱う建材はセメントや砂、シンプルなコンクリートブ、ロック

など限られており、そうした材料で、つくられる村の住居は色やデザインも奇抜なものは少ない。

窓も板窓もしくは板窓上部にガラスがはめ込まれた形のもので既製品を購入して取り付けるわけ

ではない。近くの町へ建材を購入するために行くことはあるがチェンマイなど都市へ買い付けに

巧
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いくことはほとんどない。

台所など汚れやすい所には昔から竹など取り替えがきく材を使用していたが、近年では竹に変

わってブロックが利用されることが多い。ブロックの利用は掃除が容易であること、耐久性が高

いためと考えられている。しかし、主屋をブロックで作る場合には、むしろ木材資源の枯渇それ

に伴う価格の高騰など木材の入手が困難なことが大きな要因のひとつで、あると考えられる。古材

を少しづ、つ収集したり、古民家の売買なども行われており、根強い木造住宅志向が古材の利用や

リサイクルをすすめている。

(2) 環境共生技術開発の取り組み

ソイルセメントブロックやマイクロコンクリー卜屋根材といった材料技術の開発がタイをはじ

め東南アジアで積極的に取り組まれている。枯渇する木材の代替品としての建材の開発である。

それらを基本として、籾殻灰やバナナ、ココナツ繊維といった農業廃棄物を利用した開発も試み

られたが原材料が均質でないため実用化には至っていなし」熱帯の竹は日本のものに比べて肉厚

であり、成長もはやい。しかし、東南アジアでは中米ほど積極的に利用されておらず豊富に存在

する竹について利用方法を検討することは今後の課題となる。設備・環境工学といった面からは、

水資源を有効利用するため雨水の利用が積極的に進められている。雨水タンクの建設や住宅の敷

地内に雨水を浸透させる井戸(雨水浸透井戸)の設置が行われている。日本でも墨田区が推進し

ている雨水タンク(路崎)の設置、国技館や大学など公共建築での中水利用、雨水浸透性補石

の利用が進んでいる。インドネシアでは雨水浸透井戸を各住宅敷地内に設置することがジャワ島

を中心に義務づけられている。雨水タンクの建設を地域コミュニティの共同作業、相互扶助で行

うなど日本のこれからの地域コミュニティ活動に取り入れる示唆に富んた活動が行われている。

計画技術面では、住居建設を行う場合、豊富な労働力を利用したセルフビルドを許容するコア

ハウジングなどは、住居建設のあり方として有効な方法として評価できる。それを実現させるべ

く高度な技術を必要としない適正技術を基本とし、居住者にとって建設、維持管理がしやすいも

のである必要がある。
(注) *路地尊:路地の安全を守るシンボルとして路地の辻に路地尊というストリート・ファニ

チャーが設置され、掲示板や町内の瓦版として、掃除用具を置き、災害時用のホースや

消火器が内蔵されておりここに雨水利用を導入している。
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1 はじめ

ROOMVENT' 96 1996年室内換気に関する

国際シンポジウム

5th International Conference on Air 

Distribution in Rooms(ROOMVENT' 96) 

東京大学生産技術研究所

教授村上周

ROOM VENTは、室内換気全般に関する学術情報交換の場として北欧空調・暖房衛生工学会

(SCANVAC)主催で、 1987年よりほぼ2年ごとに開催されてきており、1996年夏に横浜で第5回の

ROOM VENT '96(5th International Conference on Air Distribution in Rooms)が開催された。

これまでは欧州で開催されてきたもので、欧州以外では初めての開催である。この国際会議は、

(紛空気調和・衛生工学会、 SCANVAC、東京大学生産技術研究所、 ASHRAEが主催し、更に IEA、

日本建築学会、トステム建材振興財団、他が協賛、後援している。会議の運営は空気調和・衛生

工学会 空気調和設備委員会換気効率・基準小委員会(主査村上周三)が主体となって行わ

れた。

欧州でしか開催されたことのなかったROOMVENTが極東において開催されたのは、1992年に空気

調和・衛生工学会、.ASHRAE、東京大学生産技術研究所の共催で開催された室内気流と換気効率に

関する国際会議ISRACVE(InternationalSymposium on Room Air Convection and Ventilation 

Effectiveness)を通じて、日本の換気に対する関心や研究のレベルの高さが、北欧を始めとする

欧米諸国に認識された結果でもある。従ってROOMVENT ' 96は、 ISRACVEの第2回会議としても位

置付けられており、室内の換気性状、換気効率に関して前回の会議で提起された様々な問いかけ

に対する回答について検討される会議としても期待された。

更に、この会議は国際エネルギー機構(IEA)におけるIEAAnnex26(第26分科会 大空間の

換気性状に関する研究委員会)の研究活動の総括会議とも位置付けられていた。 1993年より本格

的に開始されたIEAAnnex26の3年間あまりの国際共同研究の成果が、ワークショップ形式で

報告された。

本報告は、会議最終日のGeneralReportなどを参考にし、会議の概要について報告するもので

ある。

2. 会議の概要

ヴ，
弓

t



会議の概要を表 1に示す。海外参加者は142名、国内参加者は245名であった。また、国別の海

外参加者は北米が10名、西欧が50名、北欧が41名、東欧が10名、アジアが10名、その他が21名で

あった。欧州で始まった会議である性格上、海外参加者の中では、欧州(ロシアを含む)からの

参加者が全体の75%を占めており、北米やアジアからの参加は比較的少ないことがわかる。今後

はアジア、北米などからも多数の参加者を集める全世界的な国際会議に発展することが期待され

る。

ROOM VENT ' 96で発表された論文のテーマは非常に多岐にわたっている。一般講演のセッショ

ンのテーマは下記の通りである。

①気密性、換気量と室間換気

②タスク空調と温熱環境

③置換換気と床下空調

④空調設備の制御と噴流の挙動

⑤室内気流の計測

⑥室内気流のモデル化とシミュレーション

⑦大空間の室内気流

⑧換気効率と室内空気汚染

⑨自然換気

⑩省エネルギー効果の高い大空間の換気(lEAAnnex26) 

3. 研究発表の内容

会議のプログラムは、招待講演、一般講演、ワークショップの三つで構成されている。

ここではそれぞれについて、発表された内容を概観する。

3. 1 招待講演

招待講演は会議の初日と最終日の午前中に二回開催され、合計5名の方が講演を行った。いず

れも大ホールで、全員参加の下で行われた。招待講演ではヘッドフォンが貸し出され、同時通訳

により日本語で聞くこともできた。

(1)大空間の室内気候制御の設計 Mr.Alistair Guthrie 

CFDや実験などを駆使しながら、快適な大空間の設計を行った実例が紹介された。快適な温

度条件を作り出すために室内気流の予測・制御が非常に重要であり、それらを考えた設計のため

には、 CFDが有用であることが示された。日本の関西空港のターミナルビルも紹介された。

(2)取り囲む建築外皮 Mr.Rafael Vinoly 

ガラスで固まれた東京国際フォーラムの設計手法について解説が行われた。

(3)風、機械そして建築 Dr.Eiji Maki 

演者が日建設計において関わってきた実例をもとに、機械と自然、との調和が環境にやさしく省

エネルギー的な建物を実現することが示された。

(4)伝統的韓国建築におけるパッシブ設計の理念と技術 Dr.Kyung Hoi Lee 

オンドルに代表される伝統的なパッシブ技術の紹介と、代表的な伝統建築物が紹介された。家

の中に家があるというこ重構造の住宅や地下住宅、納経堂などが紹介された。

178-



(5)伝統的日本建築における気候制御のためのパッシブクーリング Dr.Ken-ichi Kimura 

日本建築における伝統的パッシブクーリング手法について説明がなされた。単に物理環境を良

くするばかりではなく、心理的な快適性も重視した日本の伝統的手法が印象的である。

以上が招待講演の概要である。室内気流研究の重要性を改めて認識すると共に、建設設計思想

によって研究の方向性が異なって来ることが示唆された。

3. 2 一般講演

一般講演は 1時間30分のセッションごとに 4つの室で常に同時進行の形で進められた。セッ

ションは口頭発表だけのoS (Oral Session)と口頭発表とポスターの前での発表とを両方行う O
P (Oral and Poster Session)の2種類からなっていた。 1題あたりの発表時間は、 OSで15分

(10分発表、 5分質疑応答)、 OPで5分発表であり、 OPではポスター前で1時間の討論時間

が設けられていた。 OPでの論文発表が口頭でも行われたため、どのポスターを見に行くかを決

めることができ大変役に立った。同時進行で行われたため、一般講演の 4分の 1しか実際には公

聴できないわけであるが、最終日に 5人のゼネラル・レポーター (GR)によってセッションの

発表内容についての概要説明が行われ、これを聞くことで会議の全容を把握することができた。

以下、当日会場で配られた資料の日本語訳(抄訳)を紹介させていただく。 GRによって発表形

式が異なるので、若干書式の統ーがとれていないこと、研究者名を明記していないことをご了承

頂きたい。

3. 2. 1 換気と室内空気汚染 GR:Dr. Claude-Alain Roulet 

(1)換気

①モデリング手法:いまやCF D (Computational fluid Dynamics)は、換気に関する問題を

解決する手段として利用されている。 Annex26のワークショップでも、大空間での効率的

換気システムの非常に有効な設計方法であることが示された。しかし、ゾーンモデルも発展

しており、 IEA-ECBAnnex23で、は、多数室からなる建物の気流シミュレーションの使いや

すいゾーンモテールプログラムが提供されている。故に、モデル選択の幅は広く、解きたい場

に応じて選択したモデルを適合させていかなければならない。

②測定手法:可視化技術に基づく方法やトレーサーガス技法などが発展している。特に可視化

に基づく「場」の計測方法はこれからますます発達し、 「点」の計測技術を越える日が来る

かもしれない。

③換気手法とシステム:換気と冷房に関するパッシブな技術が見直されてきている。良い建物

を設計するために、革新的なパッシプ手法とアクティプ手法の組み合わせが提案された。

(2)室内空気汚染

周期的に変化する 1A Q CIndoor Air Qual i ty、室内空気質)が室内空気質の受容性を向上さ

せること、また同時に新鮮外気の取り入れによるコストが高い場合には空調管理者によって外気

採り入れ口が塞がれてしまうことが報告された。

①換気効率、汚染物捕集効率、寄与率:これらの概念は拡大され発展した。測定方法による誤

差の違いが検討され、換気効率がエネルギーの側面からも検討された。

②ケーススタディ:1 AQに関するパラメータを評価するために、実測、 CFD、模型実験の

結果が報告された。高い換気効率を実現することが実際には難しいという報告がいくつかな
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された。

(3)結論

風と設備と建築を最大限に利用して、良い室内環境を保証すること、なかでも室内気候にとっ

て良い設計をするための新しい方法を提示することが我々の使命である。本会議では、この方向

での多くの新しい知見が提示されたという印象を持っている。

3.2. 2 新しい空調換気システム GR:Dr.Francis J.Offerman III 

(1)タスク空調と温熱環境

いくつかの興味深いアイデアが発表された。たとえばタスク・アンビエン卜空調システム、デ

スク置換換気システム(置換換気とタスク空調とを融合したのも)、 VAVシステムでの高風速

を用いた冷房効果、間欠気流による冷房効果、大空間で給気口を座席に集中する換気システム、

動・静脈吻合人体熱モデル、オゾン脱臭システムなどを挙げることができる。これらの研究にお

いて、 PTV CParticle Tracking Velocimetetry;粒子追跡風速計)やCFDを用いた予測の有

用性が検証されている。

(2)置換換気と床下空調

「タスク空調と温熱環境」以上に興味深い考え方や研究内容が発表された。まず、置換換気と

床下空調と従来方式の比較から、換気効率は置換換気が最も良いが、温熱的な不快感を生じさせ

る上下温度分布を生むことが指摘された。また、天井放射冷房が置換換気気流に影響を及ぼすこ

と、床下空調の方が天井空調より室内粉塵濃度が低いこと、床下空調は夜間換気をすることで天

井空調より著しく省エネルギーになること、朝に吹き出し空気により室内空気の気流をつくれな

いこと、など新しい知見が得られた。室内の粉塵濃度、換気効率の検討例も報告された。

新しい考え方・モデルとしては、熱源の種類とアルキメデス数を考慮した温度分布解析モデル、

置換換気の場合の鉛直分析をパソコンの表計算ソフトで求めることができる新しいモデル、置換

換気における 2ゾーンモデルなどを挙げることができる。

(3)結論

将来も空調換気システムの革新的な研究が期待される。タスク換気と置換換気システムに対す

る興味はますます高まり、進歩が続くであろう。換気効率、温熱的快適性などの換気評価指標の

標準的な測定法が出現すれば、これらの新しいシステムはますます進歩するであろう。また、快

適性と空気汚染のための知的センサーと、新しい空気浄化方法が開発されれば、将来新しいシス

テムを普及させるには、これらの新しい空調・換気システムによって生じるそこで働く人々の作

業性の向上について研究をする必要がある。

3.2. 3 室内気流の解析 GR:Dr.Mats Sandberg 

(1)噴流

噴流の研究が再び着目された。現在は制限効果と浮力噴流に焦点が当てられているが、大空間

でコアンダ効果を利用する試みもあった。浮力流れの特性値としては伝統的にアルキメデス数が

用いられるが、いわゆる熱的長さ CThermalLength)を用いて距離を無次元化することを提案し

た研究者もいた。将来熱的長さを用いて整理された浮力流れの研究結果が見れるものと期待され

てる。

(2)気流の制御方法
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コンビューターの発達によって、下記のような新しい制御アルゴリズムが可能になった。

①例えば実際の電気料金を考慮した空調空気の吹き出し量制御

②室聞の温度を変化させることによる空間換気量の制御

③冷噴流の下降制御

(3)大空間

IEA、Annex26で行われた研究を一部反映して、大空間に関する多くの研究が発表された。

難しい問題を解決するために、多くの手法が用いられた。

①CFD:自然対流場の予測における境界条件の問題

②単純モデル:長期にわたる予測を行うためには単純モデルが必要である。いろいろな目的の

ために、単純モデルの必要性は永久的に(?)なくならないであろう。

(4)自然換気・通風・建物内自然対流

室内の自然、対流に関する基本的な問題を取り扱う論文があった。いろいろな手法を用いること

が重要である。

自然換気に関する論文は多かった。発展途上国でのローコスト換気システムの必要性を一部反

映している一方で、工業国の「自然回帰」への興味、永続的社会への回答、現在の機械換気シス

テムへの不満などが反映されているものと思われる。しかし、自然換気が成功したという報告ば

かりではなく、一日中或いは年中うまく働くとは限らないと言う報告も多い。したがって、自然

換気はいつでもどんな気候下で有効な解決策であると結論づけるべきではなく(不確定性と)妥

協しながら使うことが重要であろう。

風力や温度差によって生じる建築内の気流をCFDによって予測する場合には、境界条件の設

定に困難を伴う。ある程度建物の周辺の領域についても同時に解かなければならないであろう。

これは今後の研究課題である。

(5)新しい話題

最近の日本の超高層建築にはボイド空間(中庭)がしばしば計画されている。この種のボイド

空間には様々な機器からの排ガスが排出される。従って、排ガスがどのように拡散するかについ

て研究を行う必要がある。

3.2. 4 室内気流のモデル化とシュミレーション GR:Dr.Shinsuke Kato 

(1)概評

室内気流の研究においては、乱流モデリングとシミュレーションというこつのカテゴリーで発

表がなされた。室内気流の予測法は確実に発展している。また、シミュレーション方法を用いて

室内気流の分析が多く行われた。

(2)講演内容の項目別解説

①開発

・CFD手法(複雑な形状の乱流モデル、放射場計算との連成シミュレーション)

.マクロモデル:汎用性の高い物理モデル

②気流解析

・室内の対流、放射、伝導による熱移動解析

.室内の換気効率の分析

-境界層、 (乱流への)選移、不安定性などの基本的な流れ解析
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③乱流モデル

・標準κ-eモデル

・低レイノルズ数型κ-eモデルとその改良モデル (LSモデル、 MKCモデルなど)

• L E S (Large Eddy Simulation)(スマゴリンスキーモデル、動的モデル)
※RSMモデル(レイノルズ応力方程式モデル)の発表はなかった。

④室内空気のCFD

• 2バンド型放射計算と熱伝導解析と連結したCF D (境界条件の簡素化、対流熱伝達、温度)

.非構造型メッシュシステム

⑤マクロモデル

・流れ要素(フローエレメント)手法を使ったモデル

.制御システムの時間的レスポンス

⑥CFD手法

・目標について(特定の境界条件でのケーススタディ一、特定の境界条件の変化に対する感度

解析)

-境界条件モデリング(単純化)

.乱流モデルの選択

・総計算量の調節(分析グリッド数)

⑦対流熱伝達

・室空気の熱収支から、室内の体積平均温度が決定された。熱収支は、壁からの対流熱伝達量

と給気と排気の温度差による熱移動量による。

・放射計算と連成されたCFD解析を行うためには、対流熱伝達量の正確な見積もりが必要で

ある。なぜなら、対流熱伝達量によって固体表面での熱収支計算における放射熱伝達量の計

算値が大きく変化するからである。

・一般対数則に基づく壁関数が多く用いられた。

-低レイノルズ数型κ-eモデルも多く用いられた。

・比較的粗いグリッドを持つCFDシュミレーションにおいて対流熱伝達率を固定した解析が

行われた。

⑧空間分布

・換気される室内では、移流と拡散の場において平均の対流が車越する。言い換えれば、平均

風速や平均温度などの平均値の空間分布形成に当たって、乱流拡散はそれほど重要ではない。

⑨モデル選択

・現在のところ、実用的には標準κ-eモデルとその改良モデルが最も広く用いられている0

・乱流の非等方性を考慮した改良型κ-eモデルが考案され、 κ-eモデルの適用性が広げら

れた。

-次なる乱流モデルではRSMを飛び越して、 LESとなる。

⑩グリッドと計算時間

・シュミレーションの総グリッド数は10，000から1，000， 000であった0

・多くの場合、 100，000以下のグリッド数が用いられた。

• 0.2GFLOPSの計算機で、一つのシュミレーションに要する時間は0.2から500時間であった0

.シュミレーションに必要な総時間は3日から 3ヶ月であった。
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⑪グリッド分割

・我々は常に不十分なグリッド分割でシュミレーションを行わなければならない0

・我々は不十分なグリッド分割によって生じる問題を回避することは出来ない。

・グリッド分割に対して敏感でない数値解法を用いなければならない。

-不十分なグリッド分割によって発生する誤差が評価されなければならない。

⑫室内空気流動の解析

・ガラスが覆われたアトリウム内の気流が短波と長波の二帯域の放射計算と連成させたCFD

を用いて解析された。

-境界条件の変化が室内気流分布に与える影響が検討された。

-室内の換気効率がCFDを用いて解析された。簡単に解析することができ、効率的に換気効

率を理解することができる。

⑬人体周りの気流

・人体周りの気流シュミレーションが、開始された0

・我々は将来いくつかの未知の環境に遭遇することになるであろう。

(それは)いま考えられている新しい建物や新しい乗り物など。

'CFDと他のシュミレーション技術を用いることによって、そのような環境が人体に及ぼす

影響について解析を行うことができる。

⑭基本的流れ

・自然対流、衝突する流れなどいくつかの基本的な流れがCFDによって解析され、それらの

性質が考察された。

・これらの研究は新しい乱流モデルや室内気流関連の流れを制御する装置を開発するために役

立つで、あろう。

(3)結論

CFDと室内の気流分布を予測するための有望な手法であることは確かである。標準κ-ε モ

デルとその改良モデルとがCFDの基礎原理として広く用いられている。 κ-ε モデルの後継者

として有望な手法は、 LE S (Large Eddy Simulation)で、あるが、現在のところまだその時機で

はないであろう。

室内空気のCFDは、不十分なグリット分割という問題をもっている。グリッド分割の善し悪

しにあまり影響されない数値計算方法が開発されるべきである。また、全ての解析結果に対して、

不十分なグリッド分割が原因となって生じる誤差が評価されなければならない。

放射解析などと連成したCFDが一般的になってきた。気流の解析を含む建物内での熱移動を

詳細に解析することが、建築環境工学の新しい潮流になったといえる。人体のすぐ周りの気流や

環境をCFDを用いて解析する研究が始まっている。

3.2. 5 室内気流の測定 GR:Dr.Dominique Blay 

(1)適用領域

室内空気の測定に関して発表された全ての論文を分類するのは並大抵のことではない。なぜな

ら、研究の領域は「豚小屋の換気」から「パスの中の熱的快適性」まで非常に幅広いからである。

このことは多くの研究者と技術者が室内気流の制御に関心を持っていることを示している。

研究は、二つのカテゴリーに分けることができる。
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①応用研究:特定の室内空気をより良く理解しようとする目的の研究

-冷房と暖房

・混合型換気(農業用、工業用、住宅用)

・置換換気

-防火安全性

数多くの研究のなかでも、置換換気に対する関心が高まってきている。

②基礎研究:研究の目的は、噴流や境界層などの流れ要素について研究することにある。結果

はコンビュータの計算コードの精度検討に用いられたり、境界条件をより正確に決定する

ための資料として用いられる。

・鉛直境界層

・浮力噴流

-制限場の室内気流

(2)測定技術

殆どの研究に共通しているのは、風速或いは温度の測定を行っているということである。研究

の目的に応じて様々な技術が用いられている。

風速測定:特筆すべきは風速の測定法の新しい試みである。正確な風速が必要とされる場合には、

熱線風速計や超音波風速計のような古典的手法が用いられるが、場全体の風速測定法がこれから

ますます関心を呼ぶものと言える。

・煙による可視化手法とデジタル処理

.粒子追跡法

・粒子画像による風速計測 CPIV;ParticleImage Velocimetry) 

PIVでは、瞬時にして大きな領域(最大30x30佃)における風速ベクトル図を得られるという

利点を持っているため、室内の風速場の計測にとって非常に有効である。 CFDがここ10年で気

流解析に大きな影響を及ぼしたように、近い将来PIVは風速計測技術に大きな影響を及ぼすで

あろう。さらに、 PIVとCFDを組み合わせることで、室内気流の複雑な流入条件の設定が可

能になるであろう。

温度測定:温度測定に大きな問題があるわけではない。可能ならば、実験における壁面の温度よ

り正確に制御した条件規定が望まれる。実験データはCFDコードの検討の基礎データとなるこ

とから、これは非常に重要な問題である。一方、局所的な熱流を直接測定する試みも行われた。

熱流量が小さいことからこの種の測定には困難が伴うが、自然換気、自然対流の場での壁面での

熱流量計測データが明らかに不足している。

(3)結論

室内気流のよりよい理解と数値計算手法の検討を行うために、正確で適切な実験データが絶対

的に必要である。実験は高価であり、従ってなかなか行うことができないにも関わらず、質の高

い実験の必要性はますます高くなっている。

以上が最終日のGRによって紹介された一般講演の全容である。詳しくはProceedingを参照さ

れたい。

3. 3 ワークショップ

ワークショップでは、 IEAAnnex 26 Iエネルギー効率の良い大空間の換気」が報告された。当

184-



日配布された別冊資料の目次を紹介する。

ワークショップのプログラム

議長:S. Murakami 

1.はじめに

2.解析と予測の技術

3.測定と数値解析の実例

(1)De Montfort大学

(2)実験用アトリウム

(3)Gjovikオリンピックホール

(4)ガラス繊維補強プラスチック工場

(5)ミュンへン体育館

4.設計原理指針

5.討論

A.Moser 

P. K. Heiselberg 

R.Walker 

S.Kato 

H. M. Mathisen & A. Schaelin 

J.Fontaine & S.Collineau 

D. muller 

R. Waters & H. Yoshino 
議長:U. Renz 

3. 4 その他

その他、下記のようなイベントが催された。非常に盛りだくさんで実りの多い会議であった。

①ビデオセッション:8題の発表が行われた。 CFDコードのデモンストレーションや可視化映

像の紹介、設計用アプリケーションの紹介などが行われた。

②技術展示:21社が出展した。

③レセプション:会議の始まる前夜、世界中から集まった研究者たちが和やかな雰囲気でだんら

んのひとときをもった。

④バンケット:ロイヤルパークホテル日航にて行われた。豪華絢嫡で非常に華やかな雰囲気で

あった。

⑤テルニカルビジット:大成建設(欄技術研究所、畑硝子(欄中央研究所、みなとみらい21熱供給

(欄・よこはまランド、マークタワー、東京国際フォーラム・東京大学生産技術研究所

など合計4つのツアーが企画された。

4. おわりに

次回のROOMVENTは、 2年後1998年にスウェーデンのストックホルムにて開催される予定であ

る。スウェーデン王立工科大学 T.G.Malmstrom氏が議長を勤める予定と聞く。今回のROOMVENT 

， 96をきっかけにして、数多くの日本人の研究者、技術者の参加が期待されるところである。

F
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表 1 R 0 0 M V E N T' 96の概要

日 時 1996年7月17日(水)---19日(金)

メ~ 場 パシフィコ横浜(横浜市横浜みなとならい21地

区)

主 催 空気調和・衛生工学会、 SCANVAC、東京大

学生産技術研究所 ASHRAE 

協賛・後援 1 E A (Annex26)、日本建築学会、可視化情報学

会、空気清浄協会、樹)ベターリビング、

側住宅・建築 省エネルギー機構、横浜市、(附ト

ステム建材産業振興財団、他

<=1 
雪回五a:t 英語(同時通訳、逐次通訳あり)

登録参加者 圏内参加者245名(うち同伴者3名)

海外参加者142名(うち同伴者10名)

登録者総数387名(うち同伴者13名)

機器展示のみの参加者 202名

会場議長 東京大学生産技術研究所村上周三教授
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3 -2 周期構造を有する人工境界壁の

電磁波反射特性の研究

東京工業大学

教授安藤 真

ICEAA95:International Conference on Electromagnetics in Advanced Application 

電磁界理論とその先端的応用に関する国際会議

Politechnico di Torino トリノ工科大学、イタリア (1995年9月12日--17日)

1.開催概要

本会議は、宇宙航行および航空関連の電磁界理論を議論する特色ある国際会議として始まり 4

回の歴史を持つ会議である。殆どが、トリノ工科大学を会場としているものである。本年度は、

170編以上の投稿があり、このうち約100編が採択され発表された。本年から会議名も、先端

的応用と名付けられたように、基礎理論の議論に加えて、これを駆使した様々な応用が、提案さ

れている。近年の関連会議も同様であるが、(1)計算機パワーの発達により可能となった巨大シ

ミュレーション、 (2)アンテナ設計や、散乱断面積の制御などに有効なグラフィック技術の提案、

(3)現象の物理的理解を深めるためにも有効な近似解法の研究などが数多く発表された。会期は4

日間で2日目には夜8時からバンケットがあった。会議は2部屋のパラレルセッションで行われ、

午前を 4時間、午後を 4時間として、昼休みを 1時--2時半としたため、午前も落ちついたセッ

ション構成となっていた。筆者は、 14日の午前の“NumericalTechniques"の座長を務めるととも

に、 15日午前中に論文の発表を行った。

参加者は約100人で規模は小さいが専門の近いものが集まっているので、セッション中の質

問や、コーヒープレイクでの討論はとても熱心なものであった。さらに、昼食も参加者が一同に

とるよう設定していたので、セッションでの議論の続きを行ったり、質問をするのが容易でなか

なか好評であった。これは、他の規模の大きい国際会議ではなかなかできないことである。国際

会議の一番の目的が研究者間の技術交流であるとすると、今後企画する会議にはぜひ反映させて

ゆきたい。

最後に会場は約150人収容の記念講堂であったが、 OHP、プロジェク夕、ビデオ、照明な

ど、講演を行うのに最適な設備が備えてなり、トリノ工科大学の評判を上げるのにも一役買って

いると思われるほどであった。

2. 講演内容と質疑内容

筆者は14日に“NumericalAnalysis"のセッションで座長を務めるとともに、 15日の最終日に

“PO Doffraction Coefficients for Periodic Surface-Strip Array on a Grounded Dielectric 
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Slab-(周期構造に対する物理光学回折係数<誘電体基板装荷ストリップアレー>)と題して講演

を行った。主な内容は、コルゲート構造と同じ性質を持ち、はるかに製造が容易な誘電体基板ス

トリップアレーについて、有限寸法からの散乱波を正確に簡単に計算するための回折係数を初め

て導出したものである。申請者らが等方性反射板に対して以前に提案した一様回折係数の和とし

て異方性境界壁の回折係数が表現される。この回折係数は、誘電体基板装荷ストリップアレーの

総ての構造パラメータおよび入射の方向と偏波、そして有限板の周囲形状の関数として与えられ

ており電車で計算可能である。より一般的な意味では、異方性周期構造の散乱解析のための新し

い手法を提案するものであり、高周波理論にもとずく導出と、実験による検証をおこなったもの

である。講演後、高周波回折理論に関してのリビュー記事をIEEE(米国電気電子学会)のマガPジ

ンへ寄稿するよう要望があった。本講演での異方性板からの散乱解析の成功により、筆者らの提

案している等価端部電磁流法の一般的な有効性が広く理解された結果であると考えている。講演

に対するおもな質問内容として次の 3つがあった。

(1)具体的な回折係数が、円周上でどのように変化しているか。入射波の偏波が場所により変わる

事がどのように計算に反映されるか。円周上のすべての点で、入射波の偏波、ストリップの方

向の変化を考慮した局所的係数を定義している。したがって、回折係数は場所により異なる値

となっている。高周波近似の意味で精度が保証されるが、実験では10波長程以上の散乱体では

十分な精度を有することを認識してる。

(2)回折係数による等価端部電磁流の面積分の値と、物理光学近似の意味での等価面電磁流の面積

積分の結果との一致はどうか。非常に核心を突いた良い質問であった。主偏波については、完

全に一致するものの、交差偏波ではずれが生じることを図で例を示して説明した。マックス

ウェルの方程式の解である電磁界と、自由に描けるストリップ列の関係から、線積分が面積分

で近似できない場合があることは必然であることと、観測点における観測偏波によっても結果

が影響を受けることを説明した。

(3)異方性反射板からの散乱波解析、および地板をストリップ列にして指向性を制御するアンテナ

の、具体的な応用に関して質問があった。移動体通信や屋内無線LANにおける、壁や床にお

ける反射散乱と多重波伝搬の解析、さらにはトンネル内電波伝搬環境に適したアンテナ指向性

の実現など、一般的に未開拓な研究分野、応用分野が多いことを回答した。

Optical Fiber Science and Electromagnetic Theory(OFSET95) 

電磁界理論日中合同会議

天津大学、中国(1995年9月19日--25日)

1. 開催概要

電磁界理論および光ファイパーに関する日中合同研究会は電子情報通信学会の電磁界理論研究

専門委員会と中国通信学会の共催で開催された。約200人の参加者があり、招待講演を含み100件

の発表があった。日本からは電磁界理論の論文が、中国からはファイバーを用いたネットワーキ

ングの論文が数多く発表された。会場は電磁界理論とファイバーとで2部屋並行のプログラムが

組まれた。
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2. 講演内容と質疑応答

申請者は、“HighFrequency Diffraction Analysis of Electromagnetic Waves" (電磁波の高

周波散乱解析)と題して招待講演を行った。高周波近似の一つである、物理光学回折係数につい

ては、より一般的にインピーダンス境界における物理光学法の妥当性確認に加え、放射面積分を

すべて解析的に表現する試みの中のーっと位置づけし説明を行った。反射鏡アンテナへの応用に

関する具体的な質問と、異方性反射板への応用に関する質問が出された。中国では、現在はアプ

リケーションに関心が集中している様子が窺えた。
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3 -3 

1.はじめに

環境デザインの新手法開発のための

ワークショップ

芝浦工業大学建築工学科

教授藤井博己

芝浦工業大学大学院建設工学専攻において、ロシアのモスクワ建築大学とフランスのパリ・ベ

ルヴィ建築大学との間で、新たな環境デザインを目指したワークショップを開催しました。提携

校の教員(専門家)と大学院生が参加し、東アジア(東京)、東欧(ルーマニア)、西欧(パリ)

を開催地として歴史的環境との関わり合い、ライフスタイルと住宅の関係、都市(地域)開発の

新たな動向といったテーマを論じ合い、今日の環境デザインと建築のありかたについて、学生の

トレーニングを兼ねた実地の現場においてテーマの分析とプロジェクトの制作を行いました。

Z ワークショプ実施日程及び参加者

.合同ワークショップの開催(東京)

参加大学 芝浦工業大学

実施日程

参加教員

参加学生

アーマ

パリ・ベルヴィル建築大学

1995年 7月14日--8月11日

藤井博巳教授 曽根幸一教授(芝浦工大)

ロラン・サロモン教授(パリ・ベルヴィル建築大学)

大学院生 11名(芝浦工大)

大学院生 9名(パリ・ベルヴィル建築大学)

臨海副都心と芝浦地区を対象として、ウォーターフロント開発の現

況、都心型の住機能のありかたに焦点を絞った、新たな住空間モデ

ルの作成

ワークショップの内容 1)教員、専門家による講義

2)他都市(大阪、高松、いわき)の視察

3)東京臨海副都心の調査分析

4)都市計画、建築設計、プロジェクトの制作及び講評

.合同ワークショ ップの開催。レーマニア・スチァーヴァ)

参加大学 芝浦工業大学

モスクワ建築大学

実施日程 1995年 7月16日--8月13日
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参加教員

参加学生

その他の専門家

アーマ

大和田義正教授(芝浦工大)

ナタリア・ルサコパ教授(モスクワ建築大学)

ハンナ・デレル助教授(ブカレスト・イオン・ミンク大学)

大学院生 10名(芝浦工大)

大学院生 10名(モスクワ建築大学)

大学院生 5名 (ブカレスト・イオン・ミンク大学)

水島信(建築家)

アンカ・ペテルスク(建築家)

ルーマニア北部のモルドヴァ地方の主邑スチャーヴァにおいて、歴

史的環境の保護と地震対策を兼ね合わせた、新たな計画の指針を策

定

ワークショップの内容 1)教員、専門家による講義

2)他都市(トランシルヴァニア、ウクライナ)の歴史都市・木造建築

の視察

3)モルトヴァ地方の歴史的環境の視察

4)地域計画、建築修復プログラムの作成ならびに講評

.合同ワークショップの開催(パリ)

参加大学 芝浦工業大学

実施日程

参加教員

参加学生

その他の専門家

パリ・ベルヴィル建築大学

1996年 2月11日--3月12日

藤井博巳教授(芝浦工大)

ロラン・サロモン教授(パリ・ベルヴィル建築大学)

大学院生 8名(芝浦工大)

大学院生 7名(パリ・ベルヴィル建築大学)

赤堀忍(建築家)

テーマ iEspace ModernJの基本の習得を中心に、歴史的建築の中でいか

に新しい建築を取り入れるかを学ぶ

ワークショップの内容 1)教員、専門家による講義

2)パリ市内あるいは近郊都市の都市計画を視察

3)新たなパブ、リック・スペースならびに集合住宅の設計、講評

3. 研究成果をめぐって

日欧間における都市環境や環境デザインに対する取り組みは大きく異なっている。しかも、旧

ソ連や東欧といった、これまであまり注目されてこなかった地域の問題がグローバルな角度から

大きく浮かび上がり、従来の方法論では必ずしも十分ではなくなっている。そこで日欧聞の合同

ワークショップ{開催地:東京、スチャーヴァ(ルーマニア)、パリ)を通して、それぞれの土

地における固有の問題を掘り下げ、また東アジア、東欧、西欧というそれぞれ異なった場所での

歴史的環境との関わり合い、ライフスタイルと住宅との関係、都市(地域)開発といったテーマ

を互いに論じ合い、新たな環境デザインの方法論の構築を目指した。
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今回のワークショップでは、単に学生の経験や知見を増すだけでなく、異なった文化閣を繋ぐ

新たなパラダイムの発見に寄与するとともに、以下の事項に研究の成果が見られた。

(1)それぞれの地域に則した問題の発見とそのグローバルな切り口の発見。(例えば、ウォー

ターフロント、歴史的環境、工場跡地といったものの今日的問題)

(2)個々の環境問題に則した独自の住空間モデルの策定と、その建築的なテeィテールの開発。

(例えば、東京における工業部材の採用、東欧における伝統的な木と石の構法の活用、パリ

における新たな都市設備の開発)

(3)日本、東欧、西欧を繋ぐ国際的ネットワークの強化と、データベースの相互の交換

(4)大学院教育における新たな方式の確立と国際交流。

以上は、今回実施した合同ワークショップの内容とその研究成果の要約であるが、ロシア、フ

ランス、日本との共同教育研究所というフレームの中で、相互理解を増していくことは、将来的

に極めて必要度の高い課題である。この交換授業をさらに継続していくことによって、多くの世

界の専門家が他国の文化や都市に触れる機会がつくられ、それによって豊かな文化的相互理解が

可能になると考えられる。
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4 -1 建材用アルミニウム押出形材の曲げ

加工技術

社団法人軽金属学会押出形材成形法部会

部会長上 ， 野 恵 尉

1.はじめに

研究テーマ「建材用アルミニウム押出形材の曲げ加工技術」に関するシンポジウムの開催

建築デザインの多様化により、使用されるアルミニウム押出形材を高精度に曲げ加工すること

が要求されてきているが、これまで系統的なデータがなく、経験的なノウハウの蓄積によって行

われているのが実情であった。

軽金属学会では、産学共同の研究組織を設置し、研究データを蓄積してきたが、その研究成果

をアルミニウムの押出し産業の盛んな富山県高岡市において開催し、多数の参加者をもって活発

な質疑応答がなされ、盛会裡に終えた。

開催日:平成8年 6月7日

会 場:高岡地域地場産業センター(富山県高岡市)

参加者人数:126名(講師含む)

内容

1.建築用形材の曲げ加工の課題 :一協アルミニウム工業側

2.形材の製造技術 :古河電気工業側

3. 形材曲げ加工技術の特徴 :日立製作所(欄

4. 各種曲げ加工技術

(1) 回転引き曲げ :東京都立科学技術大学

(2) プレス曲げ :東京都立大学

(3) 圧縮曲げ :職業能力開発大学校

(4) 押通し曲げ :電気通信大学

5.形材曲げ加工シミュレーション技術

木下茂

松岡建

上野恵尉

坂木修次

西村尚・長谷川収

森茂樹

村田真

(1) F EM解析 :東京理科大学 星野倫彦

(2) 簡易解析 :神奈川工科大学 遠藤順一

2 .開催報告

平成8年 6月7日に高岡地域地場産業センターにおいて、 「建材用アルミニウム押出形材の曲

げ加工技術」と題するシンポジウムを開催した。参加者は126名(含む講師)でこの種のシンポ

ジウムとしては、大変な盛況で講師、聴講者ともども有意義な情報交換ができたことを主催者と
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して、満足している。

講演題目と講師氏名は前述の通りでいずれの方もその道の第一任者である。

3 .概要

「建材用アルミニウム押出形材の曲げ加工技術」

本セミナーで用いたテキストは 4章からなっており全108ページの技術内容が記述されている。

第1章は押出形材の製造方法と機械的性質である。

製造方法としては、代表的なA6063S形材の製造工程を図 1に示す。主な工程は溶解、鋳造、

熱間押出しがあるが、合金によっては均質化処理を省略したり、逆に熱間押出しの後に溶体化処

理を別に行う場合もある。形材の断面形状の設計では、図2に示す形材断面のように、ソリッド、

ホロ一、セミホローに分類される。それぞれの断面形状について押出しの難易、限界を示してい

る。さらに、アルミニウム押出しの今後の動向についてまとめた。

機械的性質では、形材断面内強度分布を小形の試験片に使用して詳細に調べた。押出し材は断

面内で強度、延性に差があるという報告もあるが、 40mm角と断面寸法が小さいこともあって、本

研究の範囲内では差がなかった。また、長手方向についても強度差を調べたが同様に差がなかっ

た。実験に用いた 4種類の材料についての一般的な機械的性質を一覧表にまとめた。

第2章は各種曲げ加工法である。

対象とした形材の形状は図3に示す 3種類(曲げ方向を考慮すると 6種類)であり、各断面形

状について材質、肉厚を含めるとそれぞれ16通りになる。次に、試みた曲げ加工法別に以下に結

果を示す。

'①均等曲げ:均等曲げは形材を均一な曲げモーメントのみで曲げる方法で、曲げの最も基本とな

る方法である。均等曲げの実験結果をまとめると、曲げ加工度の増加に従って横断面形状に、

フランジの落ち込み及びウエブの膨らみ変形が発生する。加工度がある限界に達すると、圧縮

フランジより座屈によるしわが発生する。座屈限度に及ぼす板厚の影響は大きく、板厚が2倍

になることによって、座屈限度の加工度は、 4--8倍になる。均等曲げにおける曲げモーメン

トは、 n乗硬化則に従う材料とする単純理論で推定することが可能である。プラスチック積層

中子の使用は有効である。

②プレス曲げ:3点曲げの代表であり、パンチとダイを用いて曲げる能率のよい方法である。形

材には主として曲げモーメントが作用し、金型からの拘束も弱く、製品形状寸法精度は高くな

い。また、曲げ角度の限界が厳しい。プレス曲げの実験結果をまとめると以下のようになる。

T材では、割れ限界が厳しい、 0材では、延性が大きいため割れは生じない。 A型断面と B1 

型断面の加工性に大きな差はないが、 B2型断面のリブはフランジしわの抑制効果が大きく、

中子を使用しなくても加工性は良好である。 C1型断面は断面変形が大きく成形品としての価

値は低い。 C2型断面は金型の剛性が十分であれば、中子の使用でウエブしわの抑制が期待で

きる。ピアノ線を中子として使用することにより形材の断面変形の抑制、屈服、割れの抑制と

いった中子の効果を確認した。

③圧縮曲げ:圧縮曲げ(押し通し曲げともいう)は最も一般的な曲げ加工法である。形材を固定

曲げ型と締め付け型との間でクランプし、回転押し型によって形材を固定曲げ型のまわりに押

し付けて加工する方法である。この方法は金型の構造が比較的簡単で、作業能率も高く、曲げ
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角度も180度まで加工できるなどの利点がある。しかし、形材には主として曲げモーメント

が作用するため、片肉やしわが出やすく、曲げ半径はあまり小さくはできない。圧縮曲げの実

験結果を以下に示す。 B2型断面は、 A，B 1に比べてフランジしわの抑制効果が大きく、加

工限界は向上する。また、 B2のしわ抑制効果は小球マンドレルを使用した場合よりも高い。

しかし、ウエ7"にまでしわが進行するような厳しい曲げ条件では、 B2であっても良好な曲げ

は難しい。 C3はA，B 1に比べて曲げ中立面が圧縮側に寄っているため、圧縮側のひずみが

小さくフランジしわの発生が遅れ、加工限界が向上する。

④回転引き曲げ:この方法も形材の曲げに最も多く用いられている方法である。形材を回転曲げ

型と締め付け型の間でクランプし、回転曲げ型を回転させ、回転曲げ型と圧力型との間で加工

する。形材には、曲げモーメントの他に軸方向の引張りが作用すると共に、曲げ変形が行われ

ている近傍が回転曲げ型、圧力型、当て金、マンドレルで拘束され、自由変形が生じる箇所が

少ないので、曲げ内周側での座屈も生じにくい。この方法はマンドレルは移動の必要がないの

で、活用されることが多い。回転引き曲げの実験結果では、断面形状をB2にすることにより、

マンドレルなしでも曲げが成功するようになる。また、曲げが成功しない場合でもB2を選択

することにより断面形状のゆがみ等が抑制される。マンドレルなしの条件では、断面形状C1 

については、全ての条件でフランジの倒れ込みとねじれ現象を生じる。また、断面形状Aの結

果を見ると 0材では曲げ成功領域が現われているものの、 T材では曲げ成功域がなかった。 B

1断面についても同様な結果が得られた。マンドレルとしてアルミナ粒子を用いた場合のAと

B 2断面形状における変性モード境界線図を見ると、 0材では広い範囲で曲げが成功している

が、 T材では成功領域は少なし、。しかし、 B2にすると、 T材の成功領域が広がる。

第 3章 曲げ加工における数値シミュレーションでは、有限要素法の概要、曲げ加工への適用

事例、形材の曲げ加工への汎用FEMソフトの適用についてまとめである。有限要素法による解

析手順としては、(1)解析対象を節点で連結された要素の集合体としてモデル化する。 (2)各要素の

剛性を計算する。 (3)各要素の剛性からモデル全体の剛性を計算し、剛性方程式を作る。 (4)境界条

件を既知の節点変位と節点力として剛性方程式に与える。 (5)剛性方程式を解析し、未知の節点変

位と節点力を求める。(6)各要素のひずみと応力を計算する。具体的にはホロー材のプレス曲げの

解析をJOH/DAYNA3D(陽解法)によって行った。パンチ直下の横断面の各頂点の移動

量、長手方向のひず、み分布パンチ直下の横断面形状などが、解析によって求められた。その結果

と上述した実験結果とを比較したところ良い一致が見られた。

第 4章 押出形材の曲げ加工事例では、自動車部品の加工事例と、建築部材の加工事例につい

て記述しである。自動車部品では軽量化の目的で多くの事例が示されている。ショルダーベルト

ガイドレール、ノ〈ックウインド、ファンシュラウド、エアインテクマニホールド、ルーフラック、

さらに、将来の自動車軽量化の切り札スペースフレームなど興味深い事例が多く紹介されている。

建築部材では表 1に示すように、形状分類と製品例が示され、事例として、ビル用サッシ、カー

ポート、高欄、オーダーサッシなどが写真入りで紹介されている。

以上の講演の後、質疑討論に入り、約40分間講師と聴講者との間で熱のこもった討論が行われ

た。質問は、実用的な内容のもの、曲げの理論に関するものなど多彩であった。総じて有意義な

シンポジウムであったと講師一同感じている。
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図 1

均質化処理 ビレット切断

ストレッチャー矯正

人工時効処理

A6063S-T5形材の製造工程フローチャート

mWJ巴[
ソリッド セミホロー ホロー

図' 押出形材の断面形状による分類

材質・熱処理 I A6061・T6，O忍びA6063・T5，O
板厚10 I 1.0， 1.5， 2.0， 3.0mm 

高さ Ho‘幡WoI 40mm (Ho， Woとも)

iユIwo~ ，R口
~ トょっ 斗二

C1 C2 C3 

図 形材の断面形状と曲げ方向
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表 曲げの形状分類

分lfi アーチ形 コーナー形 フルアール形 多角(似合)J杉

'̂ 

ダYーも円「
/ " 

)杉状 口I 
アーチ窓 サンルーム アール付出窓 バルコニー

製品例
玄関ドア カーポート アーケード カーポー十
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4 -2 

1.はじめに

公開シンポジウム:高断熱高気密住宅を

めぐって

東北大学工学部建築学科

教授吉野 博

省エネルギーや健康性、快適性の向上に対する要求などにより、高断熱高気密住宅が北海道を

除く地域においても普及してきている。しかしながら、その性能については十分に評価されてい

るとはいえない。また、高断熱高気密住宅に対しては、室内空気質の問題や夏の暑さを懸念する

声も聞かれる。一方、建設省では、住宅に対する省エネルギー基準の見直しの作業を開始してい

る。このような状況のなかで、平成8年3月8日(金)午前10: 00から午後5: 00、仙台市シル

バーセンターにおいて、関連の学協会、研究グループが相集い、高断熱高気密住宅の室内環境や

エネルギー消費の実態を報告すると同時に省エネルギー基準の見直し作業に関わっている方々よ

り、検討している内容について報告していただき、併せて関連する諸問題について、ディスカッ

ションを行った。参加者350名。

2. 高断熱高気密住宅における室内環境評価

第 1部は司会三浦秀一氏(東北芸術工科大学)のもと、高断熱高気密住宅における室内環境評

価について具体的な調査例やその活用について 6名の講演者より講演が行われた。

まず始めに長谷川兼一氏(東北大学)は、寒冷地を対象としたアンケート調査について報告し

た。アンケートは北海道、東北、北陸地方及び長野県その他の地域における高断熱高気密住宅を

対象としており、設備、住まい方、エネルギー消費量、室内環境の問題点等について調査した。

冬期における温熱環境の向上が確認される一方、換気設備の運転や乾燥の問題点等が指摘された。

石川善美氏(東北工業大学)は、仙台市および盛岡市における室内環境調査について報告した。

前報告における調査対象の中から16件の住宅を選び、夏期、冬期の熱空気環境の実測調査を実施

した。冬期の温熱環境は良好に保たれているものの、夏期は外気温よりも高くなる住宅が多いこ

と等が確認された。

赤林伸一氏(新潟大学)は、新潟地域における室内環境調査について報告をした。展示用モデ

ルハウスを用いて、暖房方式を違えながら温熱環境の実測、灯油使用量の記録を行った。床暖房

は室温が安定し、上下温度差も小さいこと、夏期において夜間の室温と外気温が逆転すること等

を明らかにされた。

山岸明浩氏(信州大学)は、長野地域における室内環境調査について報告した。断熱気密性能

と温熱環境の実測及びアンケート調査の結果との関係について考察を行っており、断熱気密性能
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が高い住宅ほど、冬期の室内温熱環境は向上すること、居住者の意識もそれに対応していること

等が確認された。

津田紘次氏(八戸工業大学)は、八戸地域における室内環境調査について報告した。高断熱高

気密住宅3戸と一般の住宅 2戸を対象に、温湿度を実測した。日射遮蔽の配慮不足による夏期の

室温の高温化や、少数の暖房機器による集中的な暖房による部屋閣の温度差、上下温度差等が指

摘された。

吉野博氏(東北大学)は、環境設計データベースの作成とその意義について報告した。今後、

良質な建築を社会ストックとして残すために、住宅完成後の環境性能並びにエネルギー消費に関

するデータを蓄積し、データベースを作成することの必要性、データベースの項目、応用例等が

説明された。

この後、会場と活発な議論が交され、最後に津田氏より第 1部のまとめと今後の課題について

総括がなされた。

3. 次世代省エネルギー基準の方向

はじめに司会(松本真一、東北大学)より、第2部の趣旨が説明された。現在策定作業の進め

られている、いわゆる「次世代省エネルギー基準」について、その策定作業に直接係わっておら

れる下記の先生方より、策定基準の概要、特に基準の定められた背景について、紹介いただくと

いうのがその趣旨である。

1.住宅における省エネルギー施策の概要:安藤尚一 (建設省住宅局 住宅生産課・課長補佐)

2.高断熱・高気密化と次世代省エネルギー基準の考え方:坂本雄三(東京大学大学院工学系

研究科建築学専攻・助教授)

3.気密性能:吉野博(東北大学工学部 建築学科・教授)

4.換気設備:津地孝男(建設省建築研究所第5研究部 設備計画研究室・主任研究員)

5.海外の動向:唐津智行(旭ファイバーグラス グラスウール事業本部・企画管理室長)

講演は上記の順に一人ずつ行われ、最後に質疑応答の時間が設けられた。

最初に、安藤氏より、今日の我が国におけるエネルギー事情、輸入住宅等高性能住宅の出現、

基準の国際化を背景として、いわゆる「新省エネルギー基準」を見直し、新しい「次世代省エネ

ルギー基準」を策定していることの国策としての意義についての説明があった。また、それにリ

ンクした住宅金融公庫制度改正の動向、新エネルギー導入の推進、環境共生住宅の普及について

の補足説明があった。

坂本氏は、 「次世代省エネルギー・環境基準」策定の基準部会の主査として、基準の基本的な

考え方(目的とコンセプト)について解説し、， 96年2月中旬時点での検討案を紹介した。単に

省エネルギーのみを脱んだ基準ではなく、良好な室内環境を達成するための環境基準であるとこ

ろが強調された。

吉野氏は「気密性能基準」に関する作業部会の主査の立場から、気密化の目的、新しい基準の

考え方と基準値案、気密性能の現状について解説した。また、基準値を設定するにあたって行わ

れた数値シミュレーション結果について補足し、気密性能は換気設備とリンクして設定しなけれ

ばならないことを示した。

次に津地氏より、換気設備に関する「次世代省エネルギー住宅」の方向についての解説がなさ
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れた。防露・空気質維持・省エネルギーを同時に達成することはトリレンマとでも言うべき、難

しい問題であるため、規定を導くには合理的・システマティックな手順が必要であると述べ、そ

のフローチャートを示した。また、躯体の気密性能と換気設備を変化させた住宅モデルの計算例

を紹介し、住宅全体のシステムとして換気設備を捉えなければならないことを示唆した。

最後に唐津氏は、諸外国における基準の決め方と基準値の現状を紹介し、策定中の「次世代省

エネルギー基準」が国際的に見てどのような水準にあるか解説した。諸外国においても基準が強

化される方向にあるが、 「次世代省エネルギー基準」もその流れの中に位置付けられ、諸外国と

足並みをそろえたものであることを示唆した。

質疑としては、気密性能の基準と施工技術との関係、環境基準としての「次世代省エネルギー

基準」のコンセプトについて活発な質問・意見が交わされた。

4. 高断熱高気密住宅の諸問題

関係する分野から 4名が参加してパネルデ、イスカッションが行われた。

司会の佐藤宏氏(河北新報社)から、温暖な地域での可能性、換気の必要性、健康への影響な

ど、について使う立場から見た感想が述べられ、各パネラーの発表の後、幾つかの話題についた討

論が行われた。

二郷精氏(設計集団「空J) :建築家の立場から、石油、石炭、ウランのエネルギー資源の枯

渇、今後の急速な人口増加などに基づき、エネルギーを無駄にしないで使うことの重要性を述べ

た。日本の輸入木材の量が非常に多いことを指摘して、森林資源の減少を防ぐためにも耐久性の

ある建物が必要であるという説得力に溢れる説明があった。そして高断熱高気密住宅というシス

テムは、エネルギー資源を有効に利用できることと、建物の耐久性が向上することから、注目さ

れる時期が来たと述べた。一方、東北地方の生活習慣について縁側や 2間や 3間続きの部屋など

の例を挙げ、すべての空間が高断熱高気密であることには疑問を投げかけた。そして外部環境も

含めたシステム的な検討が必要であり、 「環境共生」という見方を提案した。

田中正敏氏(福島県立医大) :医学の立場から空気や温度が人体の健康へ及ぼす影響について

述べた。空気と健康の関係は酸素補給、体熱放散、有害物質(空気汚染、微生物など)から考え

られ、酸欠、 co中毒の症例、新建材から発生するホルムアルデヒド、かび、アレルギー(アト
ピー性皮膚炎、鼻アレルギ一、気象病、季節病)など、について豊富なデータを基に広範な解説を

行った。また最近の人間が暑さ寒さに弱くなってきていると指摘し、住まい方を考える必要があ

ると述べた。

小玉佑一郎氏(建設省建築研究所) :住宅研究の立場から、会場で配布された資料を基に明確

な説明があった。日本では暖房デグリーデイが地理的に大きく異なるので、日本に合った考え方

が必要である。また室内の温熱的快適さを追求する上では、エネルギーを投入するだけではなく、

建物の性能を上げる方法が重要であり、地域に合った高断熱高気密の仕様があるべきとの見解を

示した。快適な環境を実現する技術はあるので、暖房のための負荷、日射の遮蔽、冷房の有無、

リスクへの対処などを考慮した熱の流れの設計が可能となる。

鎌田紀彦氏(室蘭工業大学) :高断熱高気密住宅の普及に早くから携わった立場から、 30年前

に断熱材が使われ始めてからの経過を、断熱材の効果、閉鎖系と解放系の住宅の考え方などを基

に概観した。 10年前に高断熱高気密が始まり、断熱材を使って実感のわく住宅がようやく出てき
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たとのことである。また高断熱高気密住宅の夏の問題について、日射遮蔽が不十分であることが

主な原因であると指摘した上で、住宅30戸の調査を基に夏の住まい方を実例を挙げて提案した。

討論は、夏の暑さと湿度について行われた。パネラーの意見を以下に要約する。

小玉氏:夏の暑さについては、夏は冬と比べて室内外温度差が小さいので、断熱の効果は大き

くはならない。従って、日射熱の遮蔽と外気の取り入れが重要である。ただし、リスクである冬

の結露は防がねばならない。また地域性を考慮する上では、様々な暖昧な事柄に対する対処が大

事であるが、手段として断熱気密化、外界エネルギーの利用、外界との共生がある。

二郷氏:断熱気密化は必要であるが、温熱感覚がクライアン卜により個々に異なり、プランも

3間続きなどがあり、これらは地域的、歴史的背景をもっている。それぞれの地域に応じた対処

が必要となる。

田中氏:生理的な面からは、成人裸体で300C以上になると作業能率が低下する。子供は生後数

年で汗腺数が決まってしまうのでは夏は暑くあるべきであるが、老人は暑さに弱い。地域的に言

うならば、福島、山形は夏暑く冬寒いという特徴があり、冷房の普及率が30--40%であり、これ

らを考慮する必要がある。

鎌田氏:夏は涼しくする工夫が必要で、昼は暑さの主な原因である日射を遮蔽、夜は通風して

外気を取り入れることで制御ができる。盛岡では午後6時に戸を開けて、翌朝午前6時に戸を閉

めるという方法を取った実例がある。

小玉氏:湿度については、夏型結露に対しては断熱材やクーラーで対処できる。冬型結露につ

いては水蒸気の排出方法の工夫で対処できる。

二郷氏:東北の湿度についてはアンケート結果によれば、住んで満足という家に結露とかびの

発生がある場合が見られた。一律に基準値を決めてしまうのは危険である。実際の設計では断熱

材とペアガラスで対処している。

田中氏:人体中の水分は子供70%、成人60%、老人50%と齢を重ねると少なくなる。ビル管法

では40--70%という基準があり、冬には加湿、夏には除湿が必要となる。なお、ダニ、かびの発

生防止には30%以下としなければならない。

鎌田氏:個人的には快適なはずの20
0

C60%の状態で30分後には不快となった経験がある。湿度

の感覚は何か別な共通しているものを考えねばならないのだろうか。

小玉氏:その湿度で快適かどうかの判断は居住者が決めるものであり、設計者は微調整の手段

を提供すべきである。

最後に司会が、環境破壊を無くし、エネルギーを大事に使うことが必要であり、今後はより高

断熱高気密住宅に注目し、普及すべきであるとまとめを述べた。
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編集後記

平成7年度研究助成の成果をまとめ、第4号研究助成成果報告書と

致しましたので、お届け致します。

研究者の方々には編集にご協力戴きまして有難うございました。

1998年3月

第4回(平成7年度)研究助成成果報告書

1998年3月26日発行
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